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1 研究概要と構成 

 

1-1 序論 

 20 世紀前半の環境汚染などが広く認知されてきた以降，環境問題に対する関心度が高ま

り，環境に関する議論・研究も進んできた．環境と持続可能性の関係を明確にした研究と

して，1972 年にローマクラブによる報告書(The Limits to Growth)が も知られている．この

報告書により，当時の成長率のまま環境汚染や資源消費などが続いた場合，100 年以内に地

球上の成長は限界点に達すると警鐘が鳴らされた (Donella et. al., 1972) ．「持続可能性」を

検討する上で，環境負荷側の視点と合わせて，“地球(地域)の有限性”を念頭に置き，地域が

持つ環境的な容量の視点も踏まえることが求められている．つまり，環境面からの持続可

能性を検討する上では，“環境負荷・容量の両視点”が必要不可欠であり，これらの「環境バ

ランス」がとれた環境改善策が必要となる． 

 持続可能な社会の実現が喫緊の課題とされ久しいが，環境問題は悪化しつつ，それが地

球規模の社会問題を招いている．こうした状況に対して，近年，国連持続可能な開発会議

(Rio+20, 2012)がリオ・サミットのフォローアップを行う目的で開催されており，将来の持

続可能性への関心が高いことが伺える．また，地球環境問題の中でも“地球温暖化”は早急に

具体的な対応が必要な課題として，国際間での議論が活発に行われてきている．気候変動

枠組条約締約国会議が 1995 年から毎年開催され，締約国に温室効果ガス削減のための政策

の実施などの義務が課せられている．2015 年の第 21 回締約国会議（COP21, 2015）では，

各国は新たな約束草案について合意した．温室効果ガス排出量の削減について，2005 年を

基準とした場合，アメリカは 2025 年までに 26～28％，中国は 2030 年までに GDP 当たりの

排出量を 60～65％，日本は 2050 年まで 80％削減する約束草案を提出した．以上のような

環境政策動向や人口減少・超高齢化の社会現状などを踏まえて，日本は 2015 年に長期（2050

年頃）・中期（2025～2030 年頃）の目指すべき社会像を想定した（中央環境審議会, 2015）．

その目標を達成するため，長期的な視点に基づいた取組が求められており，80%削減の対策

とその実行効果を事前に把握する必要がある．しかし，目指すべき将来像を実現するのは，

排出量の削減だけでは十分ではなく，限られた資源の中で消費を抑え，供給生産力を強化

する措置を講じることが必要と考えられる．なお，温室効果ガスだけではなく，住居・食

事など人間活動から発生するすべての環境負荷を網羅的に見る必要もある． 

 以上を踏まえて，持続可能社会を実現するため，環境の負荷と受容とのバランスを考慮

した環境改善策が必要と考えられる． 終的には，日本全体の環境バランス改善が求めた

れているが，COP21 で議論したように，個別の国や組織だけではなく，すべての人間がそ

の責任を持つべきである．そのため，都道府県など大きな行政単位で見る政策側から，日

常のライフスタイルなどのような個人側までの視点が不可欠である．なお，長期的目標を

達成するため，過去から現在の環境バランスの状況をまず簡便な形で把握する必要がある． 

 環境バランスを評価できる指標については，エコロジカル・フットプリント指標(EF 指標)
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が一般的に広く知られている．この指標は，人間活動に伴う食糧消費や CO2 排出，都市活

動に必要な土地利用等々，様々な環境負荷を土地資源の消費面積（Footprint）に換算するこ

とで，同一基準によって包括的に評価できる指標である (Wackernagel and Rees, 1996) ．さ

らに，それら環境負荷量に対して対象とする都市・地域内の環境受容量(農用地や CO2吸収

のための森林地等々)がどの程度存在するのか，持続可能性の観点から，それら環境バラン

スを比較できる．換言すると，“地球(地域)の有限性”の視点をある側面から明確に規定し，

それに対する包括的な環境負荷量を相対的に評価できる指標である．なお，世界自然保護

基金(WWF, 2014)によれば，世界中の人々が，もし日本人と同じ暮らし方をするなら，2.4

個の地球が必要になると指摘している．このような EF 指標の視点から見れば，日本は持続

不可能な暮らし方を続けていることになり，早急な対応が求められることは一目瞭然であ

る． 

 政策側に関しては，日本では地域主権改革（地域主権戦略会議, 2012）などの地方分権に

向けた法整備が進んでおり，各市区町村（以降，自治体）の裁量が今後更に大きくなると

予期できる．持続可能性の達成という視点から，将来には自治体内で発生する環境面での

負荷についても，責任をもって自治体内で受容する，いわゆる環境負荷の地産地消（環境

バランス）がより求められるようになることが否めない．しかし，そのような時代が到来

したとしても，各自治体がそれぞれ単独で環境バランスを達成するのは極めて困難であり，

市町村合併や広域行政が必要である（地域主権戦略会議, 2012）．そのような社会変化の方

向性に鑑み，政策側では圏域・広域などの仕組みの提示が重要である． 

 個人側に関しては，近年，アントロポセン（人新世）という言葉が議論されている．200

年前の産業革命からは，人類の活動によって地学上の一時代が明確に区別できるようにな

っていることを指摘され（Waters et al.，2016），人間活動が自然環境・気象・気候に影響を

与えている状態になっている．例えば，WWF が算出した日本のエコロジカル・フットプリ

ント（WWF ジャパン, 2012）の詳細を見ると，66％が家庭部門から発生した消費となって

いる．そのため，環境問題に対応していくのは国や自治体，産業界における巨視的な取組

を試みるだけではなく，その構成の原単位である居住者の日常生活から行動を見直す必要

があると言える． 

 以上を踏まえて，本研究では，都道府県スケールから居住者スケールまで，多様な主体

において EF 指標の導入方法を検討し，長期的な視点から環境バランス改善の方法論を構築

することを目的にする．まず，EF 指標を用いて長期的な視点から，様々な圏域スケールに

おける環境バランスを簡便に評価する仕組みを構築する．そして，その方法論に基づき，

居住者の意識を考慮した上，各スケールに応じた環境改善策の効果を定量的に把握する．

具体的には，1）都道府県スケールで過去における環境バランスを長期的に評価する，2）

集落スケールでの評価手法を構築する，3）居住者意識を踏まえた集落・自治体における環

境改善策の効果を明確にする，4）長期的な視点から将来の持続可能性を予測する． 
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1-2 研究構成 

 本研究の全体構成をフロー図として図 1-1 に示す．各章の外部投稿を付録 16 に示す． 

 2 章では，まず地球環境問題に対するこれまでの動向を把握するため，環境評価指標と環

境改善制度に関連する既存研究のレビューを行って，EF 指標を用いる適切性を明確にする．

また，ライフスタイルの見直しによる環境改善効果に着目した研究を整理し，個人の環境

改善行動と意識に関する課題を明示する．その上，現在の環境政策と既存の研究が抱えて

いる課題を論じ，本研究の位置付を明らかにする． 

 3 章では，環境改善政策を検討するため，環境の状況と政策の効果を定量的に把握できる

環境バランス評価ツールの方法論を明確にする．本研究では節 1−1 で述べたように，長期

的な視点から環境バランス改善の方法論が必要となる．そのため，個人から国，過去から

将来まで，様々な主体の組み合わせを検討する必要がある．そこで，3 章では，EF 指標を

時間軸と空間軸で整理し，日本に適応することでの課題と問題点を明らかにする．また，

データ整備によって広域から狭域まで計算の精度を検討し，空間軸と時間軸をどう組み合

わせることが可能であるのかを明らかにする．データの 大の許容範囲で，居住者消費に

伴う EF 指標値を用いて様々なスケール(都道府県・自治体・集落)を対象とした環境バラン

スの評価方法を独自に改善・改良する． 

 4 章以降の構成は時間軸をベースにし，各時間での空間展開を行う．4 章は過去における

状況の把握である．5 章〜8 章は現在から近い将来での環境バランス改善策の検討及び自治

体と集落スケールでの空間展開を行う．また，9 章で将来シナリオを設定し，持続可能社会

の実現可能性について分析を行う． 

 具体的には，4 章では過去における環境や消費に関する情報を網羅的に把握する必要があ

るため，都道府県スケールで過去の環境バランスの変化を明らかにする．なお，環境や消

費に関連する統計データは多岐に渡っており，それらを単に羅列するだけでは一般市民の

行動を促すような情報にはなりえない．そのため，データを整合的に「統合」し，かつわ

かりやすく可視化図「メテオグラム」を提案する． 

 5 章では，圏域・広域などの仕組みを検討するため，自治体間の環境依存関係を明らかに

し，市町村の再編をあわせて検討する「環境バランスエリア」概念を提案する．この概念

は，自治体が自らの努力で環境バランスを達成すべく住民と行動する上で参考となる新た

な試論であると考えられる．具体的には，茨城県の自治体を対象にケーススタディを行う．

なお，自治体内の環境依存関係については，6 章で生活・生産活動の基礎単位である集落を

基礎単位として環境バランス評価ツールを構築する．具体的には，大都市圏郊外部で特性

の異なる多様な地域(集落)から構成される茨城県つくば市を対象にしてケーススタディを

行う． 

5 章 6 章では自治体間の広域行政と自治体内の地域自給に着眼した仕組みを提案する．し

かし，実際にどうのように環境改善行動によって，どこまで環境を改善できるのかを把握

する必要がある．そのため，行動の主体である居住者が環境バランスに与える影響を身近
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な生活圏で把握することが求められる． 

そこで，7 章では日常生活の見直しを通じ，どれだけの集落の環境バランス改善が生じ得

るかについて，シナリオ分析手法を用いて明らかにする．どこまで日常生活を変革できる

可能性を有するかについては，つくば市を対象にしたアンケート調査の結果から把握する．

アンケート内容に関しては，個人属性の他，公共交通をより利用する潜在可能性，再生可

能エネルギー普及の潜在可能性，価格政策によるエネルギー消費の潜在削減可能性などに

関する質問を行う． 

 8 章では，個人のライフスタイルの見直しがどれだけ自治体間の環境バランスに影響を与

えるのか明らかにすることを目的にする．自治体レベルでの議論が求められるため，茨城

県を対象にした拡大アンケート調査を行う．アンケート調査からグループ別に環境改善行

動の実施程度を算出し，対象自治体の統計データより居住者グループごとの人口を整理す

ることで，自治体の環境バランスの改善を算出する．自治体間の影響については，環境バ

ランスエリア概念を用いてその変化を吟味する． 

 4 章は過去の環境バランスの推移，5 章〜6 章は現在の環境バランスの評価，7 章〜8 章は

近い将来の環境改善可能性の検討を行う．そこで，9 章では，より遠い将来の持続可能性に

つて分析を行う．具体的には，日本全体の状況を把握するため，全ての都道府県を対象に

し，将来に不確実性が高いかつ環境に影響が深い要素を抽出して，いくつかの将来シナリ

オを設定する．さらに，人口予測や，全国アンケート調査から個人意識などを踏まえて，

将来の可能性予測を行う． 

 後に，第 10 章では本研究が得られた成果と今後の課題について述べる． 

第1章 研究概要と構成 第2章 研究の位置付け

第10章 結論

第3章 環境バランス評価ツールの概要

第8章 個人意識を考慮した
自治体の環境改善可能性

第6章 集落スケールでの
環境バランス評価

第4章 環境バランスの長期的動向とその可視化

第9章 将来の環境バランス予測

第7章 個人意識を考慮した
集落の環境改善可能性

第5章 環境バランスエリア
制度の提案
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＊1)〜11)：外部投稿リスト（付録 16 に参照） 

図 1-1 本研究の構成 
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2 研究の位置付け 

 

本章では，節 2-1～2-3 で既往研究のレビューを行った上で，節 2−4 で本研究の位置付け

について述べる．既往研究に関して，節 2−1 では地球環境問題と日本における取組，節 2−2

では環境バランスを評価する指標に関して，節 2−3 では環境意識に関する研究を整理し，

これまでの動向と現状を整理する．また，節 2−2 の環境バランスの評価指標については，

環境負荷側と環境受容側両観点から，指標の種類や政策での応用などをまとめた上，エコ

ロジカル・フットプリント指標を使う適切性を説明する． 

 

2-1 地球環境問題と日本における取組 

 20 世紀前半に，産業革命・工業化が広まったとともに，「環境汚染」「環境問題」，つまり

人間やその生活を取り巻く「環境」に生じている汚染や問題が広く認知されてきた（環境

白書，1973）．それ以降，環境問題が世間に認知され始め，学問的に環境問題を調査研究す

る動きが本格化することになった． 

 このような背景のもと，1972 年にストックホルムで国連人間環境会議（UNEP，1972）が

開催され，人間環境宣言を決議されたこと，及び人間居住環境の計画と管理・天然資源管

理など 6 つの項目について決定されたことがある．その後，1992 年の環境と開発に関する

国際連合会議（UNCED，1992）が国際連合の史上 大規模の会議となり，地球規模での環

境問題について具体的な議論がなされ，「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言」（環

境白書，1993）とその宣言を実施するための行動計画である「持続可能な開発に向けた行

動計画（アジェンダ 21）」（UNEP，1992）等が採択されるに至っている．また，地球サミッ

トから 10 年に当たる 2002 年には，持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブル

グサミット）（Earth Summit ，2002）が，2012 年には，国連持続可能な開発会議（(Rio+20, 2012)）

（以下「リオ＋20」という．）がそれぞれ開催され，過去に国連が策定した行動計画を再確

認した上で，2015 年に達成期限を迎えるミレニアム開発目標（MDGs）とも整合を取りなが

ら，持続可能な開発目標に向けた議論を開始することが決定された． 

 また，地球環境問題の中でも“地球温暖化”は早急に具体的な対応が必要な課題として，国

際間での議論が活発に行われてきている．1992 年に気候変動に関する国際連合枠組条約

（UNFCCC，1992）が地球サミットで採択され，155 か国が署名した．この条約の交渉会議

には， 高意思決定機関である気候変動枠組条約締約国会議（COP）がそれから毎年開催さ

れ，1997 年の COP3 では温室効果ガスの削減目標を定める「京都議定書」（KP，1997）を採

択した．さらに，2015 年の COP21（COP21，2015）でパリ協定が締結され，2020 年以降の

地球温暖化対策として，世界の気温上昇を産業革命前から２度未満に抑えることを目標に

した． 

 そのような流れの中，日本の環境行政では 1967 年に制定された公害対策基本法（環境白

書，1972）が推進され，公害防止，自然環境保全のため一定の役割を果たしてきた．それ
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まで，日本の環境問題は，地域的な問題，特定の活動の結果による一過性の現象として理

解されることが多かった．しかし，20 世紀の後期においては，温室効果ガスの排出など，

環境の様々な変化が相互に関係し，環境が，ストックとして，また，全体として悪化する

ような問題も重要になってきた．そのため，日本では 1992 年の地球サミット（UNCED，1992）

の成果を踏まえ，1993 年に「環境基本法」（環境白書，1972）が提出された．この法案にお

いて，公害対策基本法では意識されていなかった将来世代への恵み豊かな環境の継承，地

球全体の環境保全のための取組などを新たに基本的な理念を位置づけ，この理念に即した

政策の新たな進め方が示された． 

 さらに，環境基本法に対する実現化の手段として，1994 年には第一次環境基本計画（環

境基本計画，1994）が策定され，「循環」，「共生」，「参加」及び「国際的取組」という４つ

の長期的な目標を定めた．また，2000 年には「第二次環境基本計画－環境の世紀への道し

るべ－」（環境基本計画，2000）が発表され，大量生産，大量消費，大量廃棄を前提とした

社会のあり方そのものを変えない限り解決のできない第二の環境の危機に直面しているこ

とを示唆された．そのような大量生産・消費のパターンから脱却するため，生活様式や事

業活動の態様など社会全体にわたる変革が重要であることを挙げられた．その後，2006 年

には，「第三次環境基本計画－環境から拓く新たなゆたかさへの道－」14)が発表された．こ

の中では，「環境・経済・社会の統合的向上」（環境基本計画，2006）をさらに強調すると

ともに，「2050 年を見据えた超長期的なビジョンの策定の提示」や「定量的な目標・指標に

よる進行管理」などが掲げられた．また，環境の状況等を端的に表した指標としては，環

境効率性を示す指標（CO2 排出量/GDP）や資源生産性を示す指標（GDP/天然資源等投入量），

EF 指標が挙げられている．また，2012 年には，東日本大震災の影響やリオ＋20 の成果を踏

まえて，「第四次環境基本計画」（環境基本計画，2012）が発表された．この計画では，「 安 

全 」 が 確 保 さ れ る こ と を 前 提 と し て ，「 低 炭 素 」・「 循 環 」・「自然

共生」の各分野が，各主体の参加の下で，統合的に達成され，健全で恵み豊かな環境が地

球規模から身近な地域にわたって保全される社会を実現することを目指すべき社会像とし

た． 

 また，地球温暖化対策に関しては，COP21（2015）に向けて提出した「日本の約束草案」

の中で，日本の温室効果ガス排出量の中期削減目標については，国内の排出削減・吸収量

の確保により，温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度比マイナス 26.0％（2005 年度

比マイナス 25.4％）の水準とすることとした．また，2012 年に閣議決定した第四次環境基

本計画（2012）では，「長期的な目標として 2050 年（平成 62 年）までに 80％の温室効果ガ

スの排出削減を目指す」こととした．このような大幅な排出削減は，従来の取組の延長で

は実現が困難であるため，抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及等，イノ

ベーションによる解決を求められる．また，環境省は地球温暖化対策の推進に当たっては，

国・事業者だけではなく，国民が温室効果ガスの排出を自分のこととして捉え，長期的な

取組を積極的に行っていく必要があると示唆した（環境基本計画，2012）． 

6



 

 

 具体的な温暖化政策については，排出量取引制度の試行，また特定の商品を対象とした

施策，例えばエコカー減税（環境性能に優れた自動車に対する自動車重量税・自動車取得

税の特例措置）などが挙げられ，現在では住宅における太陽光発電の導入支援なども進め

られている．排出量取引制度については，国際排出量取引から退出したが，東京都（東京

都排出量取引，2015）が 2010 年，埼玉県（埼玉県温暖化対策，2014）が 2011 年から国内排

出量取引を開始した．また，2011 年から開発途上国との二国間クレジット制度（JCM，2016）

を構築した．また，事業者・自治体レベルでの取組としては，「カーボン・オフセット」（新

宿地球温暖化対策，2010）制度がある．しかし，現在の排出量取引制度のほとんどが，産

業部門の CO2排出量のみを対象としたものであり，居住者活動が起因する環境負荷につい

ては対象とされていない． 

 以上を踏まえて，環境バランスの改善に向けた政策について，以下の課題を有する． 

1) 環境や消費に関連する統計データは多岐に渡っており，それらを単に羅列するだけで

は一般市民の行動をも促すような情報にはなりえない．データを整合的に「統合」し，

かつわかりやすく「可視化」することが求められる． 

2) 持続可能な開発の目標を設定したが，それを達成するためのアプローチはまだ不明瞭

である．その目標の達成には実現が困難であり，根本的な技術革新や国土構造の変更

等が必要である； 

3) 地球温暖化対策の切り札として導入されている背景から，対象とされる環境負荷は

GHG のみに限定されているが，網羅的な環境負荷に関する政策が不十分である； 

4) 各主体が責任を持って目標の達成に向かう仕組みは不十分である．事業者や自治体レ

ベルなどで独自に取組む例はいくつか見られるが，特定な自治体を対象にするものし

かなく，地域間の連携を踏まえた環境負荷削減のための体系的な制度は確立されてい

ない． 

 

2-2 環境バランスを評価する指標 

2-2-1 人間活動を評価する指標 

 人間活動に伴う環境負荷を定量的に示す指標は，これまでに数多く提案されてきている．

「環境負荷の見える化」のための指標を計算するためのツールとしても用いられている指

標としては，「カーボンフットプリント」（CFP，2012）がよく使わられる．この指標の広義

には特定対象の CO2の排出量（他の温室効果ガスを含めた CO２換算量）を表し，狭義には

製品のライフサイクルを通した CO2 の排出量を表す．また，温室効果ガスだけではなく，

水利用に関する潜在的な環境影響を，原材料の栽培・生産，製造・加工，輸送・流通，消

費，廃棄・ リサイクルまでのライフサイクル全体で定量的に評価する手法（生産地ベース）

である「ウォーターフットプリント」（Chapagain，2004）や，これらを消費地ベースで計算

した「バーチャルウォーター」（Hoekstra，2003）も提案されている．この他，食糧の輸送

に伴い排出される二酸化炭素が，地球環境に与える負荷を表す「フード・マイレージ」（中

7



 

 

田哲也，2007）（木材の場合は，ウッド・マイレージ（ウッドマイルズ研究会，2015）など，

ライフサイクルの概念をベースにして，様々な対象物における環境負荷を定量的に把握す

る指標が数多く開発されている． 

 

2-2-2 環境受容量を評価する指標 

 環境が持つ容量に着目した研究は数多いが， も基本的なものとして，地球上における

土地利用の環境制約に着目して，「地球はどれだけの人間を養うことができるのか？」とい

った「環境許容量」がある（Penck, 1925）．この考え方に基づき，主に人間の食糧消費（栄

養）の観点から環境許容量の算定が古くから多くの研究が実施されてきており，Cohen ら

（Cohen et al., 1995）によってそれら既存研究に関する文献整理がなされている．また，再

生可能エネルギー資源の賦存量について，森林バイオマスをエネルギーとして利用する際

の自給ポテンシャルについて検討した研究がある（竹内，2013）．なお，「森林生態系サー

ビス」という形で捉え，民生業務部門活動における依存度を評価した（竹端ら，2012）研

究もある． 

 例えば，農業が可能な土地をすべて考慮して，地球全体での扶養可能人口の 高値とし

て 1,570 億人という結果がある（Clark, 1977）．一方，全世界の人がアメリカ人のライフスタ

イルで活動するなら，扶養可能人口は 10 億人という研究がある（Harris et al., 2001）．これ

らの研究により，計算の前提の設定方法によって結果は大きく異なっており，環境容量を

一つの真値として算出しようとすること自体は，そもそも困難な試みである．地域におけ

る環境容量を実際に地域に発生する環境負荷と合わせて議論しない限り，具体的な政策論

に発展する余地がないと考えられる． 

 

2-2-3 環境バランスを評価する指標  

 地域の扶養可能人口に着目した研究としては，持続可能人口と現在人口の比率を環境負

荷率にして，地域における環境負荷率とその要因について分析している（谷口ら，2002）

研究がある．また，環境に関する外部不経済を着眼点にした考え方がる．例えば，「グリー

ン GDP（環境調整済国内純生産）」という指標が開発されている（SNA, 2008）．この指標の

基本的な概念は「自然界の様々な要素を，何らかの基準で数値化し，価値ある資源として

計上する」というものであり，各国の GDP（国内総生産）から固定資本減耗額を差し引い

た NDP（国内純生産）を対象に，環境の経済的影響を表すものである．換言すれば，“環境

バランス”を同一の経済指標で定量的に把握できる．内閣府の経済社会総合研究所では，地

域における国民勘定と経済活動と環境負荷のハイブリッド型統合勘定（国民勘定推計，

2010）を開発している．しかし，グリーン GDP は複数の分野に対応しうる総合性の高い指

標であるが，貨幣評価手法に世界的に統一された基準がない，データの整備が不十分など

の問題点があることが指摘されている． 

また，「自然生態系の持つ自然資源供給量と廃棄物浄化量の再生産速度の限界量」として，

8



 

 

「環境収容力（Carrying Capacity）」という概念がある．Wackernagel と Rees（Wackernagel and 

Rees, 1996）は，「Appropriated Carrying Capacity（収奪された環境収容力）」という概念を提

起しており，この用語は，一般市民に受け入れられやすい用語として「エコロジカル・フ

ットプリント（以降 EF 指標）」という名称に変更している．EF 指標を用いて，「今までの

ような生活をすれば，地球（国・地域）何個分が必要であるか」と言う観点から，環境バ

ランスを評価できる．この指標については，セクション 2-2-4 で詳しく整理する． 

しかし，「地球何個分」と言う概念は，実際には利用されていない土地（荒地，耕作放棄

地など環境負荷を収容できない土地）をすべて環境受容量に計上しているため，「環境バラ

ンス」を正確に表現するとは言い難い．自然環境の容量を増やすための政策検討には，環

境負荷を受け入れるために実際に機能しうる土地面積だけを検討する必要がある． 

そこで本研究では，環境負荷の評価指標と，地球規模やある特定範囲の生産可能な土地・

水域面積（環境受容量：バイオキャパシティ）とのバランスを比較し，人間活動のオーバ

ーシュート（ある地域の環境収容力を越える成長で，破綻にいきつくこと（Wackernagel and 

Rees, 1996））を「環境バランス」として定義する．環境バランスのイメージ図を図 2-1 に示

す． 

 

2-2-4 EF 指標に関する研究 

 EF 指標は，1990 年代初頭に Wackernagel と Rees によって考案された（Wackernagel and 

Rees，1996）． EF 指標は環境負荷量に相当し，「ある一定の人口あるいは経済活動を維持す

るための資源消費量等を生産可能な土地面積に置き換えて表現した指標」(Wackernagel and 

Rees, 1996)と定義される．それに対応している環境受容量を表す指標として，バイオキャパ

シティ（BC 指標に）ついても同じ土地面積尺度で表現すれば，環境バランスはこの両者の

比を取ることで簡便に提示できることになる．EF 指標の構成要素としては，以下のカテゴ

リーが挙げられる． 

1) 生産能力阻害地（Built-up Land）：都市的な活動のために構造物などでふさがれた土地，

及び劣化した土地． 

2) エネルギー地（Carbon uptake Land）：化石エネルギー使用量がどれだけの土地面積に相

当しているのか表す．例えば，CO2排出量に対して固定・吸収に必要な森林面積などが該当

する． 

3) 農耕地（Cropland）：野菜・果物生産のための利用された農耕地． 

4) 牧草地（Grazing Land）：酪農，食肉，羊毛生産などのために利用される土地． 

5) 森林地（Forest）：森林産品の供給に関わる土地． 

6) 海洋淡水域（Fishing Ground）：漁業資源の消費のために必要となる海洋淡水域． 

これら要素から構成される EF 指標値と，地球規模やある特定範囲の生産可能な土地・水

域面積（環境受容量：バイオキャパシティ）とのバランスを比較することで，人間活動の

オーバーシュート（超過量）を定量的に示すことができる． 
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a) 指標の算出と改良 

 世界各国の EF については，WWF，Zoological Society of London (ZSL)，Global Footprint 

Network (GFN) による「生きる地球レポート」（WWF, 2014）は隔年ごとに示されているが，

近年の政策提案の観点から，より小さい地域レベルにおける EF の算出に議論の中心が移っ

てきている．さらに，地理条件だけではなく，年齢・性別・職業などによって消費行動が

近接するグループについての分析が行えば，政策に有用であるから，こうした関心が高ま

っていると指摘されている（中野ら，2007）． 

 EF の算出方法はコンポーネント法とコンパウンド法の２つがある（WSP Environmental 

and Natural Strategies，2003）． 

 コンポーネント法では，個別の財・サービスの消費量について，それらの生産から消費・

廃棄までのライフサイクル・アセスメント（Life Cycle Assessment）により必要となる EF を

求め，それをすべての財・サービスについて集計し，全体の EF を算出する．しかし，この

方法では財・サービスごとに正確に LAC を把握する必要があり，計算が難しい．なお，二

重計算の可能性もあことも指摘されている（中野ら，2007）． 

 一方，コンパウンド法は，地域全体の資源需要量を基に計算する方法である．資源需要

を直接見るので，個別の経済活動を把握する必要がなく，コンポーネント法に比べてデー

タを入手しやすいという利点がある．コンパウンド法の基本的な算出式としては，

Wackernagel らが考案した式(2.１)がある（Wackernagel et al., 2006）．耕作地や牧草地，森林

地などのカテゴリーに基づいて，国や地域全体での統計データから資源消費量を算出し，

それを各カテゴリーの資源消費ごとに必要な土地面積に換算して算出する方法である． 

 

 （2.1） 

 

EF：エコロジカル・フットプリント（ha） 

図 2-1 環境バランスのイメージ図 

EF  Pi  Ii Ei

PROii1
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 1
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i：各主要消費財 

CONi：生産物の地域内消費量（ton） 

PROi：単位面積当たりの生産量（ton/ha） 

POP：地域内人口（人） 

Pi：生産量（ton） 

Ii：輸入量（ton） 

Ei：輸出量（ton） 

 なお，EF 指標を用いた分析の一貫性の確保を目的として，2006 年には EF 指標に関わる

研究者・実務者らから構成される GFN において「ECOLOGICAL FOOTPRINT STANDARDS 

2006」（EFS，2006）が公表され，2009 年 9 月にはその改訂（EFS，2009）も行われている．  

 また，Kitzes ら（Kitzes et. al., 2009）によって，国家レベルにおける EF 指標の算出方法の

改良点についてまとめられるとともに，さらなる展開に向けたアプローチも提示されてい

る．WWF などの「Living Planet Report」（WWF, 2014）では，コンパウンド手法を用いて，

世界約 150 カ国の EF 指標値を算出している．さらに，特定の地域におけるアンケート調査

を基づいて，居住者に身近な集落スケールでの算出例もある（Poom et al., 2014）． 

 日本においては，2004 年に初めて都道府県の値を算出してから（谷口ら，2004），自治体

レベルでの EF 指標値の算出（清岡ら，2005）が実施されており，計算パッケージ（氏原ら，

2010）も公表されていた．  

 一方，産業連関表を利用して EF 指標値を算出する手法も提案されている．一つは，Bicknell

らが初めて提案している金額ベースの産業連関表を使った算出手法である，（Bicknell et al., 

1998）．その方法は消費金額に産業連関表と各部門別土地利用面積からもとめた土地投入係

数（ha/金額）を掛け合わせて求めることになる．その後，Ferng によって，Bicknell らの算

出方法における誤りが指摘され，修正が加えられている（Ferng, 2001）． 

 日本においても，その「正しい」算出方法を用いて，国際産業連関表あるいは，地域間

産業連関表から EF 指標値の算出が行われている（伊藤ら，2006，余川ら，2006；余川ら，

2008）．もう一つは，コンポーネント法の精緻化の過程で，物量ベースの産業連関表を利用

する算出方法である．その方法を用いて EU15 国の EF を分析した研究がある（Hubacek and 

Giljum, 2003）．また，特定の生産品などを対象とした研究も見られる．例えば，露地栽培と

温室水耕栽培におけるトマトの生産方法の違いによる EF 指標値の比較する研究（和田，

2003)や，イスラエルにおける穀物に対する LCA を，EF 指標を用いて分析した研究（Kissinger 

et al., 2010）なども行われている． 

また，Bicknell らと Ferng （Bicknell et al., 1998; Ferng, 2001）の算出方法は，Wackernagel

ら（Wackernagel et al., 2006）の方法とは，生産性評価の方法が異なっている．Wackernagel

らの EF では生産阻害地として分類されるような土地について，穀物生産などを行った場合

の生産性でその土地を評価している．それに対して，Bicknell らの方法では実際に生産され

る財の土地生産性で評価している． 
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 なお，地域の EF を算出する場合，データの入手が可能であれば，国レベルの EF 算出と

大きく変わらない．例えば，Bicknell ら（Bicknell et al., 1998）の方法を踏まえて，国レベル

の産業連関表を 16 地域産業連関表に割り振り，相互の関係性を維持したまま，直接地域 EF

の算出を行っている（McDonald and Patterson, 2004）研究がある．しかし，データの性質な

どにより，このように国レベルの算出は常に分析できるとは限らない．  

 以上を踏まえて，EF 指標の算出について，算出の精度やデータの入手しやすさの観点で

は，一般的に公表された実際の消費量のデータを使用することが望ましい．政策スケール

が小さいほど，公表データが少なくなることは現状である．なお，産業連関表を作成する

にあたり，物価の変動などによって結果が大きく変化するため，環境をお金に換算するこ

と自体は問題になる．また，地域間比較や時系列分析の点で，整合的なデータが必ずある

わけではないといった課題がある． 

  

b) 国・政府における活用事例 

 EF 指標の活用事例は世界各地で見られるが，特に英国において積極的に実施されている．

例えば，ロンドン（GLA , 2003; BFF, 2002）では，市長を中心として積極的に展開されてい

る「City Limits」のプロジェクトの中で，地域の有限性を定量的に示す指標として EF 指標

が活用されている．また，ロンドン近郊のベディントンでは，持続可能な生活を実証する

ため，「BedZED（ベディントン・ゼロ（化石）エネルギー開発）」プロジェクト（Desai, 2004）

が進められているが，このプロジェクトにおいても，環境評価のために EF 指標値が用いら

れている．その他，英国以外でもアメリカのカリフォルニア州ソノマ郡においても，持続

可能な地域づくり（Sustainable Sonoma County）(SCWC, 2015)を推進する上での評価指標と

して EF 指標が導入されている．近年，ウェールズ（SEI, 2008），ニュージーランド（Lawton 

et al., 2013）などでは持続可能性に対する人々の認識を向上させるために，EF を用いて地域

レベルでシナリオ作成を行っている．以上のように，EF 指標を持続可能性の一指標として

用いるケースが多い．  

 日本においては，国土交通省の「国土のモニタリング」（MNLC, 2006）の HP の中で EF

指標が紹介された．また環境省による「第三次環境基本計画」（環境省，2006）において，

その進捗状況を把握するための環境指標としても挙がっている．さらに，省庁のみならず

岡山県津山市がはじめに地方自治体レベルのマスタープランで EF 指標の算出・紹介がされ

ている（津山市都市マスタープラン，2008）．その後，環境基本計画での紹介（佐野市環

境基本計画，2009）や，WWF・GFN と共同で取組んだ試行的な算定を行った自治体（WWF

ジャパン，2016）もある．  

 以上を踏まえて，国際的には EF 指標を持続可能性評価指標として活用され，実際のプロ

ジェクト評価と居住者コミュニーケーションなどに広く使われている．しかし，日本では

国・自治体の動きが始まっていたが，指標の算出と紹介することが多い，本質的な適用に

はまだ至っていない． 
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c) 環境改善可能性に関する研究 

 EF 指標の開発当時は，人間活動によるオーバーシュートや資源の不均衡配分などの問題

を定量的に把握できるため，その算出自体に大きな意義があった（Duro，2013）．近年では，

それら問題を実際にどのように解決していくべきなのかという問題意識に立ち，EF 指標を

用いた環境改善可能性に関する研究が多くされてきている． 

 例えば，都市基盤整備の差異や自家用車利用の増加が EF 指標値に及ぼす影響を明らかに

している（Barrett，2001）．ロンドン東側に位置するテームズ・ゲートウェイにおいて，環

境共生型の住宅地域を建設する際には，住宅タイプや現状のライフスタイルを見直すこと

による環境負荷削減量を，EF 指標を用いて算出している（Jamesraet al., 2003)．バルセロナ

を対象にして，大都市圏を構成する各自治体の通勤者の EF 指標値を算出し，その決定要因

を人口密度やアクセシビリティなどに着目して明らかにしている（Muñiz，2005)．イングラ

ンドの南西部を対象として，家庭での消費エネルギーや，現状の交通手段から環境負荷の

低い交通手段へとモーダルシフトさせた場合のシナリオを設定して，それぞれのシナリオ

における EF 指標値を算出している Chambers et al., 2005)．ノッティンガムシャーを対象と

して，車利用抑制のためのソフト施策の実施における環境負荷削減効果を，EF 指標を用い

て算出している（Birchet al., 2005）．また近年では，社会状況の変化にあわせて，技術革新

による燃費効率の改善及び，バイオ燃料が普及した場合の EF 指標値の算出も行われている

（Muniz et al., 2013; Brown et al., 2008）．以上のように，特定地区における新規開発，都市構

造と交通手段選択との関連性，ライフスタイル改善や技術革新がもたらす環境負荷の削減

効果を，EF 指標値を用いて明らかにする研究が見られる． 

 日本においては，岡山県南都市圏を対象として，持続可能な土地利用政策を，EF 指標を

用いて検討した（清岡ら，2005）．さらに，近年着目されている環境負荷のキャップ&トレ

ード制度の提案を行い，その制度の実現による環境服削減効果を検討した（氏原ら，2008）．  

 しかし，既往の研究では技術革新や制度実施などの分析を行ったが，それらの行動の主

体である居住者の意識については考慮していない．そのため，持続可能社会の実現へ向け

て，各取組の実際の実行効果を評価することは困難である． 

 

2-3 環境意識に関する研究 

 居住者の意識を考慮した環境改善可能性を検討するため，その意識に影響する要因に関

する研究のレビューを行う． 

 居住者の環境に対する意識に関して，まず，資源リサイクル行動を対象とし，環境活動

に参加する際に，実践すれば環境によい影響があると認識していても自発的な行動に結び

つけることが困難であることを指摘された（野波ら，1997）．また，節水･リサイクルなど

の行動を規定する心理的要因について分析を行い，費用便益などが環境配慮行動の主要因

であると結論づけられている（広瀬ら，2008）．つまり，個人は環境配慮が必要だと認識し
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ても実際的な行動が伴わない，ということである． 

 居住者の環境配慮行動の規定要因を探る研究は，関心や態度と環境配慮行動に関する研

究から始まり，認知心理学における行動決定の理論や社会的行動研究などを発展させなが

ら多様な心理的要因を因子として取り入れる研究も見られてきた．人間関係などの社会資

本と環境配慮行動との関係を分析し，高齢者の環境配慮度が高いこと，施策などが環境配

慮度に影響を与えていることが指摘されている（白井ら，2011）．また，自治体規模での環

境配慮行動の社会・個人・心理的要因について分析を行った結果，社会的要因より，個人

属性・世帯属性などの方が環境配慮行動に大きな影響を及ぼすことが示された（青木ら，

2012）． 

 また，家庭住宅エネルギー消費に関する研究も行われている．岩手県と鹿児島県で実施

されたアンケートから，気候は冬期のガスや電力使用の地域差の決定要因ではなく，世帯

人数や高齢者・乳幼児の有無といった世帯属性が決定要因となっていることが指摘された

（中口ら，2003）．いずれの研究においても，個人・世帯属性が環境に関連する行動の主要

因であることが指摘されている． 

 

2-4 本研究の特長 

 以上のような関連研究やその動向をふまえて，本研究では以下のような位置づけを有す

る． 

1) 過去から将来，個人から広域まで，様々な時間・空間スケールで環境バランスを網羅

的に評価できる仕組みを構築し，各主体の連携を考慮した環境改善政策を検討する．

これら異なる圏域スケールにあわせてEF指標の構築と，空間軸・時間軸の組み合わせ

を検討することによって，国土全体での環境バランス改善に資する方法論を始めて明

確にする，新規性と有用性を備える． 

2) 数値による可視化から一歩進め，EFとBCを統合した環境バランス関係に基づき，EF・

BC・環境バランスの三者の変化状況を簡便に表す表現手法「メテオグラム」を提案す

る．検討対象とした地域の動向が流星(meteor)のように流れる図となり，長期的な環境

バランスの変化と傾向性を把握することができる．そのような簡便な表現により，住

民が自分の活動を見直すうえで も直観的で，かつ活用可能な有用性の高い仕組みの

提案が可能となる． 

3) 自治体圏域のあり方を環境バランスという視点から問い直す新規性に富んだ試みであ

る．このような価値観に基づく検討は現時点ではまだその重要性も社会的に十分認識

されていない．しかし，今後発生しうる資源の枯渇やエネルギー価格の高騰を想定す

れば，事前に検討しておくことが必要な取組であるといえる． 

4) 環境改善政策の効果について，アンケート調査に基づき，その潜在的な改善可能性を

分析する．これによって各取組の実行効果をより正確に把握することができ，環境政

策に参考できる有用性を有する．なお，その分析は基礎的な統計データからその構成
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員の属性を把握しており，個人属性に基づきグループを分類し，グループ間の行動の

差について検討を行っている．これにより，全国各地においては同様の議論が可能と

なり，高い汎用性を有する． 

5) EF指標とBC指標の算出については，国や地域で整備された一般的な統計情報を 大限

活用することで，詳細な検討を可能としながら，様々な地域への適用も可能なツール

を目指す．精度と適用性の両面を配慮した開発を行う． 
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3 環境バランス評価の方法 

 

1 章の背景で記述したように，持続可能性を向上するため，各地域における環境バランス

の現状を定量的に把握する必要がある．その定量化について，2 章で環境バランスを評価す

る指標を整理した．環境負荷量の評価指標と，環境受容量の評価指標とのバランスを比較

し，人間活動のオーバーシュートを「環境バランス」として定義した．また，エコロジカ

ル・フットプリント指標（EF 指標）とバイオキャパシティ指標（BC 指標）は網羅的に環

境負荷を土地面積に換算することができ，本研究における「環境バランス」の評価ツール

として適切であることを論じた．そこで，本章では，空間・時間軸におけるデータの整備

を合わせて検討する上，EF 指標と BC 指標を用いて環境バランス評価ツールを構築するこ

とを目的にする． 

 

3-1 研究内容 

節 3-2 では EF 指標，BC 指標とその両指標を比較する環境負荷超過率の定義を行う．セ

クション 2-2-4 で記述したコンパウンド法（Wackernagel et al.，2006）の基本的な算出式を

ベースにして，本研究における EF 指標を算出するための方法論と特長を論じる． 

また，セクション 2-2-4 から，EF の算出方法は算出する側の意図によって異なる場合が

多く，また算出対象となる消費財も様々であることが分かる．空間軸から見ると，膨大か

つ詳細なデータ整備が必要であり，地域レベルでの算出を行う場合においては，その地域

における既存のデータ整備の状況などに大きく依存する．時間軸から見ると，先行研究で

は，「単一時点」の検討に留まっており，EF 指標値の長期的な変化に言及した研究は国レベ

ルの極めて粗い検討しかなされていないのが実情である． 

そこで，節 3-2 では，時間軸と空間軸における EF 指標算出の課題を整理し，各章の EF

指標の評価対象を明らかにする．なお，日本における国土全体のようなマクロスケールか

ら，各都道府県内・間，また集落のようなミクロスケールまだ，EF 指標の改善・改良を行

う．また，長期的な視点で，都道府県の範囲内で環境バランスの変遷と達成状況を評価す

る仕組みを構築する．セクション 3-3-1 とセクション 3-2-2 では自治体と集落スケール，セ

クション 3-3-3 では長期的な EF 指標の算出方法を説明する． 

さらに，本研究では，EF 指標を算出する際に，除外した項目があるため，その理由と除

外対象を節 3-4 で記述する． 

 

3-2 指標の概要 

3-2-1 EF 指標 

前述したように，EF指標の算出方法は算出する側の意図によって異なる場合が多く，ま

た，算出対象となる消費財も様々である．その一方で，これら算出方法に共通する考え方
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としては，Wackernagelら(Wackernagel and Rees, 1996)が提案した式(2.1)で説明できる．これ

は人間活動における各種消費財に対して，その消費財の生産性を土地面積ベースにて除す

ることにより，EF指標値を算出する方法である．つまり，EF指標を考える上での も基本

的な概念を説明していることになる．本章でも，この概念をベースとしてEF指標値の算出

を試みている．本研究におけるEF指標及び環境バランス評価のための方法論の概要を以下

に示す． 

1) EF指標値の構成要素はセクション2-2-4で記述した6つカテゴリー（Wackernagel and Rees, 

1996）がある．「海洋淡水域（Fishing Ground）」要素については，地上の土地を対象と

した都市・地域計画の範囲を越える要素であるため，本研究では対象外としている．  

2) 谷口ら(谷口，2003)は，各消費財の輸出・入を区分した概念を提示しているが，本研究

では，これらについて特に区分しない．つまり，環境負荷の帰着先（どこでCO2が吸収

され，食糧が生産されるのか等）については特定せず，地域内で発生する環境負荷量

（EF指標）と比較して，それらを受け入れることのできる地域内の環境受容量（BC指

標）がどの程度存在するのかという視点から環境バランスを評価する． 

3) 各構成要素の土地生産性の差異を考慮した世界共通の「等価係数(Equivalence Factor)」

を EF 指標の算出の際に用いて，「グローバル・ヘクタール(gha)」（Wackernagel and Rees, 

1996）として表現する手法がある．これは，地球上に存在する生産性を有する土地と

水域の平均的生産性を有する仮想的な土地１ヘクタールであるため，EF 指標値の国際

間比較のようなマクロスケールでの分析には有用な手法である．しかし，本研究では，

対象とする地域の EF 指標とその場所が持つ実際の BC 指標を比較することに意義があ

ると考えており，今回のようなローカルスケールでの分析に対して，「等価係数」及び

「グローバル・ヘクタール」の考えは採用していない． 

 

 以上なことを踏まえて，本研究における EF 指標の構成要素は以下に示す．各要素の詳細

な説明は節 3-3 で記述する． 

1) 耕作地フットプリント：食料，動物飼料，衣料の為の作物生産に必要となる耕作地 

2) 牧草地フットプリント：食肉，牛乳，毛糸の為の動物に必要となる牧草地 

3) 紙フットプリント：製紙材料を採取するための森林地 

4) 都市フットプリント：都市的な活動を提供するために必要な土地 

5) エネルギーフットプリント：居住者の活動から排出された二酸化炭素を吸収するため

に必要な森林地(民生家庭，民生交通，輸送) 

① 民生家庭：家計が住宅内で消費したエネルギー 

② 民生交通：家計が住宅・工場・事業所の外部で自家用車に消費したエネルギー 

③ 輸送：食料，衣料などを海外から輸送するために消費したエネルギー 
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3-2-2 研究における EF 指標値の除外対象とその理由 

 本研究では，各スケールにおける居住者活動に伴った，直接的に消費されるEF指標を対

象としている．そのため，産業・業務系活動などの他地域の都市活動が関連する部分につ

いて対象としない． 

その他，居住者消費に関する環境負荷に対しても除外対象となっている項目がいくつか

存在する．それら除外対象を以下に示す． 

1) 廃棄物を吸収するための土地面積 

2) 家具製品や衣服，タバコなどの消費財（製紙は除く）に関わる消費 

3) 居住者の住居建設に関わる木材消費 

4) 魚介類に関わる消費 

5) 水に関わる消費 

理由は：1)については，土壌や水，大気の汚染などこれらの項目は計上すべきだが，本研

究では も影響が大きい二酸化炭素だけを考慮する．2)，3)については，（産業・業務部門

を除いた）居住者消費からの EF 指標値の算出が容易ではなく，計算の信頼性を確保するた

めに，本研究では除外対象として扱っている．これらの項目は，地域計画の視点からみた

場合，直接的に関連する項目ではないが，EF 指標値に換算した場合に無視できない数値で

あると考えられる．このため，これら各項目における EF 分析の研究や関連データの蓄積を

経て，考慮していくことが望ましい．4)，5)の項目については，水域として EF 指標値に計

上する方法もあるが，地表上を対象とした地域計画への応用という観点から，除外対象と

している． 

 

3-2-3 BC 指標 

既往研究（Wackernagel and Rees, 1996）では，地球（地域）全体の土地面積を環境の持つ

容量として，「地球何個分」と言う概念を提起した．しかし，セクション2-2-4で記述したよ

うに，この概念では荒地，耕作放棄地など環境負荷を収容できない土地を含まれていた．

その課題を解決するため，本分析におけるBCは，EF指標の各構成要受け入れるための土地

利用面積 (例えば，対象地域の食料消費に伴って必要となる農用地を，その対象地域内でど

れだけ準備できているか等) と定義する．つまり，セクション3-1-1の各構成要素に対応す

る形で，それぞれのスケール内に存在する環境受容量を定量的に示すこととする．BC指標

の基本式は式 (3.1) のように定義される.  

この部分に用いるデータは，農林業センサスと林業統計各土地利用面積を採用した．ま

た，EF の構成要素 4)（都市フットプリント）に対しても，都市活動を受容される土地とし

て環境受容量にも含めて算出した． 

 

              (3.1) 

 

BC  bcfm  bcf  bcg  bcb
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BC ：環境受容量 (ha) 

bcfm：耕作地 (farmland) の面積 (ha) 

bcf：森林地 (forestland) の面積 (ha) 

bcg：牧草地 (glassland) の面積 (ha) 

bcb：都市利用の土地の面積 (ha) 

 

3-2-4 環境負荷超過率 

 本研究では環境負荷超過率を，「対象とする地域の環境受容量に対して，その地域に住ん

でいる居住者から発生する環境負荷量が，どの程度超過 (オーバーシュート) しているのか，

それら環境受容量と環境負荷量とのバランスを示す定量的な指標」（氏原ら，2008）と定義

した．つまり，その指標値が1.0以下の地区は，他地域における環境負荷を自集落内での土

地利用において負担 (吸収) しているとも言える．また，地域の環境負荷超過率は，その地

域に住んでいる居住者が自分の地域の何個分を使っていることを表しているため，地域の

コミュニケーションツールや，居住者の自己診断として，高い利便性を有する． 

 環境負荷超過率 (r) の算出式を式(3.2)に示す． 

                 r  EF

BC
                                   (3.2) 

 

3-3 各スケールにおける EF 指標の算出 

 

既往研究では，国家から個人スケールまで，多様な主体において，EF 指標の導入が検討

されている．また，国レベルにおいては，長期的な算出もある．本章では日本における統

計データの整備によって，様々な空間と時間の組み合わせについて検討を行う．  

一方，自治体，都道府県スケールでの算出方法は既に存在している（谷口ら，2004; 氏原

ら，2010）．目的に応じて自由に集計単位を設定したら，様々なスケールで計算できる．し

かし，なお，同じ自治体に住んでいても，都心部と郊外部の居住者のライフスタイルが同

じではない．そのようなライフスタイルの差を把握するため，自治体より小さいスケール

（集落スケール）での検討が必要である．そのため，空間軸では，一番小さい政策スケー

ルである集落から，自治体，都道府県までの EF 指標の改善・改良などをセクション 3-3-1

～3-3-4 に記述する． 

時間軸に関しては，長期的な変化に言及した研究は国レベルの極めて粗い検討しかなさ

れていない（Wackernagel et al., 2004）．それは，地域レベルでの算出を行う場合に，その地

域における既存のデータ整備の状況などに大きく依存するからである．日本でも，そのよ

うな課題が存在しているため，データの許す限度内で過去にまで遡って，都道府県スケー

ルの検討を行う．都道府県スケールにおける長期的 EF 指標の算出方法をセクション 3-3-4

に説明する． 
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各章の目的に応じて環境バランスの評価対象を表 3-1 に示している．なお，本章で使用し

たデータは付録１を参照している． 

 

3-3-1 自治体スケールにおける EF 指標 

自治体スケールの算出は氏原らによって開発されたUjihara taniguchi Model 2010.3 (以下UT

モデル)（氏原ら，2010）に基ついて実施する．EF指標は土地利用計画などを策定する際に

重要な関連性のある下記の各要素より構成されている．以下のように示す．このツールに

関する算出根拠などの詳細部分に関しては，本論文の付録13部分を参照する． 

1) 耕作地フットプリント（farmland） 

 食料，動物飼料について，「国民栄養の現状」をもとに得た年齢階層別，品目別の消費量

に，年齢階層別の人口を乗ずることにより，自治体内での食料消費量を算出している．そ

して，食料消費量をそれぞれの品目の土地生産性で除することにより，食料，動物飼料の

生産に必要な耕作地の面積を算出している． 

 衣料は式（3.3.3）に示すように，綿花と毛糸から生産されるもののみを指しており，化

学繊維は含んでいない． 

            （3.3.1） 

 

 

（3.3.2） 

 

 

（3.3.3） 

 

 

：食料，動物飼料，衣料のための作物生産に必要となる耕作地面積（ha） 

：食料，動物飼料のための作物生産に必要となる耕作地面積（ha） 

表 3-1 各章における環境バランスの評価対象と目的 

章 空間スケール 時間スケール 目的

4章 都道府県、国全体 過去 環境バランスの長期的動向

5章 自治体、自治体間 現在
自治体にインセンティブを与える環境制度の
提案

6章 集落（町丁目） 現在 集落スケールの環境評価ツールの構築

7章 集落（町丁目） 近い将来 個人意識を考慮した集落の環境改善可能性

8章 自治体、自治体間 近い将来 個人意識を考慮した自治体の環境改善可能性

9章 都道府県、国全体 将来 将来の環境バランスの予測
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：衣料のための作物生産に必要となる耕作地面積（ha） 

Fj
k：地区kにおける品目jの総消費量（ton） 

P：日本の人口（人） 

pn
k：地区kにおける年齢階層nの人口（人） 

pk：自治体 k における人口（人） 

fpj：年齢階層nにおける品目jの1人あたりの消費量（ton/人） 

Yj：品目jにおける土地生産性（ton/ha） 

Cc：綿糸の家庭内消費量（ton） 

Wm：輸入先別 m 綿花輸入量割合（%） 

Ym：輸入先別 m 綿花土地生産性（ton/ha） 

Cu：毛糸の家庭内消費量（ton） 

A：羊 1 頭を育てるために必要な大麦の量（ton） 

K：羊 1 頭から採取できる羊毛の量（ton） 

Yb：大麦の土地生産性（ton/ha） 

 

2) 牧草地フットプリント（Grazing land） 

食肉，牛乳料の生産に必要な耕作地と同様に算出するが，土地生産性は牧草の土地生産

性を用いる．毛糸を生産するための羊に関しては，中央畜産会の資料より成羊 10 頭当たり 

0.5ha の牧草地面積が必要であるとして計算している． 

 

（3.3.4） 

 

：食肉，牛乳，毛糸のための動物に必要となる牧草地（ha） 

食肉，牛乳のための動物に必要となる牧草地（ha） 

のための動物に必要となる牧草地（ha） 

 

3) 紙フットプリント（Forest land for paper） 

製紙材料の家庭内消費量は，パルプ材の供給量に家計消費の割合を乗じることにより算

出している 

 

（3.3.5） 

：製紙材料を採取するための森林地（ha） 

wm：輸入先別 m パルプ・チップ需要量(日本) （m3） 

βm：輸入先別 m 森林蓄積成長量 (m3／ha) 

rf：家計消費割合(%) 
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4) 都市フットプリント（Urban land） 

 都市的な活動を提供するために必要な土地とは，建物建設や道路整備のために使用され，

その他の土地利用（耕作地や森林地など）が行えなくなった面積を指している．  

 

（3.3.6） 

 

：都市的な活動を提供するために必要な土地（ha） 

bsk：地区 k の土地利用 i の都市面積（ha） 

s：都市計画基礎調査による 13 区分（住宅用地・商業用地・工業用地・運輸施設用地・

公共用地・文教厚生用地・公共空地・公園・防衛用地・道路用地・鉄道用地・駐車場用

地とその他の空地） 

 

5) エネルギーフットプリント（Forest land for energy） 

 エネルギーフットプリントは UT モデルを参考して，民生家庭部門と民生交通部門がある．

その二つの消費は家計調査をベースにして算出している．一方，構成要素の 1）〜3）にお

ける消費品を輸送するために，二酸化炭素も排出されている．本研究はその輸送部門も含

めて算出を行う． 

a) 民生家庭：家計が住宅内で消費したエネルギー 

  

                            （3.3.7） 

       （3.3.8） 

 

c：二酸化炭素係数（t-CO2/MJ） 

Hlm
k：自治体 k の住宅の建て方 l（戸建・集合住宅），世帯人員 m の世帯数（世帯） 

Elm：自治体 k が属する地域における建て方 l，世帯人員 m の 1 世帯当たりの電力・灯

油・都市ガス（または LPG）エネルギー消費量（MJ） 

：森林の二酸化炭素吸収効率（t-CO2/ha） 

 

b) 民生交通：家計が住宅・工場・事業所の外部で自家用車に消費したエネルギー 

（3.3.9） 

 

（3.3.10） 

 

Bo
k：自治体 k における単身世帯のガソリン購入量（ℓ） 

Bn
k：自治体 k における複数世帯のガソリン購入量（ℓ） 
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Ko
k：自治体 k の単身世帯数（戸） 

Kn
k：自治体 k の複数人世帯数（戸） 

rg：ガソリン燃焼に伴う二酸化炭素排出原単位（t-CO2/ℓ） 

Bd：ディーゼル車を考慮した際の上乗せ分 

 

c) 輸送：食料，衣料などを海外から輸送するために消費したエネルギー 

 運輸部門については，国内での貨物輸送における発生した CO2 排出量の算出が容易では

なく，信頼性の高い正確な数値を把握できないため，本研究では海外と国内の間における

発生した CO2 排出量のみを計算の対象とする．海外における貨物輸送の CO2 排出量は従来

のトンキロ法に基づき，輸送距離と輸送量を CO2 排出原単位で乗じることによって算出す

る．輸入国に関しては，貿易統計により輸入量１～5 位及び全体輸入量 5%以上を占めてい

る国を輸入先と仮定する．貨物の輸送量については，財務省貿易統計（H23）に基づいてい

る．輸入対象とする品目に関しては，食品は農林水産省の「H23 年食料需給表」により，

総消費量の 50％以上を占めた品目を対象にする．飼料に関しては，農林水産省の「H25 年

飼料をめぐる情勢」に基づいている．そのほかの対象品目としては，木材と紡織用繊維が

ある．輸送距離については，航空マイレージと海運距離に基づいていて，輸出国の代表的

な一つの港・空港から輸入国における一番貿易が頻繁な港・空港まで， 短の経路と仮定

する． 

 c)k(CO
k
T LkWUEF

2
           （3.3.11） 

)k(CO 2
U ：交通手段 k の CO2排出原単位（g-CO2/(ton・km)） 

L ：輸送距離（km） 

 

3-3-2 集落スケールでの EF 指標 

先述のように，本研究では集落スケールに適用できるため，EF指標の改良を行う．構成

要素の1）～4）は主にUTモデルを参考にして算出しているが，集落スケールに応じた改良

点を以下に示す． 

 

1) 耕作地フットプリント 

 居住する集落に関係なく，野菜や米などにおける 1 人当たりの消費量を同じと仮定した

上で，各都道府県の各作物消費量を作物ごとの土地生産性で除したものである．本研究で

は「国勢調査・小地域統計」を用いて，集落毎の年齢階層の違いによる食糧消費の特徴を

明らかにした． 

 

2) 牧草地フットプリント 

 1）と同様に居住者の年齢階層別の牛肉及び牛乳消費量に基づいて，それに必要となる牧
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草地を算出している． 

 

3) 紙フットプリント 

 全国の製紙材料を採取するための森林面積を算出し，さらにその数値に家計消費割合を

乗じることによって，居住者消費に伴う EF 指標値を求めた．輸入先 m は温帯（国内含む），

熱帯，寒帯となる． 

 

4) 都市フットプリント 

 「つくば市都市計画基礎調査」を用いて，都市的の土地利用面積を都市フットプリント

として計上した．都市的の土地利用は住宅用地・商業用地・工業用地・運輸施設用地・公

共用地・文教厚生用地・公共空地・公園・防衛用地・道路用地・鉄道用地・駐車場用地と

その他の空地を含まれている 

 

5) エネルギーフットプリント 

 EF 指標値の中でも一般的に構成割合の も多くなる構成要素5）については，より精度

の高い検討を可能とするため，民生家庭部門，民生交通部門と運輸部門に分類している．

これらの算出に関しては，既存のUTモデルでは，対象課題の有する特性を十分に反映した

検討が不可能である．そこで5）に関しては，下記のような改良を加えている．  

a) 民生家庭部門 

 家庭部門のエネルギーフットプリントの算出方法は式（3.3.12）に示す．まず，住宅によ

って排出されたCO2の特徴を明らかにするため，環境省・経済産業省が「京都議定書の削減

約束達成に向けた「国民行動の目安」」の中で発表した関東地方の世帯あたりのエネルギー

消費量(住宅の種類，世帯人員別)の数値，また，H23国勢調査・小地域調査の住宅別人口と

世帯別人口を用いて，住宅建方別・世帯人員別1世帯当たりCO2排出量を算出した．そして，

二酸化炭素吸収効率でその値を除して，住宅建て方別世帯数と掛け合わせることで，家庭

エネルギーEFを算出した．二酸化炭素吸収効率は，EF 指標の開発者であるWackernagel や

WWF，国土交通省が用いた数値（世界の26の主な森林生物群を加重平均した求めた値）を

採用する． 

EFh
s 

Px
sC x

sPy
sCy

s

y1

4


x1

2

          （3.3.12） 

 

Cx
s：集落sの住宅の建て方xの二酸化炭素排出量(ton) 

Cy
s ：集落sの世帯人員 yの二酸化炭素排出量 (ton)  

Px
s：集落sにおける住宅建て方x別人数（人） 

Py
s：集落sにおける世帯人員yの世帯数（世帯数） 
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b) 民生交通部門 

 民生交通に関してはH22家計調査による世帯人員別1世帯当たりの年間ガソリン購入量と

H21東京都市圏パーソントリップ調査によるゾーン別の平均自動車利用時間を用いて算出

している．算出方法を式（3.3.13）に示す． 

 まず，集落が所属しているゾーンを確認して，単身世帯と二人以上世帯の違いを踏まえ，

ゾーン別の自動車利用率を考慮した年間ガソリン購入量を算出する．次に，ガソリン購入

量に世帯人員別世帯数と二酸化炭素排出係数を掛けて，集落年間自動車利用によるCO2排出

量を算出した．さらに二酸化炭素吸収率でCO2排出量を除することで，世帯人員による消費

電力量の違いまでを考慮した交通エネルギーEFを算出した． 

EFt
s 

Py
sCsrc (t / T )

          （3.3.13） 

Cs：集落 s におけるガソリン消費量(CC/人) 

t：ゾーン別の平均自動車利用時間 

T：全集落平均自動車利用時間 

 

c) 運輸部門 

 運輸部門のエネルギーフットプリントの算出方法は式（3.3.11）と同様である 

 

3-3-3 都道府県スケールでの長期的 EF 指標 

先述のように，時間軸に関して，本研究はデータの許す限度内で過去にまで遡って，都

道府県スケールにおける長期的な環境バランスを算出する． 

本節は 1970 年から 10 年毎の EF 指標値の算出方法を構築する．EF の計算の手順として

は，まず，構成要素 1)〜4)については，UT モデル（氏原ら，2010）に基づき算出する．要

素 4)の都市的な活動のための土地面積は「日本の統計」から算出する． 

要素 5)の民生部門と家庭部門については，「総合エネルギー統計」のデータを使用し，家

庭で消費した年間の電力・ガス・灯油・ガソリンの量を把握して，それを吸収するための

森林面積を算出する．輸送部門は海外と国内の間の貨物輸送によって発生した CO2 排出量

を計算の対象にし，具体的な輸送量を貿易調査 11)から把握する．要素 5)の算出式は式(3.3.14)

～(3.3.16)に示す． 

s

e
k
ek

n
k

h r

rE
pEF


                (3.3.14) 

Ee
k：都道府県 k のエネルギーe の年間消費量(kWh/人) 

re：エネルギーe の調整後排出係数(ton-CO2/kWh) 
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rs：森林の二酸化炭素効率(ton-CO2/ha) 

s：3 区分(電気・ガス・灯油) 

s

g
k
ek

n
k

t r

rE
pEF


                (3.3.15) 

rg：ガソリンの調整後排出係数(ton-CO2/CC) 

 



 LUW

rp

rp
EF kco

s

g
k
nk

T )(2           (3.3.16) 

W：輸送量（ton） 

Uco2(k)：交通手段 k の CO2排出原単位（g-CO2/ton・km） 

L：輸送距離（km） 

 

 また，データ収集が困難な項目がある．構成要素 1)と 2)の衣料・毛系については，2010

年の値を算出して，その以前のは家計調査の被服費により推計する．構成要素 4)は 2010 年

のデータを使用する．構成要素 5)について，「総合エネルギー統計」は 1990 年からしか存

在していない．1990 年以前は「エネルギーバランス表」の全国消費量と，1990 年における

「総合エネルギー統計」の地方別一人当たり消費量に基づいて推計する． 

 なお，輸送部門に関しては，3-3-1 節の自治体スケールでの算出と同じに，国外輸送を対

象にしている．国内における都道府県間の輸送に関しては，卸売業の流通データに基つい

た研究がある（白木ら，2006；吉川ら，2006）．しかし，それらの算出については，地方ス

ケール（全国に 9 地方）の出荷量を人口で按分する，輸送手段と輸送距離を仮説で推計す

ることによって，信頼性の高い正確な数値を把握できない．一方，それらの研究により，

地域内自給率が高ければ輸送 CO2排出量が低くなる傾向があることを示された． 
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4 環境バランスの長期的動向とその可視化 

 

3章では，環境バランスの改善に向けて，各主体（対象レベル）に対応できる様々な環境

負荷を網羅的に捉える評価ツールを構築した．そこで，本章では，3章で構築した長期的EF

指標の算出方法を用いて，日本における環境バランスの変化を定量的に評価することを目

的にする． 

 

4-1 本章の研究内容 

地域での政策検討につなげるために，日本におけるすべての都道府県の環境や消費に関

する情報を網羅的に把握する必要がある．そのため，本章では，データの許す限度内で過

去にまで遡って検討を行い，日本全体及び都道府県の範囲内で環境バランスの変遷と達成

状況を評価する． 

過去の変遷については，1970年から10年毎の5時点における環境バランスを評価する．日

本では，高度経済成長期における経済問題に伴う環境問題が深刻して以降．1972年には国

連人間環境会議5)において地球規模での環境問題への取組みに主眼が置かれるようになっ

た．その後，1992年には環境と開発に関する環境サミット1)が開催され，「アジェンダ 21」

等が採択されるに至っている2)．1970年代から，ライフスタイルの変化と共に，環境問題へ

の対策も積極的に実施されている． 

また，長期的検討が可能なデータは限られている．戦前には主要な統計データが存在せ

ず，1960年代には集計方法・項目を改訂されたデータが沢山ある．以上より，1970年以降

のデータを用いた環境バランスの可視化は，環境問題を理解する上で適切であると判断で

きる． 

また，環境や消費に関連する統計データは多岐に渡っており，それらを単に羅列するだ

けでは一般市民の行動をも促すような情報にはなりえない．このような問題を解決するた

めに，データを「統合」し，かつわかりやすく「可視化」することが求められる．本章で

は，EFとBC両者を統合した環境バランスの観点に基づき，メテオグラムと言う可視化手法

を提案する．この可視化図は，数値による可視化から一歩進め，EFとBCを統合した環境バ

ランス関係に基づき，EF・BC・環境バランスの三者の変化状況を簡便に表す表現手法であ

る．なお，検討対象とした地域の動向が流星(meteor)のように流れる図となるため，便宜上

「メテオグラム」と命名する． 

 本研究では，3章の分析ツールを用いて日本各都道府県の環境バランスの長期的変化を明

らかにする．全体の状況から各要素の詳細な変化まで，包括的に把握するため，まずは日

本全体の環境負荷と環境受容量を算出し，各構成要素の詳細な変化について分析を行う．

また，すべての都道府県における環境バランスの変化を明らかにし，メテオグラムを用い

て，各都道府県の環境バランスの変遷と達成状況を評価する． 
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4-2 日本における環境バランスの長期的変化 

 日本における一人当たりの環境負荷量と環境受容量の長期的変化を図4-1～図4-7に示す．

これらの図から以下のことを明らかにした． 

1) 図4-1から一人あたりの耕作地フットプリントは徐々に高くなっていることを明らかに

した．それは全体の国民消費量が増える一方で，フットプリントが相対的に少ない蔬菜

類より，フットプリントが高い肉類の割合は増加しているためと考えられる．食スタイ

ル転換がフットプリントにも反映されている． 

2) 図4-2と図4-3に牧草地フットプリントと紙フットプリントの長期的変化を示している．

一人あたりの衣料フットプリントと紙フットプリントは1970年から高くなって，1990年

と2000年にピークに達し，そのあと徐々に低くなっている．バブル経済の崩壊により衣

料・紙の使用が抑えていたためと考えられる．しかし，2010年時点のフットプリントは

まだ1970年より高い状態である． 

3) 図4-4から2010年の民生家庭フットプリントは1970年より約1.8倍になっていることから，

民生家庭でのエネルギー消費量が急増していることを明らかにした．また，図4-5から

民生交通フットプリントの変化を示した．1970年から2010年の間に民生交通フットプリ

ントは自家用車の普及により6倍まで増加したことが分かった．  

4) 図4-6に輸送フットプリントの長期的変化を示しており，一人あたりの輸送部門フット

プリントが急激に高くなっていることを明らかにした．食糧自給率が低くなるとともに，

環境に対する負荷が海外に移転していることを明らかにした． 

5) 一人あたりのEF値とBC値は図4-7に示しており，EF値が年々増加している傾向を示した．

一方，近年の人口減少にもかかわらず，BC値が1970年から徐々低くなっており，環境

負荷を吸収できる環境の需要量が大幅に減少していることを明らかにした． 

なお，WWFにより算出した結果（WWFジャパン，2012））と比べて，EF値が年々増加し

ているとともに，生物生産力（本研究における環境受容量の概念）が減少している傾向を

双方の資料より読み取れる同様である．また，本研究では国内輸送を対象外にするが，既

存の研究（吉川ら，2006）により，輸入による輸送CO2排出量は国内輸送の約1.2倍であるこ

とが示されている．  
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図4-1 一人当たりの耕作地フットプリントの長期的変化 
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図4-2 一人当たりの牧草地フットプリントの長期的変化 
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図4-3 一人当たりの紙フットプリントの長期的変化 
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図4-4 一人当たりの民生家庭フットプリントの長期的変化 
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図4-5 一人当たりの民生交通フットプリントの長期的変化 
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図4-6 一人当たりの輸送フットプリントの長期的変化 
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図4-7 一人当たりの環境バランスの長期的変化 
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4-3 都道府県における環境バランスの長期的変化 

日本全国47都道府県の環境バランスを表すメテオグラムを図4-8に，一人当たりの結果を

図4-9に示す．都道府県における各要素の変化を表4-1〜4-7に示す．Y軸に各都市におけるEF/

人，X軸にBC/人をプロットしており，各都道府県のポイントより伸びる矢印が，長期的な

変化を示している．また，各都道府県における一人当たりのBC値のばらつきが小さい．見

やすいために，X軸を長くしており，BC値がEF値より大きいというわけではない．矢印の

方向は1970年から2010まで10年おきである．傾きr=1よりも下部にプロットされる都道府県

が地区内のBCに見合った生活を達成しており，本研究で設定した前提のもとでの環境バラ

ンスを達成したといえる． 

図4-8から，以下のことを明らかにした． 

環境バランスの達成状況が都道府県によって大きいな違いがある．東京などの大都市圏

は，環境負荷が環境受容より何十倍も高くなる一方，北海道のような自然資源の豊かな都

道府県は，環境バランスを達成している．大都市圏周辺の都道府県は人口増加のスピード

が速いので，環境負荷の変化も激しい． 

図 4-9 から，以下のような考察ができる． 

1) 1970 年から 2010 年までに，一人当たりの EF 値は急激に増加してきた．それに対して，

BC 値の変化は顕著ではない．結果としては，日本におけるすべての都道府県の環境バ

ランスが悪化していることを明らかにした． 

2) 1970 年においては，都道府県で環境バランスを達成できているのは半数程度であるこ

とが分かった．2010 年になると，バランスを達成したのは北海道，岩手県，秋田県，

山形県，長野県，愛媛県と和歌山県の７県に留まっている．現在はほとんどの都道府

県において十分に環境バランスが達成できていないことが示された． 

3) 一人当たりのEF値に関しては，番号1-7の都道府県では2000年から増加の程度が弱くな

り，一部の県には減少する傾向が現れた．北海道と東北におけるエネルギーの消費量

が減少しているためである．  

4) EF値に関しては，1970年から徐々に減少したが，その後人口減少によって一人当たり

の値が増えたケースが見られる．各年度の都道府県毎の差は、EF値では少ないが，BC

では差が顕著である． 

5) 図の中で傾き r=1 よりも下部にプロットされる都市ほど環境負荷超過率が小さいこと

になる．北海道と東北の県は 1970 年に環境バランスを達成したが，青森県・山形県・

福島県は 1990 年から EF 値の急増により，2000 年で環境超過率が１以上になった．山

形県は一人当たりの BC が増えたことにより，2010 年から環境バランスを達成した．

三大都市圏における都道府県は BC の値がより小さい一方，EF 値は高い．その結果，

1970 年からバランスが達成できていない． 

6) 各都道府県の環境負荷超過率は大きな差があり(2010 年：北海道では r=0.62，東京都で

は r=93；1970 年：北海道では r=0.35，東京都では r=42)，とばらつきが大きいことが確
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認された．また同じ環境負荷超過率を取っていても（同じ r の傾き上にあっても）その

ベースとなる EF や BC の値が大きく異なることがメテオグラムを用いることにより一

目で判別できるようになった． 

 表 4-1〜4-7 から，以下のようなことが言える． 

 耕作地フットプリントに関しては，三大都市圏と沖縄県の増加率がより高いことがわか

った．牧草地フットプリントと紙フットプリントは一人当たりの変化が大きくないため，

人口の変化と同じ傾向を示している．東北の県における民生家庭フットプリントは年々減

っている．民生交通フットプリントに関しては，すべての県において 1970 年から 1980 年

まで急増しているが，近年減少する県もある．すべての県においては，BC が年々減ってい

ることがわかった． 

 

4-4 本章のまとめ 

 本章はメテオグラム図を用いて粗いながらも環境バランスの視覚化を実現することで，

長期的な EF 及び BC 及び両者のバランスを把握し，分権化の進んだ地方自治体の持続可能

性の吟味を行った．日本全体に関しては，50 年間の環境バランスの変化を明らかにし，環

境バランスの達成状況が年々悪化していることを明らかにできた．CO2 を吸収するために必

要な民生家庭・民生交通フットプリントが急増している一方，輸送部門フットプリントが

減少する傾向が見られ，国外の生産への依存が低下していることが分かった．しかし，日

本国内の減り続ける BC を考えると，食料輸入の減少による輸送部門フットプリントの大幅

削減は容易ではない．従って，日本の EF の削減は，国内の民生家庭・民生交通フットプリ

ントを化石燃料からの多種多様な代替エネルギーを活用することによって減らすことも重

要であると考えられる．また，都道府県別の結果を見ると，北海道・東北・宮崎など農業

が盛んでおり，食料自給率も高い道県の環境バランスが回復している傾向が見られた． 

日本全体の環境バランス改善には，環境面な持続可能性が経済と社会に与える影響の認

識が重要である．その認識に基づき，国外生産への依存の低減や，革新的な政策と土地利

用計画の導入などの政策を実施する必要がある． 
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図4-8 都道府県別環境バランスの長期的変化 
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EF (ha/人)
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凡例：

EF (ha/人)

BC (ha/人)

EF (ha/人)

BC (ha/人)

*(r=EF/BC)
r=1

X軸：BC変化

Y軸：
EF変化

r=1より下部で環境バランス達成

01 北海道 09 栃木県 17 石川県 25 滋賀県 33 岡山県 41 佐賀県

02 青森県 10 群馬県 18 福井県 26 京都府 34 広島県 42 長崎県

03 岩手県 11 埼玉県 19 山梨県 27 大阪府 35 山口県 43 熊本県

04 宮城県 12 千葉県 20 長野県 28 兵庫県 36 徳島県 44 大分県

05 秋田県 13 東京都 21 岐阜県 29 奈良県 37 香川県 45 宮崎県

06 山形県 14 神奈川県 22 静岡県 30 和歌山県 38 愛媛県 46 鹿児島県

07 福島県 15 新潟県 23 愛知県 31 鳥取県 39 高知県 47 沖縄県

08 茨城県 16 富山県 24 三重県 32 島根県 40 福岡県  

図 4-9 環境バランスの変化のメテオグラム図 
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表 4-1 都道府県別耕作地フットプリントの変化率 

1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 0.085 -0.099 0.095 0.127

青森県 0.077 -0.134 0.083 0.083

岩手県 0.046 -0.113 0.087 0.093

宮城県 0.155 -0.039 0.144 0.155

秋田県 0.022 -0.131 0.054 0.062

山形県 0.031 -0.105 0.076 0.093

福島県 0.055 -0.080 0.100 0.110

茨城県 0.204 -0.010 0.142 0.157

栃木県 0.145 -0.039 0.127 0.165

群馬県 0.125 -0.053 0.120 0.154

埼玉県 0.415 0.052 0.178 0.206

千葉県 0.420 0.044 0.161 0.220

東京都 0.028 -0.092 0.107 0.269

神奈川県 0.277 0.026 0.157 0.240

新潟県 0.048 -0.101 0.088 0.116

富山県 0.082 -0.096 0.089 0.135

石川県 0.127 -0.074 0.103 0.152

福井県 0.077 -0.077 0.095 0.131

山梨県 0.065 -0.056 0.133 0.130

長野県 0.075 -0.079 0.117 0.130

岐阜県 0.125 -0.062 0.110 0.148

静岡県 0.126 -0.052 0.116 0.162

愛知県 0.166 -0.043 0.145 0.224

三重県 0.103 -0.054 0.127 0.162

滋賀県 0.225 0.008 0.195 0.222

京都府 0.134 -0.083 0.105 0.160

大阪府 0.122 -0.082 0.097 0.171

兵庫県 0.112 -0.065 0.117 0.171

奈良県 0.312 0.012 0.141 0.129

和歌山県 0.052 -0.120 0.083 0.090

鳥取県 0.072 -0.093 0.084 0.117

島根県 0.024 -0.114 0.061 0.096

岡山県 0.106 -0.084 0.102 0.160

広島県 0.135 -0.074 0.099 0.156

山口県 0.060 -0.118 0.057 0.105

徳島県 0.053 -0.103 0.078 0.109

香川県 0.111 -0.089 0.087 0.132

愛媛県 0.072 -0.105 0.072 0.115

高知県 0.066 -0.117 0.073 0.093

福岡県 0.141 -0.060 0.134 0.176

佐賀県 0.042 -0.097 0.086 0.128

長崎県 0.022 -0.125 0.056 0.094

熊本県 0.063 -0.085 0.099 0.137

大分県 0.073 -0.104 0.074 0.140

宮崎県 0.106 -0.097 0.089 0.129

鹿児島県 0.042 -0.103 0.081 0.111

沖縄県 0.182 -0.017 0.173 0.229  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23
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29
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番号  都道府県 
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表 4-2 都道府県別牧草地フットプリントの変化率 
1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 1.597 0.280 -0.290 -0.312 

青森県 1.577 0.230 -0.299 -0.339 

岩手県 1.503 0.260 -0.296 -0.333 

宮城県 1.763 0.365 -0.259 -0.295 

秋田県 1.444 0.235 -0.317 -0.351 

山形県 1.466 0.271 -0.303 -0.333 

福島県 1.525 0.307 -0.287 -0.322 

茨城県 1.881 0.407 -0.260 -0.293 

栃木県 1.739 0.365 -0.270 -0.289 

群馬県 1.690 0.345 -0.274 -0.296 

埼玉県 2.385 0.494 -0.237 -0.263 

千葉県 2.396 0.483 -0.248 -0.255 

東京都 1.459 0.290 -0.283 -0.225 

神奈川県 2.055 0.457 -0.250 -0.243 

新潟県 1.507 0.276 -0.295 -0.319 

富山県 1.587 0.284 -0.295 -0.307 

石川県 1.696 0.316 -0.285 -0.296 

福井県 1.577 0.311 -0.291 -0.309 

山梨県 1.548 0.341 -0.266 -0.310 

長野県 1.571 0.309 -0.276 -0.310 

岐阜県 1.690 0.333 -0.281 -0.299 

静岡県 1.693 0.347 -0.277 -0.290 

愛知県 1.789 0.360 -0.258 -0.253 

三重県 1.639 0.344 -0.270 -0.291 

滋賀県 1.930 0.431 -0.226 -0.254 

京都府 1.712 0.302 -0.284 -0.292 

大阪府 1.685 0.303 -0.289 -0.285 

兵庫県 1.661 0.328 -0.276 -0.285 

奈良県 2.139 0.438 -0.261 -0.310 

和歌山県 1.517 0.250 -0.298 -0.335 

鳥取県 1.565 0.289 -0.298 -0.318 

島根県 1.449 0.258 -0.313 -0.331 

岡山県 1.646 0.302 -0.286 -0.292 

広島県 1.715 0.316 -0.288 -0.294 

山口県 1.535 0.253 -0.315 -0.325 

徳島県 1.519 0.274 -0.302 -0.323 

香川県 1.659 0.294 -0.296 -0.308 

愛媛県 1.565 0.272 -0.305 -0.319 

高知県 1.551 0.255 -0.305 -0.333 

福岡県 1.730 0.336 -0.265 -0.282 

佐賀県 1.492 0.282 -0.296 -0.311 

長崎県 1.446 0.243 -0.316 -0.332 

熊本県 1.542 0.300 -0.288 -0.306 

大分県 1.568 0.273 -0.304 -0.304 

宮崎県 1.645 0.284 -0.294 -0.311 

鹿児島県 1.492 0.274 -0.300 -0.321 

沖縄県 1.827 0.397 -0.240 -0.249  
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表 4-3 都道府県別紙フットプリントの変化率 
1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 0.537 0.177 0.018 -0.280 

青森県 0.525 0.132 0.006 -0.309 

岩手県 0.481 0.159 0.011 -0.302 

宮城県 0.635 0.256 0.064 -0.263 

秋田県 0.446 0.136 -0.020 -0.322 

山形県 0.459 0.169 -0.000 -0.302 

福島県 0.494 0.202 0.022 -0.292 

茨城県 0.705 0.294 0.061 -0.261 

栃木県 0.620 0.256 0.048 -0.256 

群馬県 0.592 0.237 0.041 -0.264 

埼玉県 1.003 0.375 0.095 -0.230 

千葉県 1.009 0.365 0.079 -0.221 

東京都 0.455 0.187 0.029 -0.190 

神奈川県 0.808 0.341 0.076 -0.209 

新潟県 0.483 0.174 0.012 -0.288 

富山県 0.531 0.181 0.012 -0.276 

石川県 0.595 0.210 0.025 -0.264 

福井県 0.525 0.206 0.018 -0.278 

山梨県 0.508 0.234 0.053 -0.278 

長野県 0.521 0.204 0.039 -0.278 

岐阜県 0.592 0.226 0.031 -0.267 

静岡県 0.594 0.239 0.038 -0.258 

愛知県 0.650 0.251 0.064 -0.219 

三重県 0.562 0.236 0.048 -0.258 

滋賀県 0.734 0.317 0.111 -0.220 

京都府 0.605 0.198 0.027 -0.260 

大阪府 0.589 0.199 0.019 -0.252 

兵庫県 0.575 0.222 0.038 -0.252 

奈良県 0.857 0.323 0.061 -0.279 

和歌山県 0.489 0.150 0.007 -0.304 

鳥取県 0.518 0.185 0.007 -0.287 

島根県 0.449 0.158 -0.014 -0.300 

岡山県 0.566 0.197 0.024 -0.259 

広島県 0.606 0.210 0.021 -0.262 

山口県 0.500 0.153 -0.018 -0.295 

徳島県 0.490 0.172 0.002 -0.292 

香川県 0.573 0.191 0.011 -0.277 

愛媛県 0.518 0.170 -0.004 -0.288 

高知県 0.509 0.154 -0.002 -0.303 

福岡県 0.615 0.229 0.054 -0.249 

佐賀県 0.475 0.180 0.010 -0.280 

長崎県 0.447 0.143 -0.019 -0.301 

熊本県 0.504 0.196 0.022 -0.274 

大分県 0.519 0.171 -0.002 -0.272 

宮崎県 0.565 0.181 0.012 -0.279 

鹿児島県 0.474 0.172 0.005 -0.291 

沖縄県 0.673 0.285 0.090 -0.215  
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表 4-4 都道府県別民生家庭フットプリントの変化率 
1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 0.130 0.063 0.395 0.018

青森県 0.062 -0.032 0.440 -0.074 

岩手県 0.031 -0.009 0.447 -0.066 

宮城県 0.138 0.074 0.523 -0.013 

秋田県 0.007 -0.029 0.402 -0.092 

山形県 0.016 -0.000 0.431 -0.066 

福島県 0.040 0.028 0.463 -0.051 

茨城県 0.286 0.199 0.417 0.072

栃木県 0.222 0.163 0.399 0.079

群馬県 0.201 0.146 0.390 0.069

埼玉県 0.511 0.273 0.462 0.117

千葉県 0.516 0.264 0.440 0.130

東京都 0.097 0.100 0.374 0.175

神奈川県 0.363 0.242 0.436 0.148

新潟県 0.218 0.184 0.414 0.125

富山県 0.257 0.191 0.415 0.144

石川県 0.310 0.221 0.434 0.162

福井県 0.252 0.216 0.423 0.141

山梨県 0.199 0.204 0.445 0.104

長野県 0.209 0.175 0.425 0.103

岐阜県 0.266 0.197 0.415 0.121

静岡県 0.267 0.209 0.424 0.135

愛知県 0.238 0.153 0.450 0.128

三重県 0.172 0.139 0.427 0.070

滋賀県 0.301 0.213 0.513 0.126

京都府 0.204 0.104 0.399 0.068

大阪府 0.192 0.105 0.388 0.079

兵庫県 0.181 0.126 0.414 0.079

奈良県 0.394 0.219 0.445 0.041

和歌山県 0.117 0.059 0.372 0.004

鳥取県 0.211 0.162 0.341 0.094

島根県 0.157 0.135 0.313 0.074

岡山県 0.250 0.174 0.364 0.137

広島県 0.282 0.186 0.360 0.133

山口県 0.197 0.130 0.308 0.083

徳島県 0.233 0.191 0.465 0.126

香川県 0.301 0.209 0.478 0.150

愛媛県 0.255 0.188 0.457 0.133

高知県 0.248 0.173 0.458 0.110

福岡県 0.304 0.218 0.476 0.166

佐賀県 0.190 0.170 0.414 0.118

長崎県 0.168 0.133 0.374 0.085

熊本県 0.214 0.185 0.431 0.127

大分県 0.226 0.161 0.398 0.130

宮崎県 0.263 0.171 0.417 0.119

鹿児島県 0.190 0.162 0.407 0.102

沖縄県 0.249 0.178 0.329 0.127  
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表 4-5 都道府県別民生交通フットプリントの変化率 

1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 2.366 0.465 0.684 -0.030 

青森県 2.340 0.409 0.459 0.001

岩手県 2.245 0.443 0.465 0.010

宮城県 2.582 0.563 0.542 0.068

秋田県 2.168 0.414 0.420 -0.018 

山形県 2.196 0.455 0.449 0.011

福島県 2.273 0.497 0.482 0.026

茨城県 2.734 0.610 0.332 0.018

栃木県 2.549 0.563 0.315 0.025

群馬県 2.487 0.540 0.308 0.015

埼玉県 3.387 0.711 0.375 0.061

千葉県 3.401 0.698 0.354 0.073

東京都 2.187 0.477 0.292 0.116

神奈川県 2.960 0.669 0.351 0.090

新潟県 2.249 0.461 0.209 0.036

富山県 2.353 0.470 0.209 0.053

石川県 2.494 0.506 0.225 0.070

福井県 2.340 0.501 0.216 0.050

山梨県 2.303 0.535 0.365 -0.009 

長野県 2.332 0.498 0.346 -0.009 

岐阜県 2.487 0.526 0.337 0.007

静岡県 2.491 0.542 0.345 0.019

愛知県 2.615 0.557 0.231 0.176

三重県 2.421 0.538 0.211 0.116

滋賀県 2.798 0.639 0.284 0.174

京都府 2.515 0.491 0.188 0.114

大阪府 2.479 0.492 0.179 0.125

兵庫県 2.449 0.521 0.201 0.125

奈良県 3.068 0.647 0.226 0.085

和歌山県 2.262 0.431 0.164 0.047

鳥取県 2.324 0.475 0.165 0.073

島根県 2.175 0.441 0.140 0.053

岡山県 2.430 0.490 0.184 0.114

広島県 2.518 0.506 0.181 0.111

山口県 2.286 0.435 0.136 0.062

徳島県 2.264 0.459 0.592 0.079

香川県 2.446 0.482 0.606 0.102

愛媛県 2.325 0.456 0.583 0.085

高知県 2.306 0.437 0.585 0.063

福岡県 2.538 0.530 0.466 0.063

佐賀県 2.230 0.468 0.405 0.019

長崎県 2.170 0.423 0.365 -0.011 

熊本県 2.295 0.488 0.421 0.027

大分県 2.328 0.457 0.389 0.030

宮崎県 2.428 0.470 0.408 0.020

鹿児島県 2.230 0.458 0.397 0.004

沖縄県 2.664 0.599 0.398 0.192  
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表 4-6 都道府県別 BC の変化率 
1970年→1980年 1980年→1990年 1990年→2000年 2000年→2010年

北海道 0.023 0.010 -0.004 -0.004 

青森県 -0.006 0.003 -0.007 -0.007 

岩手県 0.001 0.002 -0.008 -0.006 

宮城県 -0.023 -0.011 -0.014 -0.009 

秋田県 0.002 -0.002 -0.006 -0.004 

山形県 -0.010 -0.010 -0.013 -0.005 

福島県 -0.007 -0.011 -0.021 -0.007 

茨城県 -0.045 -0.032 -0.041 -0.018 

栃木県 -0.015 -0.009 -0.018 -0.010 

群馬県 -0.021 -0.017 -0.020 -0.015 

埼玉県 -0.092 -0.061 -0.050 -0.033 

千葉県 -0.075 -0.027 -0.031 -0.029 

東京都 -0.054 -0.020 -0.028 -0.014 

神奈川県 -0.052 -0.016 -0.043 -0.009 

新潟県 -0.023 -0.015 -0.013 -0.006 

富山県 -0.026 -0.015 -0.019 -0.006 

石川県 -0.025 -0.013 -0.016 -0.009 

福井県 -0.018 -0.010 -0.010 -0.006 

山梨県 -0.018 -0.018 -0.015 -0.006 

長野県 -0.017 -0.009 -0.016 -0.006 

岐阜県 -0.014 -0.008 -0.008 -0.002 

静岡県 -0.032 -0.017 -0.018 -0.012 

愛知県 -0.074 -0.022 -0.020 -0.020 

三重県 -0.035 -0.018 -0.015 -0.010 

滋賀県 -0.030 -0.016 -0.015 -0.011 

京都府 -0.026 -0.007 -0.006 -0.005 

大阪府 -0.091 -0.048 -0.037 -0.017 

兵庫県 -0.024 -0.011 -0.013 -0.006 

奈良県 -0.018 -0.009 -0.011 -0.005 

和歌山県 -0.011 -0.008 -0.009 -0.004 

鳥取県 -0.018 -0.011 -0.013 -0.009 

島根県 -0.020 -0.013 -0.012 -0.005 

岡山県 -0.036 -0.012 -0.021 -0.008 

広島県 -0.028 -0.012 -0.016 -0.007 

山口県 -0.025 -0.015 -0.017 -0.006 

徳島県 -0.021 -0.012 -0.010 -0.009 

香川県 -0.058 -0.035 -0.041 -0.020 

愛媛県 -0.018 -0.017 -0.024 -0.014 

高知県 -0.014 -0.007 -0.011 -0.002 

福岡県 -0.032 -0.030 -0.034 -0.023 

佐賀県 -0.026 -0.036 -0.055 -0.021 

長崎県 -0.031 -0.025 -0.032 -0.009 

熊本県 -0.010 -0.015 -0.025 -0.013 

大分県 -0.022 -0.014 -0.016 -0.011 

宮崎県 -0.020 -0.011 -0.007 -0.004 

鹿児島県 -0.039 -0.009 -0.016 -0.009 

沖縄県 0.000 0.022 -0.037 -0.016  
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5 環境バランスエリア制度の提案 

  

 4 章では日本及び各都道府県の環境バランスの変化を算出し，2010 年まで環境バランス

が達成しているのは 7 つの道県しかないことを明らかにした．そのような現状を改善する

ため，根本的な制度やライフスタイルの変革が不可欠である．そこで，1 章で述べたように，

本研究は政策と個人の両側から環境改善策を検討し，本章はまず政策に関する提案を行う．

具体的には「環境面の独立採算」という新たな視点から地域を見ることを試み，環境バラ

ンスエリア制度を提案することを目的にする． 

 

5-1 本章の内容  

 1 章で述べたように，日本の地域主権改革などの地方分権に向けた法整備が進んでおり

（地域主権戦略会議, 2012），各市区町村（以降，自治体）の裁量が今後更に大きくなると

予期できる．しかし，各自治体がそれぞれ単独で環境バランスを達成することが困難であ

ることから，圏域・広域的なマネジメントなどの仕組の提示が重要と考えられる．したが

って，本章で提案する環境バランスエリア提案制度の主体は，将来的には今以上に裁量が

高まることが予想される市区町村レベル（以下，自治体と表記）とする．まず，節 5-2 では

「環境バランスエリア制度」と言う概念を提案し，その概念の考え方と方法論を構築する．  

提案制度の適用可能性を明らかにするために，節 5-3 でこの制度を環境バランスが達成で

きていない茨城県（4 章の算出により）に適用した場合のケーススタディを行う．ケースス

タディの対象を茨城県内の全 44 自治体とする．茨城県は関東地方の北東に位置しており，

東部は太平洋に面している．北部は山間部が多い，一方で南部は東京通勤圏ということも

あり開発が進んでいる．環境バランスエリア提案制度は，環境負荷量と環境受容量のバラ

ンス改善を目的としており，このような多様な地形的特色を持つ茨城県をケーススタディ

の対象地とすることで，他地域へ制度を適用させる際の有用な知見が得られると考えられ

る．本制度が茨城県で適用可能であれば，分析対象を拡大するまでもなく全国の自治体へ

の適用可能性も示唆されたと判断できる． 

また，各自治体の環境の現状を把握するため，セクション 3-3-1 に記述した自治体スケー

ルの環境バランス評価ツールを用いる．このツールは住民の暮らしから発生する環境負荷

を明らかにできるため，住民に明確な責任を問うことができる． 

 

5-2 環境バランスエリア提案制度の方法論 

5-2-1 制度の考え方 

 先述したように，地方分権化が進んでいる．今後，各自治体の裁量が高まり，自治体間

の連携や広域行政の重要性が指摘された（地域主権戦略会議，2012）．そのような広域概念

に基づいた構想としては，環境問題に対する圏域に関する検討事例がある．例えば，河川
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の流域を一つの環境を考慮した圏域としてみなす流域環境圏や，地理的に異なった特徴的

な生態系の集合を含む圏域として WWF によって提唱されている Ecoregion などが提案され

ている．しかし，それらの概念は自治体スケールでの環境問題への取組に対するインセン

ティブを含んだ仕組みではない．また，そのスケールでの多様な環境負荷が起因する問題

を包括的に捉えたものではない． 

 以上を踏まえて，環境バランスの達成を促すため，本章では「環境面の独立採算」とい

う視点から地域を見ることを試みる．具体的には，日常的な生活圏として身近な自治体が，

環境バランスという観点からどれだけその要件を満たしているのかを明らかにする「仕組

み」を提示することを目的とする．住民の直観にも訴えるわかりやすい仕組みにするため

に，3 章で構築した環境バランス評価ツールを用いて，環境の圏域として成立させる環境バ

ランスエリア概念をまず提案する．その仕組みとしては，環境負荷が相対的に高い都市域

（環境依存自治体）が，どこまで環境受容量の高い周辺地域（環境非依存自治体）まで取

り込めば環境バランスを達成できるようになるかを判断するものであり，自治体間の環境

面の依存関係を明らかにする．  

 また，その依存関係が明確になるため，環境負荷依存自治体から環境負荷負担自治体へ

と依存分に応じた報酬の支払いを義務づけることで，そのエリア内での環境バランス改善

に繋がると考えられる．一方で，競争に負けたことで環境バランスエリアをデザインでき

なかった自治体には罰則を設ける必要もある．支払金額の大きさから制度への参加に難色

を示す自治体も存在すると考えられる．そのため，支払金額の比重を維持したまま，社会

の状況に応じてそのスケールを柔軟に変動させることで，そうした自治体の制度への参加

を促していくべきだと考えられる．このように，持続可能な地域に向けた取組に参加する

契機になることも期待できる． 

 このような検討プロセスを通じ，環境面での持続可能性に関する地域住民の理解を高め

るとともに，改善行動につながる将来的な制度のあり方を模索する． 

一方，当たり前の事であるが，「環境面」だけに着目した自治体というのは現実的には存

在し得ない．ただ，このような単一機能に着目した地域区分というのは有史以来特定の局

面で検討の対象とされてきた事は事実である．その中でも特に有名なものは図 5-1 に示すゲ

リマンダー（加藤，2006）であろう．これは，1812 年，マサチューセッツ州知事であった

エルブリッジ・ゲリー氏が，自分の所属する政党に有利なように選挙区を区割りした結果，

その形が怪獣のサラマンダーに似たことを揶揄して命名されたものである． 

 利己的な政治的理由からこのような地域区分がなされるのは，もちろん社会的に望まし

いことではない．また，他要素を混在して議論すると，主眼とする環境バランスの検討が

不明確となる．そのため，他を固定して，環境という単一機能のみの影響を切りだして検

討する事を目的としている．これによって，周辺地域の取り込みを通じて提示される圏域

像はゲリマンダー化することが予想される．ただ，その目的は過去のゲリマンダーと異な

り，環境面の依存関係を把握するという公益性の高い動機に基づくものである． 
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5-2-2 制度の概要 

 以上を踏まえ，環境バランスエリア制度は，各自治体に対して環境バランスを達成する

圏域の提案を促すことで，現状における環境バランス改善と，環境バランス達成に向けた

行政圏の設定を同時に実施することができるものとする．また，環境バランスエリア制度

の肝となるそのエリアの組み立ては，域内に存在する非依存自治体と，複数の依存自治体

のいずれかが合併することを通じ，広くなった依存自治体の環境負荷超過率を下げていく

というプロセスから構成される．環境バランスエリア提案制度の概念図を図 5-2 に示す．こ

こで，非依存自治体がいずれの依存自治体と合併するかは数多くの考え方が存在し，従っ

てそれらの組み合わせの場合の数も膨大である． 

まずその考え方の基本として，人口などの都市規模が大きい一般的に発言力が相対的に

高いと考えられる自治体が合併を通じて得られる環境改善の利得を独占するのではなく，

対象圏域全体の構成自治体がいずれも納得できる共通ルールに基づくことが必要であると

考えた．そもそも構成自治体が本制度の導入に合意できないからである．そしてなおかつ

も効果的に各依存自治体の環境負荷超過率を下げて行く必要がある． 

以上のことから，本章では依存自治体がその周囲の非依存自治体と合併するにあたり，

他の競合する依存自治体がその非依存自治体と合併するよりもより自らの環境負荷超過率

をより下げる事が出来るかどうかを判断基準とした．わかりやすく言えば，環境バランス

を達成できていない依存自治体 A 市と B 市があり，既に環境バランスを達成している非依

存自治体 C 市の取り合いになった場合，合併を通じて環境負荷超過率の削減割合が A 市の

方が B 市より大きいのであれば，A 市と C 市の合併を優先すべきであるという考え方であ

る．このプロセスを繰り返し，それ以上構成自治体の環境バランスを改善できないところ

図 5-1 ゲリマンダー 
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で解が得られる． 

また，域内の環境負荷超過率が絶対的に全体に高い場合は，そこに属する依存自治体が

rk≤1 となる環境バランスエリアを達成できるとは限らない．環境バランスの判断基準とする

環境負荷超過率を 1.0 に固定する限り，この問題の解決は難しい．そのような地域に対して

も適用可能な制度とするため，環境負荷削減目標として本章では α 値というものを設定す

る．この α 値は，その地域の実態に応じ，努力次第で達成可能な環境負荷超過率に相当す

る．そして，依存自治体はその値を達成することを目標に隣接する非依存自治体を吸収し

ていくものとした．このとき，以降はこの α 値を環境バランス達成の基準とし，α 値を超過

する自治体が依存自治体，そうでない自治体が非依存自治体と呼び直すこととする． 

 

5-2-3 分析手順 

 本章で構築する環境バランスエリア提案制度の手順を図 5-3 に示す．まず図 5-3 の①にお

いて，各自治体の EF 指標値と BC 指標値を算出する．これにより，自治体毎の環境負荷超

過率を把握でき，各自治体個々の環境バランス達成状況が明らかになる．すなわち，環境

バランスを達成できていない依存自治体の存在をまずクリアにする． 

次に②において，依存自治体は環境バランスエリアに周辺の非依存自治体を取り込むこ

 

環境バランスエリア
自治体A+C

自治体C
環境非依存

自治体B
環境依存

自治体A
環境依存

依存依存

競合

自治体B

優先
合併

BC指標

EF指標

自治体

凡例：

環境バランスエリア

 

図 5-2 環境バランスエリア提案制度の概念図 
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とを提案する．この際，取り込み方にも様々なメニューが考えられ，例を挙げれば，自ら

の環境負荷超過率をより下げる非依存自治体を取り込む，地理的なメニューとし 

て鉄道沿線上の自治体を通過順に取り込む，更には隣接していない非依存自治体を取り込

むといった考え方もあり得る．これらのメニューに従うことで，依存自治体が他の依存自

治体を取り込むことも考えられる．このように，各依存自治体は多様な環境バランスエリ

ア案を提案することが可能である． 

 

自治体C
環境非依存

自治体B
環境依存

自治体A
環境依存

自治体D
環境非依存

現状
自治体

BC指標
EF指標

①

自治体C
環境非依存

自治体B
環境依存

自治体A
環境依存

自治体D
環境非依存

環境バランスエリア制度の実施

②

競合が発生
提案できず
ペナルティ

Aの環境バ
ランスエリア

自治体C
環境非依存自治体A

環境依存

自治体D
環境非依存

エリア内でインセンティブの発生

③

BC増
EF減

報酬額を
低く（高
く）するた
め、環境
改善のイ
ンセン
ティブが
発生する

繰
り
返
す

自治体C
環境非依存

自治体A
環境依存

自治体D
環境非依存

終

④

環境バラ
ンスエリ
アを行政
圏として
設定する
ことによっ
て、環境
改善策が
進める

 

図 5-3 環境バランスエリア提案制度のフレームワーク 

44



 

 

一方で，前述したように，議論の前提としていずれの自治体も納得できる共通ルールに

基づくことも必要であると考える．したがって本章では，その取り込みにより，どれだけ

大きく自らの環境負荷超過率をより下げる事が出来るかどうかを吸収の判断基準とする．

このプロセスを通じて依存自治体は吸収する非依存自治体に対して環境負荷超過率の下げ

幅に応じた報酬を支払うこととする．また， 終的に環境バランスエリアの達成に至らな

かった依存自治体には，一定のペナルティを課すことをあわせて想定する． 

このような仕組みを取ることで③において，結果的に，依存自治体には報酬及びペナル

ティの支払い額を小さくするために，また非依存自治体には報酬の受け取り額を大きくす

るために，それぞれの自治体内で環境バランス改善のインセンティブが発生する．本制度

では，各自治体が環境バランスの達成を目標に，上述した②，③を繰り返すことを想定す

る． 

なお，仕組みとしては報酬やペナルティのやり取りのみでとどめ，環境バランス圏域と

して新たな行政域の設定まで行わないという考え方ももちろん存在する．セクション 5-2-1

ではあえてそれを冒頭で述べたゲリマンダーのように空間範囲として提示することで，自

治体関係者及び住民が環境の観点から維持管理責任を持つ空間範囲として認識されること

に意義があると考える． 

 

5-2-4 報酬額の算出方法 

本制度が実施された場合，依存自治体はそのエリア内の非依存自治体に報酬を支払う．

その報酬額の算出については，環境負荷を吸収する土地の「地代」を根拠に設定する．そ

の算出式を式(5.1)と式(5.2)に示す． 

LR
BC

EF
EFEFP

p

m
m

m

nn
m

n 







 

1

           (5.1) 

ただし， m

m

n

nm
n BC

EF

BC

EF
rr          (5.2) 

：依存自治体 の自治体 への（総）支払金額（円/年） 

：1ha あたりの地代（円/年） 

地代の算出には地価に対して社会的割引率を乗じることで算出した．社会的割引率につ

いて，公共事業の評価に際しては「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運

用指針」(建設省，1998)等により広く使われている 4%を用いる．また，1ha あたりの地価に

関しては山林素地平均価格（日本不動産研究所研究部，2011）を用いた．本来ならば対象と

なる自治体の地価を用いるべきであるが，地価の評価地点が網羅的でないため全国平均の

価格を用いている．なお，この地価にはその土地に植生する材木の価値は含まれていない． 
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 また，本制度の運営にあたって，依存自治体の中には環境バランスエリアを達成できな

い自治体も存在すると考えられる．そのような依存自治体に対してはペナルティを課すこ

とで，各依存自治体には制度への参加及び，環境バランス改善のインセンティブが発生す

る． 

 本制度の本来の目的は，行政圏での環境バランス達成である．したがって，依存自治体

の提案するエリア内の環境負荷超過率が 値を達成できなかった場合には，ペナルティとし

てその自治体が他自治体に依存している全ての環境負荷量（ha）を金額に換算して支払うこ

とを義務付ける．このような，ある種のバンキング・システム（SCRADFG, 2005）を採用

し，上位自治体である県がその管理・運営を請負い，広域的観点から環境バランス改善に

資する基盤整備等の予算に充当する．算出式を式(5.3)に示す． 

  LRBCEFF nnn                (5.3) 

nF ：依存自治体 n のペナルティ金額（円/年） 

 

5-3 環境バランスエリア提案制度の適用可能性 

 本節では，前述した環境バランスエリア提案制度の適用可能性を明らかにするために，

この制度を茨城県に適用した場合のケーススタディを行う．また，節 5-1 で述べたように，

茨城県における 44 の自治体を対象にする 

 

5-3-1 茨城県の自治体別環境負荷超過率  

 茨城県で環境バランスエリア提案制度を実施するために，県内の全 44 自治体の環境バラ

ンスの現状として，それぞれの環境負荷超過率 r を算出した．各自治体の環境バランスの結

果は表 5-1 に，環境負荷超過率を地図上で表現する図は図 5-4 に示す．これらの図と表から

以下のことが明らかとなった． 

1) まず，茨城県南部の自治体は環境負荷超過率が高く，県北部の自治体は低いことが明

らかとなった．これは，対象地選定の理由にもあるように，北部は山間部が多く環境

受容量の要素でもある森林地の面積が大きいためと考えられる．また，南部はつくば

エクスプレスの沿線開発によって環境受容量が減少したこと，そしてその開発によっ

て人口が集中したことで環境負荷量が増加したことが原因であると考えられる．この

結果は，茨城県を対象地として選定した妥当性を裏付けるものであると言える． 

2) 環境バランスを実現している（ 1r ）自治体は，全 44 自治体中 5 自治体のみである

ことが明らかとなった．そのため，環境バランスエリア提案制度を適用させる際には

値を設定した上で，環境負荷依存自治体にエリアを提案させる必要があると考えられ

る． 
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表 5-1 茨城県内全自治体における環境バランス 

番号 市町村 EF（ha） BC（ha） 環境負荷超過率
1 水戸市 119343 13435 8.88
2 日立市 85330 13881 6.15
3 土浦市 63149 6529 9.67
4 古河市 60939 9358 6.51
5 石岡市 34160 18053 1.89
6 結城市 22375 5587 4.00
7 龍ケ崎市 34921 3826 9.13
8 下妻市 19313 6131 3.15
9 常総市 27754 8164 3.40
10 常陸太田市 24743 31857 0.78
11 高萩市 13654 16603 0.82
12 北茨城市 20594 14544 1.42
13 笠間市 34917 18355 1.90
14 取手市 48345 2738 17.66
15 牛久市 35926 7429 4.84
16 つくば市 93998 22090 4.26
17 ひたちなか市 68504 4999 13.70
18 鹿嶋市 29181 4865 6.00
19 潮来市 13162 3321 3.96
20 守谷市 26902 1311 20.52
21 常陸大宮市 19809 28563 0.69
22 那珂市 23725 8108 2.93
23 筑西市 46430 15615 2.97
24 坂東市 23597 10094 2.34
25 稲敷市 20009 11757 1.70
26 かすみがうら市 18835 9573 1.97
27 桜川市 19560 14968 1.31
28 神栖市 41883 4100 10.22
29 行方市 15590 14306 1.09
30 鉾田市 21590 21114 1.02
31 つくばみらい市 19391 5032 3.85
32 小美玉市 22566 11353 1.99
33 東茨城郡茨城町 15087 10247 1.47
34 東茨城郡大洗町 7979 1212 6.58
35 東茨城郡城里町 9237 13888 0.67
36 那珂郡東海村 16544 2199 7.52
37 久慈郡大子町 9073 29497 0.31
38 稲敷郡美浦村 7531 1981 3.80
39 稲敷郡阿見町 21107 4642 4.55
40 稲敷郡河内町 4311 2916 1.48
41 結城郡八千代町 9478 5680 1.67
42 猿島郡五霞町 4030 1144 3.52
43 猿島郡境町 10729 3896 2.75
44 北相馬郡利根町 7669 1323 5.80

2.90
3.27

茨城県全体平均値
茨城県全体中央値  
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3) 茨城県の自治体別環境負荷超過率の中央値が 3.27，平均値は 2.90 であることが明らか

となった．α 値を設定する際には，身の丈にあった目標として中央値または平均値が参

考情報になると考えられる．茨城県においては，環境負荷超過率の値が守谷市と取手

市に関して極端に高いため，今回は中央値を参考情報として示している． 

 

5-3-2 つくば市を例とした検討 

 まず，全自治体のケーススタディを行う前段階として，各自治体がどのような環境バラ

ンスエリアを提案する可能性があるかを把握しておく必要がある．そこで，近年開発が進

んだ県南部で も人口が多いつくば市（環境負荷超過率は 4.26）を例として，その吟味を

行う． 

 この試案ではつくば市が単独で環境バランスエリアを構築しようと想定するため，他自

治体との競合は発生しない．ただ単に周囲の非依存自治体を順番に取りこんでいくという

ことになる．実際に順番に周囲の非依存自治体を取りこんでいった結果，環境バランスが

まだ達成されていないにもかかわらず，図 5-5 に示す状況で吸収できる自治体が無くなって

しまう． 

 この状況での新たなつくばエリアの環境負荷超過率は 1.28 である．なお，この試行の結

果生まれた新たなつくばエリアの形状は一つの自治体として見るには非常に広く，このよ

うな形で無理に絶対的な環境バランスを達成しようとすることは必ずしも望ましいことで

はない．ここでは方法論において記述したとおり，当面の環境バランス目標値として 1.0 よ

りも緩和した環境負荷超過率を導入し，更に検討を進めることとする．α 値の設定には多様

図 5-4 茨城県内全自治体における環境負荷超過率の現状 
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な考え方があるが，ここでは 3.27（県内全自治体の中央値）に設定する．この α 値の下で

は，環境負荷依存自治体であるつくば市は図 5-6 のようなエリアになる．  

 一方，非依存自治体の取り込み方にも様々なメニューが考えられる．そこで，本節では

引き続きつくば市を例に，いくつかのメニューを設定することで出来る環境バランスエリ

ア案を検討していく．そのエリア案が図 5-7～図 5-9 である．これらの図に関して，以下の

成果が得られた 

1） まず，図 5-7 はつくば市を通る常盤自動車道沿線上の自治体を，その通過順に取り込

むことで環境バランス達成を目指したものである．ただし，通過順に取り込むために，

依存自治体である土浦市も取り込むことで，環境負荷超過率が上がってしまっている．

しかし，通過順に自治体を取り込むことで，α 値を達成した環境バランスエリア案が

提案できた． 

2） 次に，図 5-8 は，10%通勤圏に含まれるつくば市及び土浦市を起点とする鉄道沿線上の

自治体を通過順に取り込むことで環境バランス達成を目指したものである．これは，

既存の圏域を環境バランスの観点から評価したとも言い換えることができ，環境バラ

ンスエリア概念の更なる活用可能性が示唆できた．また，つくば土浦通勤圏を環境バ

ランスの観点から評価すると，環境負荷を吸着しきれず，不十分であることが示され

た． 

3） さらに，図 5-9 は茨城県内で環境負荷超過率を も下げる自治体を取り込むことで環

境バランス達成を目指したものである．これは特殊な例ではあるが，メニュー次第で

は環境バランスエリアが飛び地になることも想定できる． 

4） 隣接し，環境負荷超過率を も下げるという基準だけでなく，上述したような日常生

活に密接に関わるだけでなく，上述したような日常生活にメニューを設定することで，

より地域住民の生活スケールに関わりがあると考えられる環境バランスエリア案を提

案できる可能性が示唆された．このようにして提案されたエリア案を検討することで，

住民の生活圏などに配慮したものとして，自治体圏域への適用が可能となると考えて

いる． 

 

5-3-3 茨城県全体を例とした検討 

 以下では自治体間の競合も考慮した形で，茨城県全自治体を対象としたケーススタディ

を行う．まず， 値を中央値 3.27 に設定した場合，茨城県において 値を超過している依存

自治体は，図 5-10 に示す 22 自治体である．これらの自治体がエリア提案自治体となる． 

これらの自治体が前章で構築した手順に従って制度に参加した場合の結果として，茨城県

における環境バランスエリア案を図 5-11 に示す，各エリア提案自治体が支払う報酬額を表

5-2 にそれぞれ示す．地域の取り込み方の手順としても先述しているが，再掲すると，環境

バランスを達成できていない依存自治体Ａ市とＢ市があり，既に環境バランスを達成して

いる非依存自治体Ｃ市の取り合いになった場合，合併を通じて環境負荷超過率の削減割合 
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図 5-5 つくば市が環境バランス達成を目指したエリア案（α=1，メニュー：隣接） 

図 5-6 つくば市の環境バランスエリア案（α=3.27，メニュー：隣接） 
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図 5-7 つくば市の環境バランスエリア案（α=3.27，メニュー：常磐自動車道） 

図 5-8 つくば市の環境バランスエリア案（α=3.27，メニュー：鉄道沿線） 
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がＡ市の方がＢ市より大きいのであれば，A 市と C 市の合併を優先すべきであるという考

え方に基づいている． これらの図から以下のことが明らかとなった．

1) 図 5-11 から，本ケーススタディによって茨城県の全 44 自治体は，16 の環境バランス

エリアと，10 の環境バランス未達成のエリアとに再編された．前者には 31，後者には

13 の自治体がそれぞれ取り込まれたことになる．茨城県南部の東京に近いところで未

達成エリアが多くなっている．広域行政の観点から市町村合併が行われてきたが，環

境バランスの観点からみると，目標値を中央値に緩和した水準から見ても，現状の行

政域では不十分であることが示された．一方，この環境バランスエリア案をそのまま

自治体圏域として考慮するにはまだ課題がある．実際に適用を行っていくうえで住民

の生活圏や歴史的経緯などにも配慮を行っていく必要は当然存在する．

2) 表 5-2 に示したとおり報酬額に関しては，総額 2000 億円以上が自治体間及びペナルテ

ィとして県内を循環することが明らかとなった．この金額は，茨城県の全自治体にお

ける一般会計予算総額の約 20%に相当する．各自治体にとっても十分な環境バランス

改善のインセンティブになると考えられる．

図 5-9 つくば市の環境バランスエリア 

（α=3.27，メニュー：環境負荷超過率 小） 

この報酬は，環境負荷超過率の下げ幅に応じて，エリア内の依存自治体から非依存自治

体へと支払われる．この報酬の使途に関して，本制度の目的を考慮すると，環境バランス

改善に資する基盤整備等に用いられることが望ましい．
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図 5-11 茨城県内全自治体の環境バランスエリア案 

（黒太枠内は環境バランス未達成のエリア）

図 5-10 茨城県内の環境バランスエリア依存自治体 

（着色した 22 自治体） 
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一方，既存の流域圏概念に基づくと，茨城県は大きく 4 つの流域圏がある（茨城県の流

域図を付録 15 に示す）．流域圏と比べて，環境バランスエリアに含まれた自治体数が少な

いことで，各自治体の責任関係がより明確化し，環境改善のインセンティブが高いと考え

られる．図-11 で同一の環境バランスエリアになった範囲ないの自治体は，ほとんど同じ流

域圏に位置しているが，異なる流域圏に属する自治体を有するものもある（例えば土浦市・

石岡市と笠間市）．そのような環境バランスエリアに対して，環境計画の実施には，水質保

全，治山・治水対策，森林，農用地の管理などを特に考慮する必要がある．

5-4 本章のまとめ

5 章では，環境バランス評価ツールを用いた都市・地域計画への活用方法として，環境バ

ランスエリア提案制度の提案を行った．そして，茨城県を対象としたケーススタディを行

うことで，この制度の適用可能性を明らかにした．

1) 本章では，環境バランスエリアという概念を初めて提案した．この概念は，環境負荷

依存自治体と，環境負荷負担自治体を一つのエリア内に含めることで環境面の依存関

係を明確にすることができる．これは自治体スケールのみならず，他の空間スケール

での活用可能性も示唆された．

2) 環境バランスエリアの概念を活用して，自治体内での環境バランス改善を促すフレー

ムワークとして，環境バランスエリア提案制度を設計した．この制度は，環境負荷削

減目標値の設定次第で国内のあらゆる地域に活用することができると考えられる．ま

た，制度適用による自治体間での資金循環の総額の大きさからも，各自治体内での環

境バランス改善を促すインセンティブになると言える．したがって，この制度は適用

可能性を十分に満たしている．

3) 環境バランスエリア提案制度の制度設計を行ったが，この制度の本来の目的は各自治

体内での環境バランスの実現である．したがって，エリア提案自治体に対してそれぞ

れが提案するエリアの規模に対する制約も検討すべきである．
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表 5-2 茨城県内全エリア提案自治体が非依存自治体に支払う報酬額一覧 

環境依存
自治体

初にエリア
内に含まれた
自治体への

報酬額
（億円）

２番目にエリア内
に含まれた自治
体への報酬額

（億円）

ペナルティ額
（億円）

阿見町 - - 28.0
潮来市 - - 17.2
牛久市 106.5 - -
大洗町 - - 20.7
鹿嶋市 62.2 - -
神栖市 141.2 - -
古河市 75.8 21.2 95.9
五霞町 - - 2.5
常総市 3.3 - 70.0
つくば市 90.5 - -
つくばみらい市 13.1 - -
土浦市 139.4 21.5 -
東海村 23.2 - 15.4
利根町 - - 14.7
取手市 - - 170.5
ひたちなか市 124.6 - 82.9
日立市 150.5 - -
美浦村 - - 6.4
水戸市 209.8 103.0 -
守谷市 - - 95.7
結城市 15.9 - -
龍ケ崎市 80.1 - 36.1

資金循環総額（億円） 2037.5  
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6 集落スケールでの環境バランス評価 

 

 4 章では都道府県スケール，5 章は自治体スケールでの環境バランス評価ツールを用いて，

それぞれのスケールでツールの適用を行った． 終的にはこのような広域スケールで環境

バランスの達成を目指していく．しかし，地理環境や交通利便性などによって，ライフス

タイルが異なり，居住者消費から発生する環境負荷も異なる．環境政策の取組は地域・個

人まで連携するため，居住者の生活に直接影響を与えているスケールでの検討が必要であ

り，地域住民が自分の日常生活に関わる環境バランスを 終的に地域データと積み上げる

仕組みが求められている．そこで本章では，日本における旧来の住民の生活や活動の基礎

単位である「集落」を研究の対象スケールにして，「集落」スケールの環境バランス評価ツ

ールの提案と適用を行う．集落の特徴と立地などから，日常生活から発生する環境負荷と

集落を持つ環境受容が異なることを示すことが本章の目的にする． 

 

6-1 本章の内容  

 まず節 6-2 では，対象都市の概要を記述する．対象都市の選定については，都市域では非

常に高い環境負荷量，過疎地域非常に高い環境受容量と，バランスの欠如した極端な結果

しか得られず，指標の適用可能性が十分に判断できない．小地域で環境バランスを確認す

る手法を開発するため，本章では大都市圏郊外の集落を対象とする事が も適していると

考えられる．本章では空間的に独立した集落分布が伝統的に見られる北関東地域の中で，

都市開発の影響を間接的に受けた典型的な地域である茨城県つくば市を対象とする． 

 次に，節 6-3 では，3 章で開発した集落スケールの環境バランス評価ツールを用いて，つ

くば市をケーススタディとして，ツールの有用性を検証する．セクション 6-3-1 では，集落

の環境負荷の評価によって，集落居住者の日常生活がどれくらい環境に影響を及ぼすのか

を数値で示した．セクション 6-3-2 では，環境受容の評価により，実際に供給できる環境資

源がどれくらいあるにかを明らかにした．セクション 6-3-3 では，環境超過率を用いること

で，集落の環境バランス達成の程度を定量的に評価した．  

 

6-2 分析対象都市 

つくば市は筑波地区，大穂地区，豊里地区，谷田部地区，茎崎地区と桜地区の6つの地区

から構成され，首都東京から北東に約50km，成田国際空港から北西に約40kmの距離に位置

する人口約22万人の特例市である．現在，日本の約分3の1の国等の研究機関や，多くの民

間研究機関・企業が立地する国際研究開発拠点として成長している．第4期科学技術基本計

画には，筑波研究学園都市は，産学官協働を推進し中核的な研究開発拠点として強化を図

ることが位置づけられた．また，2005年のつくばエクスプレスの開通に伴い，交通の利便

性が向上，沿線の都市開発も急速に発展している．つくば市における6つの地区と研究学園
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地区の位置関係は図6-1に示す． 

 また，都市の発展と共に集落数が増減しているため，過去における集落の変化を把握す

る必要がある．本章では，「地図で見るつくばの変遷」（日本地図センター，1996）を用い

て，対象地域の地図から集落の位置情報を確認する．この地図は，つくば市を対象に明治

から平成に至る 4 代 5 時期の旧版地図及び現行図である 2 万分 1，2 万 5 千分 1 地形図を使

用し，国土地理院の承認を得たものであるため，信頼性がある．旧版地図と現在の都市利

用地図を比較することで，伝統的な集落と現在統計上で使われている大字と対応づけるこ

とができる．対象集落の選定基準は以下となる． 

対象集落は当該地図の凡例において(1)地名が地図上に載っており，(2)1971 年時点で居住

の集積がみられる地域を集落として分析を行った．つくば市における集落のイメージ図は

図 6-2 で示す．集落は樹木林・畑などに囲まれている．また，研究学園など計画的な都市整

備を通じ，集落としての形態が既に消失した地域(研究学園地区)は対象外とする． 

集落の範囲に関しては，その集落が位置している大字とする．大字に存在している森林

地や耕作地などは全部その集落が所有していると仮定する．複数の集落が一つの大字に位

置している場合では，それらの集落の環境バランス達成状況は同じと考えられる．具体的

には，「都市計画基礎調査」（つくば市都市計画課，2012）と「地図で見るつくば市変遷」（日

本地図センター，1996）により，集落と町丁目の対応関係を確認し，集計を行う．「都市計

画基礎調査」における調査区の設定は大中小細の 4 つのゾーン区分があり，中ゾーンの区

域界，線引き界は大字とほぼ一致している．また，集落は 1971 年の地図を用いて，つくば

市都市計画地図と比べながら対応関係を確認する．つくば市における各地区の集落と大字

の対応は図 6-3 に示す．なお，具体的な大字名と集落名の対応関係は付録 2 に示す． 

 

6-3 集落スケールの環境バランスの評価 

6-3-1 環境負荷量    

3章で構築した集落スケールの環境バランス評価ツールを用いて，つくば市を対象として

環境バランスの評価を行った．まずは，集落の環境負荷の評価によって，集落居住者の日

常生活がどれくらい環境に影響を及ぼすのかを数値で示した．また，環境資源の評価によ

り，実際に供給できる環境受容量がどれくらいあるにかを明らかにした． 後は，環境超

過率を用いることで，集落の環境バランス達成の程度を定量的に評価した． 

その結果，つくば市における集落の一人当たりの平均環境負荷量は 0.63 ヘクタールであ

った．具体的な環境バランスの評価を表 6-1 に示す．この表によって，EF に占めるエネル

ギー･フットプリントの割合が 60％以上を超えていて，CO2を吸収するための土地が一番必

要であることを明らかにした．また，輸送エネルギーEF が EF 値の 1/4 以上を占めており，

海外から日本国内への輸入により発生した環境負荷は大きかった．国内・地域内での食料

などの地産地消の重要性が EF 指標の観点から明らかになった． 

 EF 値に占めた割合が高い耕作地フットプリントとエネルギー･フットプリントに関して
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は，図 6-5 の(a)～(c)に集落ごとの一人当たりの量を示している．輸送部門フットプリント 

 

 

図 6-1 つくば市の構成 

 

 

 

図 6-2 つくば市における集落のイメージ図 

 

58



 

 

7 対象外 
 

図 6-3 集落数と大字の対応図 

 

に関しては，全国平均で算出しているため，1人当たりの図を提示していない．また，一人

当たりの環境負荷量の合計は図6-5のその4)で示す．なお，図6-1で提示した研究学園地区は

本分析の対象外であり，いずれの図にも淡黄色で提示している．図6-5から，以下のことが

明らかとなった． 

1) 環境負荷に関する具体的な消費品目のフットプリントを図6-5の(a)~(c)に示す．耕作地

EFは大きな差が見られないが，研究学園地区周辺の集落のEF値がやや低くなっている．

それは都心部周辺での集落において，一人当たり食糧消費が少ない子供の割合が多い

からと考えられる． 

2) 家庭エネルギーEFについては，つくば市西における集落の一人当たりエネルギー消費

量がより少ない．それに対して，戸建てで世帯当たり人員数の少ない南部の集落で相

対的に消費が高くなっている． 

 

表 6-1 つくば市の環境バランス評価 

民生家庭 民生交通 輸送

フットプリ
ント値

0.085 0.012 0.082 0.195 0.081 0.176 0.632 0.063 0.026 0.008 0.097

割合 13.5% 1.9% 13.0% 30.9% 12.8% 27.9% 65.0% 27.0% 8.0%

牧草地
（ha/人）

森林地
（ha/人）

BC（ha/人）
エネルギーフットプリント（ha/人）耕作地フットプ

リント（ha/人）
牧草地フットプ
リント（ha/人）

紙フットプリ
ント（ha/人）

EF (ha/人)
耕作地
（ha/人）
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3) 研究学園地区周辺，またつくばエクスプレス沿線に位置している集落の一人当たり交

通エネルギーEFが低い傾向を示している．鉄道などが無く研究学園地区までの移動距

離が長い北部の集落で相対的に値が高くなっている．また，山間部において都市施設

が少ない集落に関しては，生活・公共交通利便性が低いなどの原因によって，自動車

利用による発生した環境負荷が一番高いことを明らかにした． 

4) 全体のEF を見ると，筑波地区の環境負荷が高いことが明らかとなった．それに対して，

研究学園地区周辺の集落の環境負荷が相対的に低くなっている． 

 

 

その 1) 耕作地フットプリント 

図 6-5 集落における一人あたりの環境負荷 

 

0.080 以上 

0.078－0.080 

0.0770－0.078 

0.000－0.077 
0   2   4 km 

面積(ha/人) 
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その 2) エネルギーフットプリント・民生家庭 

図 6-5 集落における一人あたりの環境負荷 

                  

その 3) エネルギーフットプリント・民生交通 

図 6-5 集落における一人あたりの環境負荷 

0.204 以上 

0.181－0.204 

0.142－0.181 

0.000－0.142 

0   2   4 km 

面積(ha/人) 

0.090 以上 

0.075－0.090 

0.060－0.075 

0.000－0.060 

0   2   4 km 

面積(ha/人) 
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その 4) EF 

図 6-5 集落における一人あたりの環境負荷 

6-3-2 環境受容量    

 3章で述べたように，環境受容量（BC）とは,EF指標値の各構成要受け入れるための土地

利用面積 (例えば,対象地域の食料消費に伴って必要となる農用地を,その対象地域内でどれ

だけ準備できているか等) のことを指す．集落のBCを算出するには，自治体・都道府県ス

ケールで使用したデータ（農林業センサスと林業統計）が利用できない．そのため，本章

では詳細な土地利用が把握できる「都市計画基礎調査」（都市計画基礎調査，2010）を用い

る． 

 都市計画基礎調査によるつくば市の土地利用を図6-6～6-8に示す．図6-6は森林地と牧草

地，図6-7は荒地と都市的土地，図6-8は水域とその他の土地利用を示している．つくば市は

北に筑波山を擁し，東には日本国第2位の面積を有する霞ヶ浦を控え，豊かな自然資源を有

する．筑波山地域を除く市域の大部分は，筑波・稲敷台地と呼ばれる平坦な地形であり南

北に流れる小貝川，桜川，谷田川，西谷田川などの河川は，周辺の平地林，畑地あるいは

水田等と一体となって落ち着いた田園風景を醸し出している．一方，節6-2で述べたように，

研究学園の開発とつくばエクスプレスの開通に伴い，都市的土地は研究学園地区に集中し

ている． 

 図6-6〜6-8に沿って，つくば市の環境受容量を算出し，その結果を図6-9の1)-4)に示す．

図6-9により以下の結果が言える． 

1） 研究学園地区周辺の環境受容量は相対的に小さい．環境受容量の算出結果により，研

究学園地区周辺では，都市開発によって環境受容量が相対的に小さくなっている． 

0.680 以上 

0.640－0.680 

0.600－0.640 

0.000－0.600 
0   2   4 km 

面積(ha/人) 
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2） 西に位置している集落では広大な農地と平地林が存在し，北の筑波地区（筑波山周辺）

は豊かな森林資源を保有している．また，牧草地に関しては，豊里と筑波北になどの

地区で散見されるが，全体的に畜産のための土地は少ない． 

3） 郊外部おける集落の一人当たり環境受容量が高い傾向を示している．それは単に自然

資源が豊かなだけではなくて，郊外部の人口密度が低いことも原因だと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図 6−6 つくば市の土地利用（森林地と耕作地） 
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図 6−7 つくばの土地利用（荒地と都市的土地） 

 

図 6-8 つくば市の土地利用（水域とその他） 
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0.22 以上 

0.16－0.22 

0.06－0.16 

0.00－0.06 

面積(ha/人) 

 

その 1) 耕作地           

図 6-9 集落における一人当たりの環境受容量 

 

 

0.10 以上 

0.05－0.10 

0.02－0.05 

0.00－0.02 

面積(ha/人) 

 

その 2) 森林地 
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図 6-9 集落における一人当たりの環境受容量 

0.04 以上 

0.02－0.04 

0.01－0.02 

0.00－0.01 

面積(ha/人) 

 

その 3) 牧草地 

図 6-9 集落における一人当たりの環境受容量 

0.60 以上 

0.25－0.60 

0.15－0.25 

0.00－0.15 

面積(ha/人) 

 

その 4) BC 

図 6-9 集落における一人当たりの環境受容量 
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6-3-3 環境バランス 

図 6-10 では，環境負荷超過率を用いて，集落の環境負荷がどれくらいオーバーしている

のかを示している．また，そのバランスの達成状況はより厳格に評価するために，集落ご

とに消費品目内容等と受容能力の対応関係を図 6-11 と図 6-12 で示した．食料消費と耕作地

との関係を「耕作地超過率」，エネルギー資源と森林の対応を「森林地超過率」として定義

した．これらの図から，以下のことが言える． 

氏原・谷口モデルによって，つくば市の平均環境超過率は 4.29，茨城県の平均値は 2.97

である．図 6-10 によって，谷田部・桜地区ではつくば市の平均値を超過している集落があ

ることを明らかにした．それらの地域は都市活動が集積している研究学園地区に隣接して

おり，都市活動の滲み出しが存在するためと考えられる．また，筑波・茎崎地区では，茨

城県の平均値を超過している集落が見られ，都市機能が郊外部へ拡散している状況が EF 指

標の観点から明らかにできたと言える． 

図 6-10 によって，筑波・豊里地区では環境超過率が 1 以下，すなわち，人間活動により

発生した環境負荷が環境受容量を本分析で考慮した範囲で超過しておらず，環境負荷に見

合うだけの環境受容量を有している集落も少なからず存在していることが明らかとなった．

しかし，一人当たりの EF と BC の指標値に対する考察を通じ，環境超過率が 1 以下である

からといって，その集落の居住者のライフスタイルの環境負荷が必ずしも低いというわけ

ではない事も明らかになった．単に人口が少ない事で集落での環境バランスが達成されて

いるというケースも散見される． 

図 6-11 には耕作地の環境超過率を示している．研究学園地区周辺では環境バランスが達

成できない集落があるが，筑波地区・大穂地区・豊里地区ではバランスが達成した集落が

多く存在している．耕作地超過率が 1 以下になっている集落に関しては，地域内での食糧

の持続可能な生活が成立し，都心部はそれらの集落に依存していることを明らかにした． 

森林地超過率は図 6-12 に示している．筑波地区では森林バランスが達成している集落が

存在している．そのほかの地区では，基本的な集落の森林超過率は 5 以上であって，大き

く環境の受容力を超過している．車依存などにより地球温暖化問題が深刻化していること

が EF 指標の観点から明らかとなった．そのため，今後の環境改善のための施策を検討する

際に，森林超過率の削減は重点的に取組むべきである． 

 

6-4 本章のまとめ 

 本章では独自に改良した集落スケールでの環境バランス評価ツールを用いて，つくば市

における集落を対象とした環境バランス評価を実施することで，その適用可能性を検討し

た． 

1) EF 指標を見ると，つくば市における集落の平均一人当たりの環境負荷量は 0.61 ヘクタ

ールであり，その中では，エネルギー･フットプリントの割合が 60％以上を超えていて，
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CO2 を吸収するための土地が一番必要であることを明らかにした． 

4.29 以上 

2.98－4.28 

1.01－2.97 

0.00－1.00 

環境負荷超過率 

 

図 6-10 集落における環境負荷超過率 

 

 
図 6-11 集落における耕作地超過率 

5.0 以上 

3.0－5.0 

1.0－3.0 

0.0－1. 0 
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5.0 以上 

3.0－5.0 

1.0－3.0 

0.0－1. 0 

 

図 6-12 集落における森林地超過率 

 

2) 輸送部門フットプリントが EF 値の 1/4 ぐらいを占めており，海外から日本国内への輸

入により発生した環境負荷は極めて大きかった．国内・地域内での食料などの地産地

消の重要性が EF 指標の観点から明らかとなった． 

3) 戸建てで世帯人員数の少ない集落で相対的に民生家庭フットプリントが高いことによ

って，住宅地の有効利用が環境負荷の削減に効果的であると考えられる．具体的には，

都市のコンパクト化による撤退にあわせた集合住宅の開発や，これから増えしつつあ

る単身高齢者向け住宅の推進などにより，一人当たりの EF 値を削減する可能性が高い． 

4) 公共交通利便性が低くなると，民生交通フットプリントが増える傾向が見られた．そ

のため，交通利便性の高い都心地域への移住促進と，郊外部の地域公共交通の活性化・

再生などが重要である． 

5) 都心部における一人当たりの EF 値が相対的に低いが，BC 値も低い．また，環境負荷

超過率から見ると，都心部では人口が集中しているため，都心部の環境受容量が消費

を全部吸収することが困難である．そのため，都心部は周辺の地域に依存していると

いう認識が重要である． 
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7 個人意識を考慮した集落の環境バランス改善可能性 

 

第6章では，3章で提示した環境バランス評価ツールを用いて，つくば市における集落の

環境バランスの実態を明らかにした．結果として，環境資源が多く残っている都市圏縁辺

部の集落においても，緑地開発や田畑の荒廃，自動車依存化などによる環境問題が悪化し

ていることを明らかにした．環境バランス改善に向けた地域計画や環境マネジメント手法

について検討するためには，それらの対策の実施による改善効果を定量化することが重要

となる．一方，1章で述べたように，環境問題に対応していくのは国や自治体，産業界にお

ける巨視的な取組だけではなく，その構成の原単位である居住者の日常生活から行動を見

直す必要があると言える．その見直しの効果を把握するため，居住者の意識を考慮しなけ

ればならない．そこで本章では，居住者のライフスタイルの見直しの可能性について，ア

ンケート調査を実施し，その結果に基づいて集落における環境バランスの改善可能性を明

らかにすることを目的にする． 

 

7-1 研究内容 

 本章は集落の環境バランス改善可能性を明らかにすることを目的にする．そのため，6章

節6-1で記述した理由と同様に，大都市圏郊外部に位置するつくば市を対象にする．なお，

集落の地域特性や個人特性などとの関連付けを目的とするため，集落内でのまとまったサ

ンプルを複数個所で取ることが望ましい．よって，本章ではつくば市内10集落を対象とし

て選定し，居住者の全数調査を実施する． 

 節 7-2 では調査概要について記載する．日常生活の見直しによる環境改善の可能性を検討

するためのアンケート項目を設定する．また，個人属性により環境改善行動を実践する程

度が異なるため，個人の年齢・職業により居住者グループを分類し，分析単位として設定

する．節 7-3 では，アンケート調査の結果により，居住者グループ別に，ライフスタイルの

見直しの実施程度を明らかにする． 

 節7-4では，日常生活の見直しを通じ，どれだけの環境改善が生じ得るかについて，シナ

リオ分析を行なう．また，3章で構築した環境バランス評価ツールを用いて各グループの環

境負荷改善の潜在可能性を明らかにする． 

 節7-5では，節7-4の結果を踏まえて，対象１0集落における環境負荷側と環境受容側両方

の改善策を考慮し，集落における環境バランスの改善可能性を定量化する． 

 

7-2 アンケート調査概要と居住者グループ設定 

 アンケートの調査概要を表7-1に示す． 

 つくば市は地方都市であり，持続可能性の改善可能性が都心・中山間地域に比して多く

潜在すると推測される．従って，対象集落の選定については，つくば市内でも，開発計画
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区域に当たらない，集落的な住環境が残る地域を選定した．各集落の立地と特徴を図 7-1 に

示す．対象集落の概要を表 7-2 に示す．世帯の特性を調査する世帯票を世帯につき 1 部，個

人の行動実態を調査する個人票を 1 世帯につき 2 部配布した． 

 また，本章では，アンケート調査の結果から個人の日常生活において実現可能な行動に

よる環境負荷改善の潜在可能性を分析する．将来的には少子高齢化や都市機能の拡散が進

み，耕作放棄地，自動車依存やエネルギー消費の拡大などによる環境負荷の高まりが懸念

されている．本章では実際に政策で検討する際に，ライフスタイルの見直しによる実現可

能性があると考えられる3つの方面から検討を行う．具体的には1)食料自給率の潜在上昇可

能性，2)交通エネルギー消費の潜在削減可能性，3)家庭エネルギー消費の潜在削減可能性の

3つである．そのため，アンケートの内容に関しては，個人属性の他，以上の３つの方面か

ら考え，日常の食生活，公共交通をより利用する潜在可能性，再生可能エネルギー普及の

潜在可能性，価格政策によるエネルギー消費の潜在削減可能性などに関する質問を行った．

さらに，日常生活での環境に対する配慮の程度や，冷暖房の温度設定を控えめにするなど、

実際の環境配慮の意識と行動に関する設問を設けた． 

一方，2章で述べたように地域属性と個人属性・世帯属性により特定のライフスタイルの

 

表 7-1 アンケート概要（つくば市） 

調査名 つくば市日常生活に関する調査

調査対象
茨城県つくば市内10集落（高良田、山口、松
野木、天宝喜、上里、松野木、高良田、飯
田、上萱丸、中別府）の世帯、全数調査

調査期間 2014年5月19日～23日

配布・回収方法
ポスティングによる直接配布
郵送による回収

配布部数 1180世帯
回収部数（回収率世帯数:208（18％）、個人数:329

主な質問項目

・日常の食生活
・日常の交通行動
・日常の電力使用
・周辺環境に対する考えや行動について  

 

表 7-2 対象集落概要 

人口

山口 471
下原 188
上里 451
高良田 451
中別府 549
天宝喜 411
飯田 363
東平塚 525
上萱丸 194
松野木 572

平均世帯
人数

平均値
自動車

平均ガ
ソリン代

食料自給１0%以
上世帯の比率

3.00 2.30 1.70 0.13
3.50 3.00 2.80 0.69
3.70 2.50 2.80 0.27
3.30 1.90 2.30 0.28
3.90 2.60 2.30 0.47
3.60 2.70 2.50 0.35
3.00 2.20 2.40 0.26
3.30 3.00 2.70 0.61
3.10 2.30 1.90 0.36
3.60 2.50 2.20 0.44  
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見直しを実践する程度が異なると指摘されている．そこで，本章ではそれぞれに分散分析

を行ったところ，地域属性（集落別）による有意差は確認されなかった．また，世帯属性

と年齢層が重複しているため，年齢・職業を用いて分類を行う．具体的には，調査対象を

年階層・職業により6つの居住者グループに分類し，分析単位として設定する．各グループ

の定義を表7-3で示す．このような基礎的な個人属性による分類を用いることで，他の都市･

地域との基礎的な統計データに基づく比較検討が可能となった． 

 

7-3 アンケート調査の結果  

 アンケート調査の結果について，以下の3つのシナリオから分析する，1)食料自給率の潜

在上昇可能性，2)交通エネルギー消費の潜在削減可能性，3)家庭エネルギー消費の潜在削減

可能性の3つである．また，環境を配慮しているかどうかについて，その意識と実際の行動

高速道路IC/JCT

鉄道駅

高速道路

鉄道

対象地

山口：森林地面積が も広い
環境負荷超過率が も低い

下原：一人当たりEFが も高
い

天宝喜：一人当たりEFが も
高い

松野木：環境負荷超過率が
も高い

飯田：谷田部IC 寄り

上里：耕作地面積が も広い

中別府：環境負荷超過率が中
位

高良田：荒地面積が も広い

上萱丸：鉄道駅（みどりの）
寄り

東平塚：単身世帯が集落の世
帯数に占める割合が高い

 
図 7-1 アンケートの対象地（つくば市） 

 

表7-3 居住者グループの分類（つくば市） 

番号 グループ名 グループの分け方 サンプル数

G① 若年者 10歳～29歳、及び学生 26

G② 壮年有職者 30歳～49歳、職業あり 69

G③ 中年有職者 50歳～65歳、職業あり 72

G④ 主婦（無職者） 30歳～65歳、主婦等、職業なし 52

G⑤ 高齢者 66歳以上、農林業従業者を除く 78

G⑥ 農林業従事者 全ての年齢層を含む、農林業従事者 19  
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との関係について把握する．

7-3-1 食料自給率の潜在上昇可能性

耕作地荒廃や海外輸入依存などの問題に対して，国産食料に対する関心度と，地元産食

料の購入に対する意識について質問を行った．図7-2は，食料品を購入する際に「国産品で

ある」ことが選好の決め手と回答した54.4％の回答者について，飼料も国産である肉の購入

意向を示している．図7-3はつくば市内の地場産のものを販売している朝市や直売所の利用

の頻度を居住者グループ別に示しており，図7-4はどのような変化があれば朝市や直売所を

より利用しようと感じるのかを示している．これらの図から以下のことが考察できる．

1) 図7-2について，90％以上の人が「値段が少し高くても国産飼料使用の肉を購入したい」

という意向を示した．特に値段が「30%程度まで」高くても購入したいとした回答者も

18％存在しており，食料自給率の低下を抑制している一要因である肉の飼料を国産品

に代替しようとした際に，ある程度の価格転嫁が受け入れられる可能性があることを

示された．

2) 図7-3について，G①若年者の利用頻度は一番低く，60％以上の若年者が「ほとんど利

用しない」と回答した．また，G⑤高齢者やG④主婦のような自由な時間を持つ層は利

用する頻度が高くなる傾向がある．また，各グループ間において朝市や直売所の利用

の頻度に明確な差があることがχ2検定によって確認することができた．

3) 図7-4について，「安くなる」，「家の近くにある」と「品揃えが多い」と回答した人が多

い．

7-3-2 交通エネルギー消費の潜在削減可能性

交通手段に対する意識について把握した，まず，公共交通分担率向上による自動車交通

量の減少を想定し，路線バスの利用意識について把握した．その結果を図7-5に示す．また，

図7-6はガソリン価格政策による自家用車使用の削減や交通手段の転換の議論の材料として，

値上げに対する意識を居住者グループ別に示している．

1) 図7-5において「以下の条件が仮に実現した場合，バスをより利用するようになると感

じるもの」という質問に対して，「運賃が低くなる」，「家の近くにある」，「運行頻度が

高くなる」という回答が多数を占めている．人口減少社会において，これら全ての条

件を満たす路線バスの運営，維持は困難であり，今後デマンド型交通の導入，促進が

適当であると考えられる．また，「利用するつもりはない」との回答は10％と少なく，

公共交通サービスの向上による利用率の増加が期待できる結果となった．

2) 図7-6において，ガソリン価格の調整への対策を示した．10％の値上げの際，グループ

間に差はなく，ほとんどが「特に何もしない」と「以前より節約する」と回答した．

しかし，30％まで値上がりした場合，グループ間で差が見られた．G①・G③の壮・中

年有職者において，「公共交通で移動する」と「電気自動車や低燃費車への乗り換え」

を検討する人が多い．また，「電気自動車や低燃費車への乗り換え」に関しては，特に
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G①若年者において検討する人が多い．G⑥農林業従事者に関しては，ガソリン価格の

値上げの程度による対策の変化がほとんどない．

7-3-3 家庭エネルギー消費潜在削減可能性

電力の利用へ対する意識について把握した．結果を図7-7～図7-9 に示す．まず，太陽光発

電施設の設置有無と設置しない理由について図7-7～図7-8に示した．また，電力価格政策に

よる電力使用の削減やそれに伴う省エネルギー商品利用の増加を想定し，その意識につい

て図7-9に示した．以下に結果と考察を示す．  

1) 図7-7について，約60％が，「設置したいができない」「設置したいと思わない」「分から

ない」と，設置に消極的な回答している．

2) 図7-8について，設置しない理由においてχ2検定を行った結果，グループ間で明確な差

が示された．G①若年者においては，自分の持ち家がなく，「賃貸住宅であるから」と

いう回答が多い．G⑤高齢者において，「その他」の回答が多く「高齢であるため，長

く使用できない」などの理由を述べている．また，全体として，「初期費用」「維持管

理」「公的な補助」は重要な理由とされている．今後技術の発展による設置費用の削減

や政府の支持などによって，再生可能エネルギー施設の更なる普及が期待される．

3) 図7-9について，800円の値上げする際，ほとんどは「前より節約する」のみの回答とな

っているが，2500円の値上げの際，半分程度の人は太陽光発電設備，省エネ家電とリ

フォームを検討すると回答した．つまり，ガソリン価格調整への対策と異なり，農林

業従事者は電気料金の変化に対し感度が高いと言える．

7-4 日常生活の見直しから見る環境改善の潜在可能性

本節では，居住者グループを分析単位として，シナリオに対する意識が異なることを踏

まえ，より適性の高い環境改善方法の検討を模索する．具体的なシナリオは節7-2のアンケ

ート調査設定を参考にし，1) 食料自給率の潜在上昇可能性」，2) 交通エネルギー消費の潜

在削減可能性」と3) 家庭エネルギー消費の潜在削減可能性」を設定する． 

まず，改善の潜在可能性を検討するためには，各グループにおける個人の環境負荷の評

価が必要となる．本章では3章で提示したEF指標を用いて，グループ別の環境負荷を明らか

にした．その結果を図7-12に示す．耕作地フットプリントと牧草地フットプリントに関して

は，グループ毎に大きな差が見られないが，G①若年者が海外輸入に依存度の高い畜産品な

どの摂取量が多いため，EF値が相対的に高くなる．また，戸建に住んでいる単身世帯の割

合が高いG⑤高齢者グループの民生家庭フットプリントが相対的に高い．民生交通フットプ

リントについては，ライフスタイルが異なることによって差が顕著である．民生交通フッ

トプリントが全体のEF値に高い割合を占めており，G①若年者以外のグループは自動車に依

存していることを明らかになった．

それぞれのシナリオにおける環境負荷の改善効果の算出方法の概略を表7-4に示している．
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 

N=179 

30%程度まで 20%程度まで 10%程度まで 

値段が安い海外産を購入する その他

図7-2 国産飼料使用の肉の購入意向（つくば市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

G①(N=25)

G②(N=66)

G③(N=58)

G④(N=53)

G⑤(N=74)

G⑥(N=17)
ほぼ毎日 週2，3回 週1回

月2，3回 年10回以下 ほとんど利用しない

χ2：p=0.021

図7-3 朝市や直売所の利用の頻度（つくば市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=325

分からない その他安くなる 家の近くにある

品揃えが多くなる 販売時間・曜日が多くなる

どうしても利用しない

図7-4 利用増加の要因になりうる朝市や直売所の利用環境の変化（つくば市） 

潜在的な削減量を算出するために，各シナリオで設定した見直し項目を「実践したい」と

回答した者の割合と，その見直しによる改善可能な環境負荷の二つを把握する必要がある． 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=328

運賃が低くなる 家の近くにある

利用しない その他運行頻度が高くなる 時刻表通りくる

乗り継ぎ 職場に近い

図 7-5 利用増加の要因になりうるバス利用環境の変化（つくば市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

G①(N=17)

G②(N=67)

G③(N=55)

G④(N=50)

G⑤(N=65)

G⑥(N=15)

G①(N=17)

G②(N=67)

G③(N=54)

G④(N=48)

G⑤(N=60)

G⑥(N=14)

1
0
%

値
上

げ
す

る
3
0
%

値
上

げ
す

る

特に何もしない 前より節約する

可能な範囲で公共
交通で移動する

電気自動車や低燃費車
への乗り換えを検討する

実際に値上げされて
みないとわからない

その他

χ2:P=0.477

χ2:P=0.047

10%

値
上
げ
す
る

30%

値
上
げ
す
る

図 7-6 ガソリン価格調整による交通手段の変化（つくば市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=276

設置している 今後設置したい

設置したい
ができない

設置したいと
思わない

分からない

図 7-7 太陽光発電施設の設置の有無（つくば市） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

G①(N=31)

G②(N=88)

G③(N=64)

G④(N=80)

G⑤(N=88)

G⑥(N=16)

日あたりが悪い

初期費用が高い どんな設備が分から
ないから心配

維持管理が難し 公的補助が少ない

その他

重複回答（○は3つまで）

他の省エネ設備を設置した

賃貸住宅であるから

χ2:P=0.012

図 7-8 太陽光発電施設を設置しない理由（つくば市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

G①(N=25)
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G④(N=50)
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特に何もしない 前より節約する
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図7-9 電気料金調整による家電使用の変化（つくば市） 

（3 つまで） 
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「実践したい」人の割合を強度として定義し，具体的な割合を節7-3-3から参考にする．見

直しによる改善可能な環境負荷について，各シナリオにおいていくつかのサブシナリオを

設定する．なお，強度は個人の意識に強い影響を受けるものだと考えられ，各シナリオに

おいて２つのパターンを設定し，異なるパターンの状況での意識について定量的に分析す

る．設定の詳細を以下に整理する．

シナリオ1)：

食料自給率の潜在上昇可能性については，「自給率10％上昇」と「自給率20％上昇」の２

パターンを設定した．食料品を購入する際に「国産品である」ことが選好の決め手と回答

した者について，穀物・果物など肉以外の食料の自給率を向上にさせる．「飼料も国産であ

る肉」の購入意向がある回答者については，肉を含むすべての食料自給率を向上にさせる．

サブシナリオに関しては，改善された自給率が100％を超えた場合は，100％と設定する．

以上の設定によって，耕作地フットプリントと輸送部門フットプリントの削減が期待され

ている．

シナリオ2)：

交通エネルギー消費の潜在削減可能性については，価格調整政策を設定し，「ガソリン価

格10%値上げ」と「ガソリン価格30%値上げ」の２パターンを検討する．サブシナリオに関

しては，アンケートで「特に何もしない」，「実際に値上げされないと分からない」と「そ

の他」と回答した人の改善可能性を0にする．「前より節約する」と回答した者が10％ガソ

リン消費を削減可能と設定する．「公共交通で移動する」と「電気自動車や低燃費車への乗

り換え」を選択した回答者については，それぞれ15％と50％の削減と想定する．

シナリオ3)：

家庭エネルギー消費の潜在削減可能性については，価格調整政策を設定し，「電気料金800

円値上げ」と「電気料金2500円値上げ」の２パターンの潜在的改善可能性を分析する．サ

ブシナリオに関しては，アンケートで「特に何もしない」，「実際に値上げされないと分か

らない」と「その他」と回答した者の改善を0にする．「前より節約する」と回答した人が

10％の電力，ガスなどの削減が可能であると設定する．また，「省エネ家電とリフォームを

検討する」と回答した者は，電気5％，ガス30％の削減を仮定する．「太陽光発電設備を検

討する」の回答者は家庭エネルギーの60％の改善効果が得られると仮定する． 

各シナリオの環境負荷削減率を図7-13に示す．2パターンとも顕著なグループ差が見られ

ている．全体的に見ると，パターン1ではG⑤高齢者とG⑥農林業従事者の改善の潜在可能性

が相対的に高いことを明らかにした．しかし，より強度が強いパターン2では，G②壮年有

職とG③中年有職の環境負荷削減率が大幅に上昇し，特に交通エネルギー削減の効果が高い

ことを示した．それは有職者が元より自動車に依存しており，また，電気自動車の買い替

えのようなお金がかかる行動の許容度が高いからだと考えられる．また，G④主婦とG⑤高

齢者は国産食品への関心度が高いため，自給率の促進による環境負荷の改善効果が相対的
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に高くなる．G⑥農林業従事者に関しては，2パターンの交通エネルギーの変化が読み取れ

ない反面，家庭エネルギーの変化が激しい． 

なお，輸送部門に関しては，国外を対象にしているため，食料自給率の改善により削減

できる環境負荷量も国外輸送部門に限られている．国内輸送は対象外であるが，国外輸送

から発生するCO2は国内輸送の約1.2倍であること（吉川ら，2006）が指摘された．また，自

治体を対象にして，商業立地と購買者居住地・交通行動によるCO2排出量を算出した研究が

ある（横山ら，2007）．その研究はシナリオ分析によって，都心部に立地する地産地消マー

ケットは，郊外部に立地する大型マーケットよりCO2排出量が低いことを示唆された．本研

究では国産食料品購入というシナリオを設定したが，国内輸送を考慮した地域内地産地消

の促進は，より多くの削減可能性があると考えられる． 
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図7-12 グループ別の個人環境負荷（つくば市） 
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図7-13 グループ別環境負荷潜在削減可能性（つくば市） 
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表 7-4 環境負荷潜在削減可能量の算出方法（つくば市グループ） 

環境負荷潜在削減可能量 変数説明

2)

3)

交通エネルギー
消費削減の可能

性

家庭エネルギー
消費削減の可能

性

シナリオ

1)
食料自給率の上

昇可能性

1

1

fnj	：年齢階層 における品目 の一人あ

たり消費量( /人)

αjc	 ：輸入国Cにおける品目 の土地

生産性( / )

j			 ：国民栄養調査による14区分

n ：国勢調査による１０区分

：シナリオ1)による耕作地と牧草地

の環境負荷削減可能量 ha

：シナリオ1による運輸部門の環境

負荷削減可能量 ha

αjJPN		：日本におけるの品目 の土

地生産性( / )

δif ：選択肢iの食料自給率向上率

1

： 電力の二酸化炭素排出量( )

x ：家計調査による2区分

（戸建て・集合）
y ：国勢調査による４区分

（単身・二人世帯・三人世帯・

四人以上世帯）

：シナリオ3 による民生家庭

部門の環境負荷削減可能量

δiE ：選択肢iの電力消費改善率

δiG ：選択肢iのガス消費改善率

： ガスの二酸化炭素排出量( )

： 他の二酸化炭素排出量( )

：品目j の運輸部門フットプリント ha

12   ：二酸化炭素吸収効率

( - / )

Cm ： 月ガソリン消費量( /人)

：二酸化炭素係数



ck

δiT ：選択肢iの食料自給率向上率

：シナリオ2 による民生交通部門

の環境負荷削減可能量

 

 

 

7-5 集落における環境バランスの改善可能性 

 まずは 6 章の集落スケールの環境バランス評価ツールを用いて，対象となる 10 集落の環

境負荷と環境受容とのバランスを明らかにする．また，節 7-4 で構築した環境改善の潜在可

能性の算出方法に基づき，各集落における環境バランスの改善可能性を定量化にする． 
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7-5-1 対象集落の環境バランス 

 表 7−5 は対象集落を環境負荷超過率の昇順で示す．この表から研究学園地区周辺（松野

木）の環境受容量が相対的に小さい一方，北部と西部（中別府，高良田，上里，山口）に

位置する集落の環境受容量が高いことを分かった．市北における集落（山口）の環境負荷

量が高い．それは，山口集落周辺には鉄道が存在せず，公共交通が不便であるためと考え

られる．なお，環境バランスが達成できた（環境負荷超過率が 1 以下）のは山口集落しか

ないため，ほぼすべての集落ではライフスタイルを見直す必要がある．  

 

7-5-2 集落における環境バランスの改善可能性 

 集落におけるシナリオは環境負荷側と環境受容側両方を踏まえて設定する．環境負荷側

のシナリオは，節7-4に基づき，「食料自給率の潜在上昇可能性」，「交通エネルギー消費の潜

在削減可能性」と「家庭エネルギー消費の潜在削減可能性」の3つを設定する．本節はパタ

ーン2について検討を行う．  

環境受容側のシナリオについては，荒地をすべて活用する設定を行う．荒地活用につい

ては，つくば市の集落のみならず，他の都市においても荒地･耕作放棄地の増加という問題

が顕在化してきている．中長期的な視点に立ち，今後の人口減少社会を考えると農村部や

都市郊外部における荒地を，自然的土地利用に再生(リサイクル)するなどの施策が重要にな

ると考える．対象集落における荒地の状況をつくば市都市計画基礎調査（都市計画基礎調

査，2010）により把握する．そして，これらの土地資源を対象として，森林に再生する．

対象集落の荒地面積は表7-6に示す．  

 このような分析を踏まえて，対象集落における環境負荷と環境受容の改善可能性を図 7-14

に示す．この図から以下のことを明らかにした． 

1) 天宝喜における食料自給率改善による環境負荷改善値が も高いことが分かった．こ

れは G④主婦と G⑤高齢者の割合が相対的に高いため，自給率の促進による環境負荷の

改善効果も顕著である． 

2) 家庭部門に関しては，飯田・中別府・上里における改善値が相対的に高いことが示さ

れた．これらの集落は戸建て住宅の割合が高いため，太陽光発電設備を設置する可能

性が高い． 

3) 交通部門に関しては，飯田・下原のような交通が便利な集落の改善可能性が相対的に

低い一方，山口・天宝喜のような鉄道・高速道路から離れている集落の改善可能性が

高いことを示した．また，研究学園地区に近い集落（東平塚と松野木）の改善可能性

も相対的に低い． 

4) 環境受容の改善については，荒地面積が約 20 ヘクタールである高良田集落の改善効果

が一番高い．下原集落に関しては，超過率の削減が見られないが，これはその集落で

はもともと荒地など利用していない土地がないことや，環境受容をすでに 大限まで
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発揮しており，改善の余地がないためとはいえる．

7-6 本章のまとめ

本章では，日常生活の見直しに基づく環境改善の潜在可能性を検討するため，個人の日

常生活において実行可能な行動や価格政策への対応，さらに，環境への意識と実際の行動

について，アンケート調査を行った．また，個人属性によってグループを分け，集落特性・

個人・世帯属性と関連を付けて，個人のライフスタイルの見直しによって，集落の環境バ

ランスをどこまで改善できるのかについて分析を行った．

1) 高齢者と主婦は地場産のものを買う頻度が相対的に高く，食生活への関心度も高いこ

とから，食生活を通じた政策による環境改善効果が高いものと考えられる．一方で，

若年者と壮年者は電気自動車や太陽光発電施設のような新しい技術に対する許容度が
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図 7−14 集落別環境負荷潜在削減可能性（つくば市） 

表 7-5  対象集落の環境バランス（つくば市） 

松野木 上萱丸 天宝喜 飯田 東平塚 中別府 高良田 上里 下原 山口

人口（人） 572 194 411 363 525 549 451 451 188 471 

BC 

（ha/人) 
0.062 0.125 0.136 0.135 0.139 0.229 0.245 0.272 0.395 0.919 

EF 

(ha/人） 
0.749 1.237 0.900 0.786 0.742 0.877 0.894 0.822 0.963 0.789 

r 12.04 9.92 6.64 5.82 5.34 3.83 3.64 3.02 2.44 0.86 

表 7-6 対象集落の荒地面積（つくば市） 

松野木 上萱丸 天宝喜 飯田 東平塚 中別府 高良田 上里 下原 山口

荒地面積

（ha） 
2.2 1.3 1.1 0.9 5.2 5.5 21.2 0 3.7 12 
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高く，ガソリン価格，電気料金の値上がりの際に様々な暮らしの道具を取り換える潜

在可能性が相対的に高い． 

2) ガソリン価格調整に関連し，値上げするほど，若年者と壮・中年有職者に移動手段の

転換を検討する人が多くなる．それに対して，電気料金の値上げの程度が高まると，

これらグループ間での差がなくなる傾向にある．また，農林業従事者に関しては，ガ

ソリン価格の変化による行動の変化が読み取れない反面，電気料金の変化に対し感度

が高い．  

3) 集落の特性によって環境バランス改善可能程度が異なっている．高齢者と主婦が多い

集落，戸建て住宅の割合が高い集落，鉄道・高速道路から離れている集落，荒地面積

が広い集落においては，環境改善の余地が大いにある． 
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8 個人意識を考慮した自治体の環境バランス改善可能性 

 

 1章の背景では各自治体がそれぞれ単独で環境バランスを達成する仕組みは極めて困難

であると述べた．それに対して，5章では環境バランスを圏域として成立させる「環境バラ

ンスエリア制度」を提案した．また，7章では個人の行動と意識に着目し，どのような日常

生活の見直しを行えば，どの程度環境改善の潜在可能性が見込めるのかを把握した．以上

を踏まえて，本章では，個人のライフスタイルの見直しが自治体の環境バランス，及び自

治体の環境バランスエリアに与える影響を明らかにすることを目的にする． 

 

8-1 本章の内容 

本章は自治体内及び自治体間における環境バランスの改善可能性を定量的に分析するこ

とを目的とする．そのバランスの改善を吟味する上で改善施策による環境の変化を把握し

やすい対象地を選ぶことが求められる．このため，環境受容力が極めて乏しい大都市部や，

環境負荷がほとんどない中山間地などは適切な対象地とは言い難い．以上の理由から, 自治

体内の検討について，「21 世紀の国土のグランドデザイン」（全国総合開発計画，1998）の

中で，地方中心・中小都市圏の中心都市であり，多自然居住地域の拠点として位置づけら

れる 38 の地方中心都市を対象としする．自治体間の検討について，都市的要素と農村的要

素が混在する大都市圏郊外部を取り上げ，比較検討の観点から特徴の異なる地域によって

構成される茨城県を分析の対象とした． 

まず，節8-2と節8-3ではアンケート調査の概要と結果を記述する．自治体内については，

居住者の意識は地方中心都市（つくば市）で実施したアンケート調査を用いる．その調査

の概要と結果はすでに 7 章の節 7-2 と節 7-3 に記述した．自治体間については，茨城県を対

象にしたアンケート調査を実施する． 

次に，節 8-4 では地方中心都市を対象にし，個人意識を考慮した自治体の環境バランス改

善可能性をシナリオ分析で明らかにする上，4 章で提案した「メテオグラム図」を用いて，

分かりやすい形で表現する． 

また，節8-5では茨城県を対象にし，自治体が自らの努力で環境バランスを達成すべく圏

域概念―環境バランスエリアを用いて，個人の改善がどれだけ自治体の環境バランスに影

響を与えるのかを明らかにする． 

なお，節8-4と節8-5におけるシナリオの基本的な考え方としては，それぞれの削減項目の

削減ポテンシャルのうち，その実践可能性を加味し，潜在的な削減量を算出する．シナリ

オは複数のライフスタイルの見直し項目を含んでいる．各見直し項目における居住者グル

プープ別の実践可能性は，アンケート調査から把握する．対象自治体の統計データより居

住者グループごとの人口を整理することで，自治体内の環境バランス及び自治体間の環境

バランスエリアの変化について吟味する． 
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8-2 アンケート調査の概要 

本章では，節 8-2 で説明したように，二つのアンケート調査を実施する必要がある．地方

中心都市を対象にしたアンケート調査は典型的な地方中心都市であるつくば市で実施する．

つくば市における調査の概要と結果は 7 章節 7-2 と 7-3 を参考する．茨城県を対象にしたア

ンケートについては，多様な個人属性と多様な都市のサンプルをもらえるために，インタ

ーネット・アンケート調査を実施する．調査は年齢を 5 階層に，都市規模は 3 階層に設定

する．また，ライフスタイルの見直しが環境バランスに与える影響を分析するにあたって，

地域特性や個人特性などと関連付けるため，各層から一定のサンプル数を確保する必要が

ある．具体的には年齢階層別での単純集計の許容誤差を 10%に留めるため，各年齢階層か

ら 97 サンプル以上を収集する．  

 調査概要を表 8-1 に示す．具体的な質問項目を表 8-2 に示す．各年齢層においては 99〜

102 サンプル，各都市規模においては 166〜167 サンプルを回収し，各階層で分析に十分な

サンプル数を確保した．都市規模は，家計調査の設計（家計調査，2014）を参考にし，中

都市は「政令指定都市を除く人口 10 万以上の市」，小都市は「人口 10 万未満の市」，町村

は「町・村」と定義した．また，大都市「都道府県庁所在市以外の政令指定都市」は茨城

県に存在せず，本調査の対象外となっている． 

調査項目については，個人・世帯属性の他，日常生活に関連し，かつ環境に対する影響

が大きい行動について，その実行可能な程度を質問した．少子高齢化や都市機能の拡散が

進み，エネルギー消費の拡大や，耕作放棄地，自動車依存などの問題が深刻化し，環境負

荷の高まりが懸念されている．そのため，アンケートでは国産食料を購入する意向，エネ

ルギー価格が上昇する際の対策などに関する質問を行う．  

個人・世帯属性の他，国内産と国外産の食料に差額がある際の購入可能性，ガソリン価

格が上昇する際の対策，電気料金が上昇する際の対策を取り上げた．補足の情報として実

際の国産食品の摂取率・燃料代・HV・PHEV・EV・省エネリフォーム・太陽光発電施設の

所有状況を把握した．また，記述の便宜上，質問・回答の略称の定義も表 8-2 に示す． 

表 8-1 アンケート調査の概要（茨城県） 

調査方法
調査対象

調査期間
配布部数

15‐34歳 35‐44歳 45‐54歳 55‐64歳 65歳以上
中都市 33 34 34 33 33
小都市 33 34 34 33 33
町村 33 34 33 33 33

インターネットによるアンケート調査

茨城県における住民（各年齢階層別、都市規模別）
2015年12月18日～21日

500人
年齢階層別、都市規模別回収数
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表 8-2 アンケート調査の内容（茨城県） 

項⽬ 質問 選択肢 略称
値段設定に関わらず、国産飼料の⾁
を購⼊する
50%程度
30%程度
20%程度
10%程度
値段が安い⾁を購⼊する
その他(＿)

値段設定に関わらず、国産飼料の⾁
を購⼊する

50%程度
30%程度
20%程度
10%程度
値段が安い⾁を購⼊する
その他(＿)
特に何もしない・今まで通り⾃家⽤⾞
を使⽤する

何もしない

前より（さらに）外出の回数を減らす
⾃家⽤⾞で移動する距離を短くする
今まで⾃家⽤⾞で⾏っていた移動
を、公共交通、⾃転⾞、徒歩などへ
代替する

移動代替

ハイブリット⾞（HV）への乗り換える HV乗換
プラグインハイブリッド（PHEV）⾞へ
の乗り換える

PHEV乗換

短距離の移動については電気⾃動
⾞（EV）への乗り換える

EV乗換

その他
特に何もしない・今まで通り⽣活する 何もしない
以前より(さらに)節約する 電気節約
省エネ家電への買い替えや、省エネリ
フォームをする

省エネ購⼊

太陽光発電設備の設置をする 太陽光発電設
備購⼊

その他

家庭調理頻度

国産⾁購⼊率
ガソリン代

ハイブリット⾞（HV） HV所有
プラグインハイブリッド⾞（PHEV） PHEV所有
電気⾃動⾞（EV） EV所有
省エネリフォーム 省エネ所有

太陽光発電設備設置 太陽光発電設
備所有

属性 職業、年齢、都市、都市規模区分、世代⼈員数

「飼料も
国産」の
国産⾁類
の購⼊

「国産⼩
⻨」パン・
麺の購⼊

それぞれのガソリン価格
の値上げの程度につい
て、考えられる最も近い
対策をお選びください

ガソリン価
格の値上
げ（10％
値上げ、
30％値
上げ）

「飼料も国産」の⾁類に
ついて、「飼料は海外
産」の⾁類よりも何%程
度⾼くなっても購⼊した
いと思うか

「国産⼩⻨」パン・麺に
ついて、「輸⼊⼩⻨」パ
ン・麺よりも何%程度⾼
くても購⼊したいと思うか

それぞれの電気代の値
上げの程度について、考
えられる最も近い対策を
お選びください

電気代の
値上げ
（10％
値上げ、
30％値
上げ）

国産⾁を購⼊する量の割合

現在のご⾃宅で以下の
3種類の⾞を持っている
のかを教えてください

現在のご⾃宅で以上の
設備設置しているのか、
を教えてください

⾷事の状況について、「材料を買って、家庭で調理したものを
⾷べる」回数（⾷事の回数）を教えてください。

その他

家族での⾃家⽤⾞の使⽤にともなう1か⽉の燃料代の合計

ガソリン節約

「飼料も国産」
の国産⾁購⼊

「国産⼩⻨」パ
ン・麺購⼊
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なお，居住者グループの分類は 7 章節 7-2 を参考する．しかし，茨城県におけるネット

アンケート調査では，15 歳以下の人が存在せず，農林業従事者のサンプル数も不足である．

そのため，本章は個人属性（年齢・職業）と世帯人員数によってグループを分類する．各

グループの定義を表 8-3 に示す．  

 

8-3 地方中心都市の環境バランス改善可能性 

 1 章の背景で述べたように，今後さらに進展が予見される地方分権といった視点から，自

治体単位での検討がまず必要になると考えられる．本節は 3 章で説明した EF と BC 指標を

用いて環境バランスを示すことにより，個人のライフスタイルの見直しによる地方中心都

市の環境バランス改善可能性の評価を行う． 

 

8-3-1 シナリオの設定と算出方法 

 環境バランス改善可能性については，シナリオ分析を通じた検討を行う．環境バランス

改善の方策には大きく分けて，環境負荷側（EF）の削減と，環境受容側（BC）の増加が考

えられる．EF 削減のシナリオにおける強度の設定においては地方中心都市（つくば市）で

行ったアンケート調査結果に基づく．BC の増加については，政策目標や既存事例を参考に，

耕作放棄地の一部を再び耕作地へ，荒地の一部を緑地化とすることを想定し，分析を進め

る． 

 具体的には，EF 削減においては，個人の生活の範囲で改善行動の及ぶ項目として「電力

使用」，「食生活」，「自家用車利用」についてそれぞれ，1) 住宅用太陽光発電の導入，2)交

通の自家用自動車から公共交通への転換，3)国産品選好による海外輸入食料品輸送の減少に

おける CO2排出の減少を想定しシナリオ分析を行う．また，BC 増加においては，耕作放棄

地を再び耕作地へ，荒地を緑地とするシナリオを設定する． 

 節 8-1 で記述したように，シナリオの基本的な考え方としては，それぞれの改善項目の母

数である物理的な改善ポテンシャルのうち，どの程度の改善が実現されるのかを加味し，

潜在的な改善量とする．物理的な改善ポテンシャルについては，公開統計を用いて算出し

た環境負荷の要素とする．どの程度 EF の削減が実現されるのかについては，地方中心都市

（つくば市）を対象にしたアンケート調査に基づき，アンケート調査に基づき，ライフス

タイルの見直しを実践したい人の割合により把握する．その割合をシナリオの「強度」と

表 8-3 居住者グループの定義（茨城県） 
番号 グループ グループの分け方 サンプル

G１ 高齢者 同居家族がいる65歳以上の人（主婦以外） 71

G２ 主婦 15歳以上家事を主にする人 56

G３ 単身者 15歳以上同居家族がいない人 71

G４ 無職 15歳から64歳，同居家族がいる，職業がない人 48

G５ 青年有職者 15歳から44歳，同居家族がいる，職業がある人 132

G６ 壮年有職者 45歳から66歳，同居家族がいる，職業がある人 122  
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定義する．式（8.1）～（8.5）はシナリオの計算式を示す．また，BC 増加については，ア

ンケートに依らず，実例を根拠とした．  

 

1) 住宅用太陽光発電の導入 

 既存の CO2 排出をともなう電力使用を，太陽光発電に代替した場合，増加した太陽光発

電量に応じて CO2 排出が削減される．そして，CO2 排出量が削減された分だけ，吸収する

ために必要な森林地として計上されていた EF が減少する．これを以下，太陽光シナリオと

呼ぶ．都市 k における住宅用太陽光発電設備導入による EF 削減量(以下「太陽光シナリオ

削減量」)， は式(8.1)で表される． 

太陽光シナリオ強度は後述の図 8-6 の「潜在設置率」を用いる．住宅用太陽光発電の導入

には，設置に必要な面積，設置に必要な耐震基準を満たしているかどうか，という物理的

な制限を考慮しなくてはならない．その物理的な制限 は式(8.2)に示す．標準的

な住宅用太陽光発電設備の設置に必要となる面積を有しているかどうかについては，「平成

22 年国勢調査－建て方，延べ床面積階層別戸数」（国勢調査，2010），「平成 20 年住宅・土

地統計調査―建て方，建築面積階層別戸数」（住宅・土地統計調査，2008）によって判断す

る．また，耐震基準を満たしているかどうかについては，「平成 20 年住宅・土地統計調査―

建て方, 建築時期階層別戸数」（住宅・土地統計調査，2008）から建築時期が昭和 56 年以

降（国土交通白書，2013）である戸建数の割合を算出することにより判断する．以上の条

件を満たす住宅を導入可能戸数とする．この日射量等の条件については，太陽光発電協会

のまとめる都道府県別年間予想発電量（太陽光発電協会，2010）を用いる．そして，住民

の太陽光発電施設の導入意向についてのアンケート調査結果を強度設定として用いる． 

 

 
：都市 k における住宅用太陽光発電設備導入による EF 削減量（ha） 

：都市 k における生活グループ j の人口（人） 

：都市 k におけるシナリオ人口（人） 

： 生活グループ j の潜在設置率 

：都市 k における住宅用太陽光発電設備導入による EF 削減量の物理的上限

（ha） 

 

 
 

：都市 k における住宅用太陽光発電設備導入による EF 削減量の物理的上限
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（ha） 

：都市 k の導入可能戸数（戸） 

：都市 k の一戸建て住宅における建築時期が昭和 56 年以降である割合 

：都市 k における一戸当たりの年間予想発電量（kWh/戸・year） 

S：住宅一戸あたりの住宅用太陽光発電設備における標準的な導入システム容量（kW/戸） 

：都市 k のシステム容量 1kW 当たり年間予想発電量（kWh/kW・year） 

：都市 k における電力事業者の調整後排出係数（t-CO2/kWh） 

：森林の CO2吸収効率（t-CO2/ha） 

 

2) 交通の自家用自動車から公共交通への転換 

 輸送量当たりの CO2 排出量は自家用自動車よりもバスや鉄道のほうが少ない．自家用自

動車による移動を徒歩や自転車，公共交通で代替した分だけ，CO2 排出量は削減可能とい

える．したがって，自家用自動車による移動のバスへの転換を仮定し，その CO2 排出量削

減による EF 削減量を分析する．これを以下，交通転換シナリオと呼ぶ．公共交通への転換

による CO2減による EF 削減量(以下「交通シナリオ削減量」)， ．は式(8.3)，その

物理的な制限 は式(8.4)に示す．  

対象都市の自家用自動車の利用量を把握したうえで，公共交通への転換による CO2 減の

EF 削減について，どの程度強度が見込めるかを検討する．具体的には平成 22 年全国都市

交通特性調査（交通特性調査，2010），平成 22 年度道路交通センサス（道路交通センサス

調査，2010），及び平成 21～25 年家計調査（家計調査，2014）の都市階級別ガソリン消費

量を用いて，自家用自動車による利用量を定量的に把握する．そして，交通シナリオ強度

は，地方中心都市のアンケート調査結果から算出する．自家用自動車の利用を減らす際に，

「公共交通への転換」が選択肢になるかどうかという意識について，交通シナリオ強度と

して用いる． 

 

 
：都市 k における自家用自動車から公共交通への転換による EF 削減量（ha） 

：都市 k における生活グループ j の人口（人） 

：都市 k におけるシナリオ人口（人） 

： 生活グループ j の目的別潜在交通転換率 

：都市 k における自家用自動車から公共交通への転換による EF 削減量の物理

的上限 （ha） 

：全国を 1 とした時の都市 k の規模別ガソリン購入量比 
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(8.3) 

：都市 k における自家用自動車から公共交通への転換による EF 削減量の物理

的上限（ha） 

d：一日当たり・一人当たりの平均旅行距離（km/人・day） 

：平日における目的 m のトリップ生成原単位（トリップ/人・day） 

：休日における目的 m のトリップ生成原単位（トリップ/人・day） 

：自動車分担率 

：自動車 1 トリップ当たりの所要時間（min） 

：自動車の平均旅行速度（km/min） 

：平日日数（day） 

：休日日数（day） 

：自家用自動車の輸送量当たりの CO2排出量（g-CO2/人・km） 

：バスの輸送量当たりの CO2排出量（g-CO2/人・km） 

：森林の CO2吸収効率（t-CO2/ha） 

 

3) 国産品選好による海外輸入食料品輸送の減少 

海外輸入食料品は同じ国産食料品と比べた際に，輸送にかかる CO2 排出が大きい．した

がって，海外輸入食料品の消費を国産食料品に代替した際には，その量と生産国との距離

に応じた CO2 排出量が削減される．本研究ではこれに応じた EF 削減量を算出する．その

海外輸入食料品輸送の減少による EF 削減量（以下「国産品選好シナリオ削減量」），

の算出方法は式(8.5)に表す． 

具体的には，品目別の消費量と自給率から海外輸入食料品消費について削減余地を推定

し，海外輸入食料品輸送にかかる CO2 減による EF 削減について，どの程度の強度が見込

めるかを検討する．品目別の平均年間消費量は，平成 24 年国民健康・栄養調査（国民健康・

栄養調査，2012）から，海外輸入食料品の輸送にかかる CO2 については平成 25 年貿易統

計（貿易統計，2013），及び CFP 算定用二次データ（CFP プログラム，2014）より品目ご

とに重量ベースの排出原単位を推計する．国産品選好度は，後述のアンケート調査結果に

よる． 

 

 
(8.5) 

：都市 k における国産品選好による海外輸入食料品の減少量 
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：都市 k における品目 i の平均年間消費量（kg/人・year） 

：都市 k における生活グループ j の人口（人） 

： 生活グループ j の国産品選好度 

：品目 i の自給率 

：品目 i の CO2排出原単位（t-CO2/t） 

：森林の CO2吸収効率（t-CO2/ha） 

 

4) BC増加シナリオ 

 BC の増加では，一部の耕作放棄地を再び耕作地として利用し，一部の荒地を緑地とする

シナリオを設定する．物理的ポテンシャルとして，耕作放棄地の面積は「平成 22 年農林業

センサス」（農林業センサス，2014）より，荒地の面積は国土数値情報土地利用細分メッシ

ュデータ（国土地理院，2014）より把握する．これらのうち，どの程度の面積が BC 増加

を見込むかという強度について，耕作放棄地においては，耕作放棄地対策事例集（事例集，

2009）より，耕作放棄地面積に対してその解消率の高い南越前町の例から，70％を設定し

た．荒地においては，森林総合研究所の調査より，荒地の緑化工事による再生森林地は，

発達が通常の森林の約 75％にとどまるとする見解を参考に 75％とした．計算式は(8.6)の通

りである． 

 

：都市 k の増加する BC（ha） 

：都市 k の耕作放棄地面積（ha） 

：耕作放棄地の再農地化率 

：都市 k の荒地面積（ha） 

：荒地の緑化率 

 

e) グループごとの潜在的シナリオの強度設定 

個人の生活の見直しについてはシナリオ分析を行うが，その強度の設定においては地方

中心都市を対象にしたアンケート調査結果に基づき，7 章節 7-2 のグループ設定を参考に，

グループごとの各シナリオにおける実現の強度設定を行う．各強度の意味は以下となる．

グループ別の強度を図 8-6 に示す． 

1) 潜在設置率：アンケート調査による「今後住宅用太陽光発電を導入したい」と回答し

た人の割合； 

2) 交通転換率（通勤・通学）：アンケート調査による「自家用自動車の利用を減らす際に，

移動目的が通勤・通学の移動手段を公共交通へ転換したい」とする人の割合； 

3) 交通転換率（私事）：アンケート調査による「自家用自動車の利用を減らす際に，移動

目的が通勤・通学の移動手段を公共交通へ転換したい」とする人の割合； 
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4) 国産品選好度：アンケート調査による「高くても海外輸入品よりも国産品を購入した

い」と回答した人の割合．  

  

8-3-2 地方中心都市の環境バランス改善可能性 

 まずは，地方中心都市の環境バランスを 3 章で記述した UT モデルを用いてで算出する．

また，EF の削減については，セクション 8-4-1 の a)～c)で記述したような三つのシナリオ

を設定し，e)で明らかにしたシナリオ強度を用いて生活グループ別の潜在的環境負荷削減量

を算出する．BC 増加については，アンケートに依らず，実際に各地方中心都市の統計デー

タを用いて算出する．シナリオを実施する前後の結果を表 8-4 に示す．さらに，グループは

職業と年齢によるものであり，国勢調査から広く得ることのできるごく基礎的な個人属性

によって分類されている．したがって，対象都市の統計データより生活グループごとの人

口を整理することで，その人口構成ごとに強度を適用した計算が可能となっている． 

対象 38 都市の現在の環境負荷超過率と，潜在的な改善可能性の計算結果のメテオグラム

図を図 8-7 に示す．Y 軸に各都市の EF，X 軸に BC をプロットしており，各都市のポイン

トより伸びる矢印が，環境負荷超過率の潜在的な改善可能性を示している．傾き r=1 よりも

下部にプロットされる都市が，地区内の BC に見合った生活を達成しており，本研究で設定

した前提のもとでの環境バランスを達成した都市といえる．図 8-7 から，以下のような考察

ができる． 

1) 図中で r の小さい右下にある都市ほど環境負荷超過率が小さいことになる．38 都市中で

環境バランスを達成できているのは，釧路，鶴岡，岩国，延岡，飯田の 5 都市に留まっ

ている．ほとんどの都市で十分に環境バランスが達成できていないことが示された． 

0% 20% 40% 60%

若年非職業従事者
（N=16)

壮年有職者
（N=80)

中年有職者
（N=72)

主婦（無職者）
（N=53)

高齢者
（N=80)

農林業従事者
（N=19)

潜在設置率

交通転換率
（通勤・通学）

交通転換率（私事）

国産品選好度

 

図 8-6 グループごと，シナリオごとの強度設定（地方中心都市） 
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2) 各都市の環境負荷超過率は 0.59(鶴岡)から 18.4(大牟田)までと大きな差があり，そのばら

つきが大きいことが確認された．また同じ環境負荷超過率を取っていても（同じ r の傾

き上にあっても）そのベースとなる EF や BC の値が大きく異なることが一目で判別でき

るようになった． 

3) 環境負荷の削減(EF：縦軸)と環境受容量(BC:横軸)の増加の組み合わせで方策の効果を確

認することができ，各流星の流れの向きで都市ごとに政策の適性を判断できる．たとえ

ば福山は EF 削減策の方が効果的であるのに対し，釧路では BC 増加策の方が効果的であ

ることが読み取れる． 

4) 松本，八代のように，シナリオの実現を通じて環境バランスの達成を目指せる都市がど

こであるかも容易に判別が可能となった． 

 

表 8-4 ライフスタイルの見直しによる環境バランスの変化（地方中心都市） 

BC/人
（ha/人）

EF/人
（ha/人）

環境負荷
超過率

BC/人
（ha/人）

EF/人
（ha/人）

環境負荷
超過率

室蘭 0.042 0.479 11.3 0.048 0.443 9.2
飯田 0.534 0.461 0.9 0.541 0.437 0.8
酒田 0.432 0.498 1.2 0.440 0.467 1.1
彦根 0.049 0.429 8.8 0.050 0.402 8.1
新居浜 0.149 0.499 3.4 0.152 0.459 3.0
大牟田 0.023 0.443 19.3 0.024 0.414 17.1
会津若松 0.218 0.494 2.3 0.220 0.464 2.1
延岡 0.581 0.498 0.9 0.596 0.466 0.8
小樽 0.126 0.463 3.7 0.140 0.427 3.0
八代 0.437 0.449 1.0 0.441 0.420 1.0
鶴岡 0.799 0.486 0.6 0.815 0.456 0.6
土浦 0.033 0.437 13.1 0.036 0.412 11.4
岩国 0.518 0.487 0.9 0.525 0.449 0.9
米子 0.039 0.467 11.9 0.047 0.436 9.3
上田 0.284 0.458 1.6 0.290 0.435 1.5
石巻 0.249 0.472 1.9 0.257 0.447 1.7
小山 0.052 0.437 8.4 0.058 0.411 7.1
今治 0.166 0.471 2.8 0.170 0.435 2.6
帯広 0.278 0.451 1.6 0.288 0.410 1.4
都城 0.288 0.501 1.7 0.298 0.462 1.6
苫小牧 0.217 0.453 2.1 0.276 0.417 1.5
宇部 0.098 0.466 4.8 0.103 0.428 4.2
釧路 0.641 0.453 0.7 0.709 0.416 0.6
弘前 0.205 0.480 2.3 0.213 0.451 2.1
日立 0.070 0.499 7.2 0.072 0.477 6.6
沼津 0.058 0.443 7.7 0.059 0.422 7.2
上越 0.355 0.489 1.4 0.364 0.461 1.3
つくば 0.071 0.443 6.2 0.077 0.422 5.5
八戸 0.065 0.487 7.5 0.071 0.458 6.4
松本 0.317 0.323 1.0 0.330 0.302 0.9
富士 0.058 0.436 7.5 0.065 0.413 6.4
佐世保 0.089 0.435 4.9 0.093 0.408 4.4
函館 0.204 0.441 2.2 0.208 0.406 2.0
長岡 0.213 0.483 2.3 0.219 0.455 2.1
久留米 0.041 0.429 10.6 0.043 0.404 9.4
郡山 0.155 0.476 3.1 0.157 0.449 2.9
旭川 0.155 0.447 2.9 0.161 0.409 2.5
福山 0.066 0.459 7.0 0.067 0.427 6.4

シナリオ前 シナリオ後
都市名
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5) 本節で提示した方策以外にも実際に各都市で想定される方策は存在する．また，本節で

提示したシナリオの強度もさらに各都市の詳細な調査を加える事で改良していくことは

可能である．各都市に政策担当者の意思決定や住民のコミュニケーションツールとして，

どうすれば各流星が右下に長く流れるようにできるか，その智恵を絞る場として活用で

きるものと判断できる． 

 

8-4 茨城県における環境バランスエリアの改善可能性 

 節 8-3 では自治体における環境バランス改善の可能性をメテオグラム図で表した．その結

果から，各自治体がそれぞれ単独で環境バランスを達成する仕組みは極めて困難であるこ

とを明らかにした．なお，総務省（内閣府総務省，2013）では，広域化する行政課題への

取組を進める方法として，市町村合併や広域行政の必要性を述べている．そこで，節 8-4 で

は，環境バランスエリア概念を用いて，個人のライフスタイルの見直しがどれだけ広い範

囲での環境バランスに影響を与えるのか明らかにすることを目的にする． 

 まず，個人の日常生活の範囲で改善可能なシナリオを設定する．居住者グループごとに

シナリオに対する意識が異なるという結果を踏まえ，各自の適性により合った環境改善方
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図 8-7 環境バランス改善可能性のメテオグラム図（地方中心都市） 
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法の検討を模索する．シナリオの基本的な考え方としては，セクション8-3-1を参考にし，

それぞれの削減項目の削減ポテンシャルのうち，その実践可能性を加味し，潜在的な削減

量を算出する． さらに，対象自治体の人口データをもとに，居住者グループごとの人数を

ウェイト付けすることで，広域的な自治体連携についてもあわせて分析を行う 

 

8-4-1 シナリオの設定と算出方法 

セクション8-3-2で記述したように，節8-3で提示した方策以外にも実際に各都市で想定さ

れる方策は存在する．また，シナリオの強度もさらに都市ごとの詳細な調査を加える事で

改良していくことは可能である．そこで本節では，シナリオの設定を以下のように再考す

る． 

将来的には少子高齢化や都市機能の拡散が進み，耕作放棄地の拡大，自動車への依存や

エネルギー消費量の増大などにより，環境負荷がより一層高まることが懸念されている．

本節では実際に環境負荷を改善する政策を検討するにあたり，個人の行動変容という観点

から，実現可能性が高いと考えられる3つの側面からシナリオを検討する．具体的には，(1)

国内産と国外産の食料に差額がある場合における「食料自給率の潜在的上昇可能性」，(2)

ガソリン価格が上昇する場合における「交通エネルギー消費の潜在的削減可能性」，(3)電気

料金が上昇する場合における「家庭エネルギー消費の潜在的削減可能性」，の3つのシナリ

オである．各シナリオに対応するライフスタイルの見直し項目は表8-4に示す． 

生活の様態は，そのライフステージによって異なる．本検討では，アンケート調査の結

果に基づき，節8-2で設定した居住者グループごとに，各シナリオの強度を設定した．また，

どの程度の改善効果が得られるのかというシナリオの強度を設定するが，それは個人の意

識と実際の状況変化に強い影響を受けるものだと考えられる．以上の考え方に基づき，各

シナリオに2つのパターンを設定し，異なる強度の状況での意識について定量的に分析する． 

「食料自給率の潜在的上昇可能性」については，国内産と国外産の食料の差額がある場

合において，「「飼料も国産」の国産肉類の購入」意欲と，「「国産小麦」パン・麺の購入」

意欲をそれぞれ把握している．差額が異なる場合において，購入の意欲が変化すると考え

られるため，パターンA「50％差額」とパターンB「30%差額」の2つを設定している．ま

た，居住者の家庭エネルギー消費と交通エネルギー消費は，エネルギーの価格による影響

が大きいことが考えられる．そのため，価格政策によるエネルギー使用の削減や省エネル

ギー商品への転換の議論の材料として，パターンA「ガソリン価格・電力料金が10%上昇す

る」と，パターンB 「ガソリン価格・電力料金が30%上昇する」の2つを設定している． 

本研究では，潜在的な削減量を算出するために，各シナリオで設定した見直し項目を実

践したいと回答した者の割合を把握する必要がある．その割合を「実践程度」として定義

し，各行動の実践程度を表8-5に示す．その表から以下のことが言える 

1) G2 主婦グループはより頻度が高い一方，G3 単身者グループは少ない傾向を示した． 

G2 主婦グループは「値段設定に関わらず国産飼料肉」を購入する人の割合が一番高い
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ことが分かった．G3 単身者グループと G4 無職グループは，「値段が安いパン・麺」を

購入する人の割合がより高い傾向を示した．「飼料も国産」の国産肉購入については，

「国産小麦」パン・麺購入と同じ傾向を示した．G2 主婦グループは購入する人がより

多いが，G3 単身者グループと G4 無職グループは購入する人がより少ないことを明ら

かにした．食料自給率を下げる要因である国外飼料と麦の使用を国産品に代替した際

に，ある程度の価格転嫁の可能性を潜在していることが示された． 

2) 電気代が値上げについて，10％値上げする際に，約半分の人が「特に何もしない」を

選択した．「電気節約」以外の対策を取りたい者はほとんどいない．30％まで値上げの

際，10％以上の人が「省エネ購入」「太陽光発電設備購入」を検討すると回答した．ま

た，G6 壮年有職者グループは節約以外の対策を検討する人の割合が相対的に高い傾向

を示された． 

3) ガソリン価格の上昇に対して，ガソリンが 10％の値上げの際に，「節約」を回答した人

の割合が高い傾向を分かった．また，G4 無職グループでは，「実際に値上げされてみな

いとわからない」を回答した人が多い．30％まで値上げした場合，「移動代替」「HV 乗

換」「PHEV 乗換」「EV 乗換」を選択する人が多くなる．G4 無職グループの人に関して

は，ガソリン価格が値上げしても「ガソリン節約」以外の対策を選択する人の割合が

少ないことを示された．これは，金銭的な余裕の有無によって，実施可能な対策が限

られていることが理由として考えられる． 

4) 電気代とガソリン価格の調整への策については，７章節 7-3 のつくば市におけるアンケ

ートの結果と比べると，節約以外の対策を選択する人の割合が少なくなった．それは，

つくば市での調査は郵送回収であるため，もともと環境に関心を持つ回答者の割合が

高いからと考えられる． 

以上の結果を踏まえて，自治体における環境負荷削減率を算出する．具体的な計算方法

は式 (8.7) に示す． 

 
 

：自治体 m における潜在的環境負荷削減可能性 

：シナリオ s の削減ポテンシャル(ha) 

:グループ g 行動 i の実践程度 

：行動 i の補足条件 j 

「食料自給率の潜在的上昇可能性」について，削減ポテンシャルを麦ととうもろこしの

エネルギーEF(輸送部門)と設定する．「飼料も国産」の国産肉類の購入の補足条件はアンケ

ート調査から各グループの平均「国産肉購入率」と平均「家庭調理頻度」により把握する．

「国産小麦」パン・麺購入の補足条件も同アンケート調査から各グループの平均「家庭調
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理頻度」とする． 

「交通エネルギー消費の潜在的削減可能性」の削減ポテンシャルはエネルギーEF(民生交

通部門)である．一方，茨城県は自動車の交通機関分担率が 9 割を超える自動車依存度の高

い地域となっている.通常の生活を維持するため，「ガソリン節約」・「移動代替」を実践して

も大きな変化があると言い難い．よって，その二つの行動の補足条件となる「ガソリン使

用量削減率」は 15％と設定する．「HV 乗換」「PHEV 乗換」「EV 乗換」の補足条件は「ガ

ソリン使用量削減率」と設定し，その削減率はアンケートからそれらの車種を所有する人

と所有していない人のエネルギー消費量の差で推計される． 

 「家庭エネルギー消費の潜在的削減可能性」の削減ポテンシャルはエネルギー民生家庭

部門の電気の EF である．「家庭エネルギー消費の潜在的削減可能性」の削減ポテンシャル

はエネルギー民生家庭部門の電気の EF である．「電気節約」については「家庭の省エネ徹

底ガイド」（家庭の省エネ徹底ガイド，2016）を参考にし，すべての対策（機器の買替を除

く）を同時に実施する も電気が節約さる「電気使用量削減率」を 15％に設定する．「省

エネ購入」については，環境省省エネ製品買換ナビゲーション（省エネ製品買換ナビゲー

 

表8-5 グループ別ライフスタイルの見直しの実践程度（茨城県） 

「飼料も国産」の国産肉購入

「国産小麦」パン・麺購入

ガソリン節約

移動代替

HV乗換

PHEV乗換

EV乗換

電気節約

省エネ購入

太陽光発電設備購入

見直し項目シナリオ

交通エネル
ギー消費の
潜在的上昇

可能性

家庭エネル
ギー消費の
潜在的上昇

可能性

食料自給率
の潜在的上
昇可能性

A B A B A B

26.09% 40.58% 32.08% 49.06% 23.73% 42.37%

25.35% 39.44% 26.79% 35.71% 18.31% 29.58%

12.73% 13.21% 10.00% 32.43% 17.78% 25.58%

3.64% 13.21% 2.50% 13.51% 4.44% 18.60%

9.09% 15.09% 0.00% 5.41% 6.67% 4.65%

3.64% 7.55% 2.50% 2.70% 2.22% 6.98%

0.00% 1.89% 0.00% 0.00% 0.00% 2.33%

32.39% 48.15% 28.57% 56.76% 32.39% 57.41%

4.23% 14.81% 1.79% 10.81% 4.23% 9.26%

0.00% 7.41% 0.00% 2.70% 1.41% 1.85%

G1高齢者 G2主婦 G3単身者

 

「飼料も国産」の国産肉購入

「国産小麦」パン・麺購入

ガソリン節約

移動代替

HV乗換

PHEV乗換

EV乗換

電気節約

省エネ購入

太陽光発電設備購入

見直し項目シナリオ

交通エネル
ギー消費の
潜在的上昇

可能性

家庭エネル
ギー消費の
潜在的上昇

可能性

食料自給率
の潜在的上
昇可能性

A B A B A B

13.16% 23.68% 24.37% 36.13% 23.58% 35.85%

18.75% 20.83% 22.73% 33.33% 22.13% 25.41%

19.23% 39.13% 14.00% 28.42% 12.37% 17.98%

0.00% 0.00% 4.00% 13.68% 5.15% 10.11%

3.85% 8.70% 5.00% 7.37% 11.34% 16.85%

7.69% 4.35% 2.00% 4.21% 0.00% 6.74%

0.00% 0.00% 3.00% 4.21% 1.03% 6.74%

27.08% 51.52% 34.85% 60.82% 28.69% 42.05%

0.00% 9.09% 3.79% 9.28% 4.10% 15.91%

2.08% 3.03% 0.00% 3.09% 0.82% 11.36%

G4無職 G5青年有職者 G6壮年有職者
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ション，2016）と低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議第一回の資料（低炭素社

会推進会議，2016）を参考にし，補足条件の「電気使用量削減率」を 50％に設定する．「太

陽光発電設備購入」の補足条件については，太陽光発電学会から算出された年間予想発電

量（太陽光発電協会，2010）を参考にし，80％に設定する． 

各シナリオの潜在的環境負荷削減可能率を図 8-8 に示す．2 パターンともグループ間で顕

著な差が見られている．全体的な傾向として，パターン B では G１高齢者と G5 青年有職

者の潜在的な改善可能性が相対的に高いことが明らかとなった．また，パターン B より強

度が強いパターン A においては，G1 高齢者，G2 主婦，G6 壮年有職者の環境負荷削減率が

大幅に上昇した．G1 高齢者と G2 主婦は国産食品への関心度が高いため，食料自給率の促

進することにより，環境負荷の改善効果が相対的に高くなる．G6 壮年有職者は自動車の買

い替えのような金銭が関連する行動に対する許容度が高いと考えられ，交通エネルギーと

家庭エネルギーの潜在削減可能性が高い．G3 単身者，G4 無職，G5 青年有職者の削減可能

性が相対的に低いという結果も得られた．その理由として，G3 単身者，G4 無職，G5 青年

有職者は賃貸住宅に住んでいる，あるいは自動車などの固定資産を私有する割合が低いこ

とが考えられる． 

 

8-4-2 茨城県における環境バランスエリアの改善可能性 

茨城県におけるすべての自治体の環境バランス評価は章5に参考する．対象自治体の居住

者グループ別人口データを整理する上で，セクション8-5-1で算出した居住者グループ別の

潜在的環境負荷削減可能性を用いて，ライフスタイルの見直しによる環境バランスの改善

可能性を明らかにし，その結果を表8-6に示す． 

まず，全自治体のケーススタディを行う前段階として，各自治体がどのような環境バラ

ンスエリアを提案する可能性があるか，把握しておく必要がある．そこで，近年開発が進

んだ茨城県南部の中でも， も人口が多いつくば市（環境負荷超過率は6.71）を例として，

その吟味を行う．つくば市が都市的要素と農村的要素が混在する大都市圏郊外部に位置し，

比較検討に値する特徴の異なる地域から構成されており，ケーススタディの対象としては

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

1 2 3 4 5 6

パターンA

パターンB

食料自給率の潜
在的上昇可能性

交通エネルギー消費
の潜在的削減可能性

家庭エネルギー消費
の潜在的削減可能性

 
図 8-8 居住者グループ別潜在的環境負荷削減可能性（茨城県） 
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適切であると考えられる． 

環境バランスエリア案では，つくば市が単独で環境バランスエリアを構築しようとする

ため，他自治体との競合は発生しないことを想定している．ただ単に周囲の非依存自治体

を順番に取りこんでいくということになる．県平均値4.76を環境負荷削減目標値と設定した

場合おける作成エリアを，図8-9の左に示している．また，セクション8-5-1で設定したシナ

リオを実施したあとのエリアを図8-9の右に示している．なお，ここでは，改善可能性が高

いパターンBにおけるすべてのシナリオを同時に実施することを想定し，環境バランスエリ

アを作成している． 

次に，自治体間の競合も考慮した形で，茨城県全自治体を対象としたケーススタディを

行う．中央値5.46を環境負荷削減目標値と設定し，シナリオを実施する前後のエリアを図

8-10に示す．図8-9・図8-10から以下のことが明らかとなった． 

1） 環境バランスエリア制度を通じて，自治体間における環境面の依存関係が明らかとな

った． 

2） シナリオ実施後，つくば市の環境バランスエリアを3自治体から2自治体に縮小した．

つくば市は石岡市の環境マネジメントを行う義務がなくなり，桜川市だけで目標値に

達成した．  

3） シナリオ実施前に，茨城県の全44自治体は， 16の環境バランスエリアと，10の環境バ

ランス未達成のエリアに編成された．前者には31，後者には13の自治体がそれぞれ取

 

表 8-6 ライフスタイルの見直しによる環境バランス（茨城県） 

番
号

市町村
EF/人

　(ha/人)
環境負荷
超過率

番
号

市町村
EF/人

　(ha/人)
環境負荷
超過率

1 水戸市 0.560 11.2 23 筑西市 0.537 3.7
2 日立市 0.562 7.8 24 坂東市 0.562 3.1
3 土浦市 0.555 12.2 25 稲敷市 0.551 2.2
4 古河市 0.549 8.4 26 かすみがうら市 0.558 2.5
5 石岡市 0.567 2.5 27 桜川市 0.566 1.7
6 結城市 0.583 5.5 28 神栖市 0.606 14.0
7 龍ケ崎市 0.596 12.5 29 行方市 0.519 1.4
8 下妻市 0.575 4.2 30 鉾田市 0.529 1.3
9 常総市 0.578 4.6 31 つくばみらい市 0.595 5.3
10 常陸太田市 0.642 1.1 32 小美玉市 0.560 2.6
11 高萩市 0.603 1.1 33 茨城町 0.589 2.0
12 北茨城市 0.604 2.0 34 大洗町 0.639 9.7
13 笠間市 0.593 2.6 35 城里町 0.608 0.9
14 取手市 0.555 22.2 36 東海村 0.649 11.1
15 牛久市 0.603 6.6 37 大子町 0.620 0.4
16 つくば市 0.552 5.4 38 美浦村 0.641 5.6
17 ひたちなか市 0.557 17.5 39 阿見町 0.647 6.7
18 鹿嶋市 0.606 8.2 40 河内町 0.571 2.0
19 潮来市 0.593 5.5 41 八千代町 0.570 2.3
20 守谷市 0.561 26.8 42 五霞町 0.627 5.2
21 常陸大宮市 0.630 1.0 43 境町 0.605 4.0
22 那珂市 0.593 4.0 44 利根町 0.653 8.6

4.220 3.822環境負荷超過率中央値 環境負荷超過率平均値  
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り込まれたことになる．茨城県南部の東京都に近い市町村で未達成エリアが多くなっ

ている． 

4） シナリオ実施後，22の環境バランスエリアと7の環境バランス未達成のエリアに再編さ

れた．エリアの範囲を縮小することと共に，環境負荷削減目標値に達成できるエリア

の数も増加した． 

シナリオをの実施により，茨城県平均値はr=4.76からr=3.82まで削減し，全体の環境負荷

超過率が小さくなることを示された．個人のライフスタイルの見直しにより，周囲の環境

バランスの改善に強い影響に与えていることを明らかにした． 

 

8-5 本章のまとめ 

本章では，個人のライフスタイルの見直しに着目し，どのような行動を行えば，どの程

度環境改善の潜在可能性が見込めるのかについて，自治体スケールで検討を行った．さら

に，環境バランスエリア概念を用いて，自治体間の環境バランスにどれだけ影響を与える

のかを明らかにした．このような分析により，自治体が自らの努力で環境バランスを達成

する潜在的な可能性を吟味し，今後の広域範囲での環境バランス改善のための住民にも行

政にも及ぶ参考情報を提示することができた． 

1) 地方中心都市で環境バランスを達成できているのは，釧路，鶴岡，岩国，延岡，飯田

の5都市に留まっている．ほとんどの都市で十分に環境バランスが達成できていない． 

2) ライフスタイルの見直しによる環境負荷の削減(EF：縦軸)と環境受容量(BC:横軸)の増

加の組み合わせで方策の効果を確認した．それぞれの環境上の立ち位置を把握できる

とともに，各自治体の特性に応じて効果的な戦略が異なることも示された． 

3) ライフスタイルの見直しによって環境バランスエリアの範囲を縮小することと共に，

環境負荷削減目標値に達成できるエリアの数も増加した． 
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つくば市の
環境バランスエリア
エリア外

改善前エリア平均（r=4.29） 改善後エリア平均（r=4.07）

＊改善目標値：4.76（茨城県平均値）

エリア設定手順：
 エリア外縁部に隣接していること
 隣接している自治体の中で も調査率が低い順にエリアに含んでいく

市町村番
号は表‐5
に対応

凡例

 
図 8-9 改善前後つくば市の環境バランスエリア案 

改善前茨城県平均（r=4.76） 改善後茨城県平均（r=3.82）

＊改善目標値：5.46（中央値）

市町村番
号は表‐5
に対応

凡例

同じ色： 目標値達成エリア
黒外沿線：目標値達成できな

いエリア

目標値達成自治体

 

図 8-10 改善前後茨城県の環境バランスエリア案 
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9 将来の環境バランス予測 

 

3 章では集落から都道府県スケールでの環境バランス評価ツールを構築し，4 章～8 章で

は各スケールにおける環境バランスの評価を行い，さらに各スケールでの環境バランスの

改善可能性について検討を行った．なお，1 章の背景で述べたように，環境政策動向や人口

減少・超高齢化の社会現状などを踏まえて，日本は 2015 年に長期（2050 年頃）・中期（2025

～2030 年頃）の目指すべき社会像を想定し，ライフスタイルの変革・新技術の発掘及び活

用・農山漁村の保全と再生などの実現が重点課題としてまとめられた．しかし，持続可能

な社会のイメージがあるとしても，目標を達成するための具体的なアプローチは不明瞭で

ある．そこで本研究では，具体的な将来社会像を描いた上，その社会像に向けてどのよう

なライフスタイルの見直しが必要かを定量化にすることを目的にする． 

 

9-1 本章の内容 

本章では，環境バランス評価ツールを用いて将来における環境バランスを予測する．1

章で述べたように， 終的には日本全体の環境負荷超過率を 1 以下に下げることを目的に

する．しかし設定のシナリオによって，異なる地域がそれに対する感度も異なると考えら

れる．そのため，本章の研究対象は日本における全ての都道府県とする．ライフスタイル

の見直しは居住者の意識に強く関わっているため，本研究は全国を対象にしたアンケート

調査の結果に基づいて検討を行う．なお，2035 年まで高齢化率は７％増加する可能性があ

り（NIPSSR，2013），埋蔵量の少ない産油国はあと 20 年で原油資源の枯渇が見込まれてい

るため，日本はこれから大きな転換期に迎えている．そのため，本章の予測期間は，現在

から 20 年後 2035 年の間と設定する． 

将来像に関しては，シナリオ分析を用いて推測する．シナリオ分析は， も起こりうる

単一の将来を想定するだけでは，幅を持った起こりうる将来に対応することができないと

考えられる．将来には不確実性があり，将来の様々な状況に対して適切な対応政策や計画

を検討することには，予測の意味がある． 

以上なことによって，本研究は，節 9-2 では全国を対象にしたアンケート調査の概要と

結果について記載する．  

節 9-4 では，将来予測のシナリオ分析を行う．セクション 9-4-1 で対照評価という意味で，

BAU シナリオを設定し，現在と同様な生活をすることを想定する．また，セクション節 9-4-2

では，可能性予測というシナリオを設定する．具体的には，社会環境などが変化する際に，

居住者の意識もそれに伴って変わると予想され，人口・国都構造・ライフスタイルなどの

検討を行う． 

 

9-2 アンケート調査の概要と結果 

本章で実施したアンケート調査概要を表-1 に示す．居住者の意識を網羅的に把握するた

102



  め
，
広
い
範
囲
で
よ
り
多
い
サ
ン
プ
ル
を
取

る
こ
と
が
望
ま
し
い
．
よ
っ
て
，
全
国

30
00

人
を
対
象
に
，

20
16

年
2
月

4
日
か
ら

2
月

8
日
ま
で
の
期
間
で
，
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
た
．

様
々

な
属

性
の

サ
ン

プ
ル

を
と

る
た

め
，

地
方

・
都

市
規

模
・

年
齢

層
別

に
セ

ル
を

設
定

し
，

各
セ

ル
に

お
い

て
は

均
等

割
り

付
け

を
行

う
．

都
市

規
模

は
，

家
計

調
査

の
設

計
（

家
計

調
査

，
20

14
）

を
参

考
に

し
，
具
体
的
な
定
義
を
表

9-
2
に
示
す
．

 

ア
ン

ケ
ー
ト
調

査
の

項
目
に

つ
い

て
は
，

個
人

属
性
の

他
，

ラ
イ
フ

ス
タ

イ
ル
の

見
直

し
の
実

施
意

向

に
つ
い
て
尋
ね
た
．
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
見

直
し
に
関
す
る
質
問
は

8
章
を
参
考
に
し
て
，

 (
1)
食
料
自
給

率
に

関
す

る
も

の
（
「

国
産

飼
料

使
用

の
肉

を
購

入
」
・
「

国
産

麦
使

用
の

パ
ン

・
麺

を
購

入
」
，

(2
)交

通
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
関
す
る
も
の
（
ガ
ソ
リ
ン
価
格
の
調
整
へ
の
対
策
）
，

(3
)家

庭
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
関
す

る
も
の
（
電
気
代
の
調
整
へ
の
対
策
）
の

3
つ
を
設
定
し
た
．
具
体
的
な
質
問
内
容
と
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

の
見
直
し
行
動
を
表

9-
3 
に
示
す
．

 

な
お

，
そ
れ
ら

の
質

問
に
つ

い
て

は
，
様

々
な

値
上
げ

す
る

程
度
を

設
定

し
，
回

答
者

の
選
択

を
調

査

し
た
．
し
か

し
，
本
章
で
は

20
年
後
を
予
測
す
る
た
め
，
近
い
将
来
に

30
％
値
上
げ
す
る
可
能
性
が
高
い

と
考

え
ら

れ
る

．
そ

こ
で

本
章

は
「

国
産

飼
料

」
・
「

国
産

麦
」
・
「

ガ
ソ

リ
ン

価
格

」
・
「

電
気

代
」

が
全

部

「
30
％
値
上
げ
す
る
際
」
の
結
果
を
用
い
て

シ
ナ
リ
オ
分
析
を
行
う
．
地
方
別
に
集
計
す
る
結
果
を
表

9-
4

に
示
す
．

 

 9-
3 

B
A

U
シ
ナ
リ
オ

 

 
本
節
で
は
，
人
口
減
少
を
前
提
条
件
と
し
て
，

B
A

U
シ

ナ
リ
オ
を
設
定
す
る
．
日
本
に
お
け
る
人
口
の

予
測
は
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の
「
日
本
の
地
域
別
将
来
推
計
人
口
（
平
成

25
（

20
13
）
年

3
月
推
計
）
」（

N
IP

S
S

R
，

20
13
）
を
参
照
す
る
．
こ
の
人
口
デ
ー
タ
を
用
い
て
，
将
来
の
環
境
負
荷
量
（

E
F
） 

を
算
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
．

B
A

U
シ
ナ

リ
オ
で
は
，
人
口
変
化
以
外
に
は
，
全
て
の
条
件
を
現
状
維
持

と
設
定
し
た
た
め
，
環
境
受
容
量
の
変
化
が
な
い
．
以
上
の
こ
と
に
よ
っ
て
，

B
A

U
シ

ナ
リ
オ
の
環
境
バ

ラ
ン
ス
評
価
は
表

9-
5
に
，
そ
の
メ
テ
オ
グ
ラ
ム
図
を
図

9−
1
に
，

20
35

年
ま
で
の
環
境
負
荷
量
変
化
を

図
9-

2
に
示
す
．
図

9-
1
に
お
け
る
都
道
府
県
の
番
号
は
表

9-
4
を
参
考
す
る
．

 

 
表

9−
5
か
ら
，
全
て
の
都
道
府
県
に
お
い
て
は
人
口
減
少
に
よ
り
環
境
負
荷
量
が
減
少
し
た
こ
と
を
明

 

表
9-

1 
ア
ン
ケ
ー
ト
の
概
要
（
全
国
）

 

15
〜
34
歳
35
〜
44
歳

45
〜
54
歳

55
〜
64
歳
65
歳
以
上

大
都

市
10
8

10
9

10
6

10
5

11
1

中
都

市
１

12
1

12
2

12
3

12
5

12
5

中
都

市
２

12
0

12
3

12
3

12
7

12
3

小
都

市
11
8

12
3

12
5

12
3

12
7

町
村

11
4

12
3

12
4

12
6

12
6

年
齢

階
層

別
、

都
市

規
模

別
回

収
数

(総
数

3
0
0
0
)

調
査

方
法

調
査

対
象

調
査

期
間

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
に

よ
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査

日
本

に
お

け
る

住
民

（
各

年
齢

階
層

別
、

都
市

規
模

別
）

20
1
5年

12
月

1
8
〜

2
1日

 

103



 

 

表 9-2 都市規模の定義 

分類 要件 総務省の各種統計上の区分

大都市 東京都区部、政令指定都市 特別区、大都市

中都市① 人口３０万人以上の都市 中核市

中都市② 人口３０万人未満１０万人以上の都市 特例市、中都市

小都市 人口１０万人未満の市 小都市

町村 町、村 町村  

表 9-3 アンケート調査の内容（全国） 

項⽬ 質問 選択肢 ⾏動(略称) 対応EF要素
「飼料も
国産」の
国産⾁類
の購⼊

「飼料も国
産」の国産⾁
購⼊

「国産⼩
⻨」パ
ン・麺の
購⼊

「国産⼩⻨」
パン・麺購⼊

特に何もしない・今まで通り⾃
家⽤⾞を使⽤する

何もしない

前より（さらに）外出の回数を
減らす
⾃家⽤⾞で移動する距離を短く
する
今まで⾃家⽤⾞で⾏っていた移
動を、公共交通、⾃転⾞、徒歩
などへ代替する

移動代替

ハイブリット⾞（HV）への乗
り換える

HV乗換

プラグインハイブリッド
（PHEV）⾞への乗り換える

PHEV乗換

短距離の移動については電気⾃
動⾞（EV）への乗り換える

EV乗換

特に何もしない・今まで通り⽣
活する

何もしない

以前より(さらに)節約する 電気節約
省エネ家電への買い替えや、省
エネリフォームをする

省エネ購⼊

その他

それぞれのガソ
リン価格の値上
げの程度につい
て、考えられる
最も近い対策を
お選びください

ガソリン
価格の値
上げ
（10％、
30％、
50％値上
げ）

それぞれの電気
代の値上げの程
度について、考
えられる最も近
い対策をお選び
ください

電気代の
値上げ
（10％、
30％、
50％値上
げ）

「飼料も国産」の⾁類について、「飼料は海外
産」の⾁類よりも何%程度⾼くなっても購⼊し

たいと思うか
(50%、30％、20％、10％)

ガソリン節約

太陽光発電設備の設置をする 太陽光発電設
備購⼊

耕作地フットプリント
エネルギーフットプリント・

輸送

エネルギーフットプリント・
⺠⽣交通

個⼈属性（職業、年齢、都市、都市規模区分、世代⼈員数）
家庭調理頻度、国産⾁購⼊率、ガソリン代、HV所有、PHEV所有、EV所有、省エネ所有、太

陽光発電設備所有

「国産⼩⻨」パン・麺について、「輸⼊⼩⻨」
パン・麺よりも何%程度⾼くても購⼊したいと

思うか
(50%、30％、20％、10％)

エネルギーフットプリント・
⺠⽣家庭
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らかにした．2035 年まで，人口減少により環境バランスが達成するケース（青森県，福島 

県，新潟県，福井県）が見られた．一方，東京都，大阪府などのような大都市圏内の都道

府県に関しては，2035 年まででも何十倍の環境負荷超過率であり，環境面では完全に周囲

の都道府県を依存していることがわかった． 

 

 

 

表 9−5 環境バランスの将来予測（BAU） 

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

01 北海道 4042819 3896551 3724320 3533458 3328604 6696010 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5
02 青森県 852751 811595 767086 721040 673822 786058 1.1 1.0 1.0 0.9 0.9
03 岩手県 828354 791186 750852 709151 666727 1319321 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5
04 宮城県 1468838 1430604 1383275 1329527 1270954 548539 2.7 2.6 2.5 2.4 2.3
05 秋田県 665305 625554 584284 542941 501971 981239 0.7 0.6 0.6 0.6 0.5
06 山形県 727086 695258 661747 627640 593078 786287 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8
07 福島県 1266941 1219483 1167872 1113823 1057070 1117549 1.1 1.1 1.0 1.0 0.9
08 茨城県 1763191 1712116 1650986 1581426 1504010 352221 5.0 4.9 4.7 4.5 4.3
09 栃木県 1213655 1186818 1153155 1114269 1069996 474614 2.6 2.5 2.4 2.3 2.3
10 群馬県 1203690 1170654 1132283 1089866 1042915 496483 2.4 2.4 2.3 2.2 2.1
11 埼玉県 4315375 4246997 4141850 4003758 3838747 196565 22.0 21.6 21.1 20.4 19.5
12 千葉県 3733940 3685929 3606492 3500649 3372779 283269 13.2 13.0 12.7 12.4 11.9
13 東京都 8009062 8036965 8001846 7914867 7786562 86846 92.2 92.5 92.1 91.1 89.7
14 神奈川県 5531067 5515903 5456295 5358765 5228920 115169 48.0 47.9 47.4 46.5 45.4
15 新潟県 1228649 1178695 1124339 1067062 1007351 1019644 1.2 1.2 1.1 1.0 1.0
16 富山県 568617 547520 523987 499176 472738 338915 1.7 1.6 1.5 1.5 1.4
17 石川県 605944 587338 565708 541906 515761 326086 1.9 1.8 1.7 1.7 1.6
18 福井県 423246 410130 395550 380042 363330 350679 1.2 1.2 1.1 1.1 1.0
19 山梨県 458319 445621 431115 414992 397130 371498 1.2 1.2 1.2 1.1 1.1
20 長野県 1125826 1086008 1043073 998533 951428 1170732 1.0 0.9 0.9 0.9 0.8
21 岐阜県 1261295 1226146 1184475 1138303 1088123 915454 1.4 1.3 1.3 1.2 1.2
22 静岡県 2293810 2238453 2169660 2091154 2003183 568978 4.0 3.9 3.8 3.7 3.5
23 愛知県 4567219 4546477 4495201 4418762 4319209 297989 15.3 15.3 15.1 14.8 14.5
24 三重県 1126851 1099425 1066329 1029410 988711 431067 2.6 2.6 2.5 2.4 2.3
25 滋賀県 869054 866053 857829 845441 828789 257309 3.4 3.4 3.3 3.3 3.2
26 京都府 1554629 1520845 1476354 1423816 1365065 372870 4.2 4.1 4.0 3.8 3.7
27 大阪府 5151076 5016844 4845496 4646499 4428359 69314 74.3 72.4 69.9 67.0 63.9
28 兵庫県 3291344 3215109 3117860 3005951 2880883 633636 5.2 5.1 4.9 4.7 4.5
29 奈良県 809663 779520 744332 705272 663071 304146 2.7 2.6 2.4 2.3 2.2
30 和歌山県 569534 539389 507929 475901 443082 393246 1.4 1.4 1.3 1.2 1.1
31 鳥取県 371918 359845 346329 332055 316994 292686 1.3 1.2 1.2 1.1 1.1
32 島根県 441140 420556 398801 376976 354919 559039 0.8 0.8 0.7 0.7 0.6
33 岡山県 1223816 1194601 1158807 1118889 1074588 548812 2.2 2.2 2.1 2.0 2.0
34 広島県 1783718 1733726 1674086 1607366 1533186 665222 2.7 2.6 2.5 2.4 2.3
35 山口県 888909 846742 801292 754649 706847 482162 1.8 1.8 1.7 1.6 1.5
36 徳島県 529286 507368 483326 458289 432302 341938 1.5 1.5 1.4 1.3 1.3
37 香川県 668953 644043 616460 587769 557543 115287 5.8 5.6 5.3 5.1 4.8
38 愛媛県 959039 919189 875710 830337 782940 449867 2.1 2.0 1.9 1.8 1.7
39 高知県 515397 491687 466424 440707 414282 623072 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7
40 福岡県 2984631 2928983 2853920 2764117 2662452 304670 9.8 9.6 9.4 9.1 8.7
41 佐賀県 497451 482096 464826 446428 426878 163067 3.1 3.0 2.9 2.7 2.6
42 長崎県 827003 791118 752425 712016 670089 289363 2.9 2.7 2.6 2.5 2.3
43 熊本県 1059372 1026847 989279 948625 905568 575585 1.8 1.8 1.7 1.6 1.6
44 大分県 692408 668604 641656 612945 582678 506661 1.4 1.3 1.3 1.2 1.2
45 宮崎県 656748 632956 606055 577301 546915 654254 1.0 1.0 0.9 0.9 0.8
46 鹿児島県 993358 957105 917288 875848 833172 701253 1.4 1.4 1.3 1.2 1.2
47 沖縄県 733795 740438 742752 741341 736931 144710 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1

77354092 75675092 73521015 71009059 68190653 29479378 2.6 2.6 2.5 2.4 2.3全国

環境負荷量(ha) 環境負荷超過率
番号 都道府県

環境受容量
(ha)
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拡大図
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凡例：
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r=1より下部で環境バランス達成

1980
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X軸：BC変化

Y軸：
EF変化

r=1

図 9−1 BAU の環境バランスのメテオグラム図（都道府県） 
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番号 都道府県

01 北海道
02 青森県
03 岩手県
04 宮城県
05 秋田県
06 山形県
07 福島県
08 茨城県
09 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県
18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県
35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県

BAU

‐1500000 ‐500000 500000-15   -5  0  5 

（十万 ha）

図 9-2 2035 年まで BAU による環境負荷削減量 
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9-4 可能性予測シナリオ

節 9-2 で記述したように，将来には不確実性があり，様々なシナリオを設定し，将来の

様々な状況に対して適切な対応政策や計画を検討することには，予測の意味がある．そこ

で本節はまず，将来の社会の変動に対して不確定性と重要度がともに高いキードライバー

を抽出し，その変化に従って将来像を描く．

地球環境問題に関するシナリオが描かれるようになったのは， 「成長の限界」（Donella 

et. al., 1972）以降である．その将来シナリオの着目点は，世界人口・経済と自然資源の制

約との関係であり，当時の消費スタイルを変わらないと，地球は持続不可能な将来になる

ことを予測した．なお，40 年後では，同じ研究グループにより 2052 までの将来予測を行い，

PV と分散型エネルギーの増大，バイオ燃料の利用，食料価格高騰などを描かれた．  

日本では，人口減少という歴史的な転換点を迎えた一方， 新興国における経済発展は目

覚ましいため，地球温暖化，化石エネルギー資源不足などの影響が顕在化している．それ

に対して，環境教育，再生エネルギーの利用，スマートグリットの構築，コンパクトな都

市構造への変換，など，社会・技術・国土構造など様々な側面での取組が進んでいる．日

本においても，2050 日本低炭素社会シナリオがあり，技術志向と自然志向社会で温室効果

ガスの削減目標の達成可能性を検証した．

そこで，将来における不確実性が高い，かつ環境バランスへの影響が高いと考えられる

二つの要因がある．

一つ目は国土の構造であると考える．環境負荷への考慮，都市整備財源の減少，インフ

ラの老朽化，ガソリンの価格高騰などが予測され，集中な都市構造が求められていること

が数多くの研究者により指摘されている．一方，個人の考え方によって，必ずしも大量消

費生産のライフスタイルを持続したいわけではなく，U ターン・I ターン・J ターンなど郊

外・集落（農山漁村）へ移住するケースが数多く見られている．そのため，将来的には分

散型の国土構造になる可能性もあると考えられる．国土構造が集中する際に，人口は大都

市へ集中し，農村部は過疎化が進むと想定できる．国土構造の集中によって，土地利用が

高度化し，退化した施設・住宅を自然資源に回帰することができる．分散型は農村へ人口

流出する傾向があると考えられる．

二つ目は資源・エネルギー利用のスタイルの観点から，技術発展と自然回帰の将来であ

る．それは「科学技術の発展により化石燃料に依存しなくても持続可能になる」，と「技術

に頼らず昔ながらの自然と共存した生活を暮らす」，という二つの考え方に基づいて設定し

た．技術発展の場合には，太陽光など再生可能エネルギー利用の増加と，農林業の大規模

化が可能となる．自然回帰の場合には，農林業の魅力が高まり，農林業労働者数も増える

傾向があると想定する．また，技術発展と自然回帰を同時に発生する場合もある．

以上を踏まえて，本章では表 9-6 のように 6 つのシナリオを設定する．国土構造の集中

と分散だけのシナリオは A 集中と B 分散に略称する．自然回帰，技術発展と両方同時発生
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のシナリオは①自然，②技術と③自然＋技術に略称する．集中と分散の場合に，それぞれ

技術，自然と技術＋自然のシナリオは A①，B①などに略称する． 

9-4-1 シナリオの設定

 本章では，環境バランス評価ツールを用いて将来の環境バランスを予測する．そのた

め，EF 指標・BC 指標を算出するための人口，資源消費量，環境受容面積などを予測する

必要がある．そこで，前述したシナリオに関連性があり，かつ EF 指標と BC 指標の値に影

響が高い項目について，予測を行う．具体的には，将来の人口，ライフスタイル，耕作地

面積の 3 つの項目を対象にし，将来の値を一定の仮説に基づいて算出する．シナリオ設定

の詳細を表 9—7 に示す． 

a) 人口

人口は「国立社会保障・人口問題研究所」を参考にして，コーホート法で算出する．そ

のコーホート法は，将来の生残率，将来の純移動率などの要素について，仮定値によって

推計した．本研究では，将来の集約，及び分散の国土構造を考えるため，将来の純移動率

を「国立社会保障・人口問題研究所」（NIPSSR，2013）と異なる数値で算出する．集中のシ

表9-6 可能性予測シナリオの設定 

シナリオの設定
①

自然回帰
(①自然)

②
技術発展
(②技術)

③
技術発展+自然回帰

（③技術+自然）

A国土構造集中
（A集中）

A①集中・自然 A②集中・技術 A③集中・自然＋技術

B国土構造分散
（B分散）

B①分散・自然 B②分散・技術 B③分散・自然＋技術

表9-7 可能性予測シナリオの設定（詳細） 
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ナリオでは，大都市圏へ純移動率高く，分散のシナリオでは，大都市圏以外への純移動率

が高いと設定する．都道府県別の将来の純移動率は，過去（1970 年～2010 年）の実績値の

大値を使用する．また，本節では，都道府県レベルを対象にしているため，計算の便宜

上，「大都市圏」の算出は県庁が三大都市圏（総務省，2016）に含まれた都道府県を対象に

する．具体的には，東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・愛知県・大阪府・京都府と兵庫

県である．

b) 環境受容面積

「国立社会保障・人口問題研究所」の算出結果により，将来に日本の人口が減少しつつ

傾向になる．仮に都市活動を行う上で一人当たりに必要な土地スペースが定義できるとす

れば，人口減少することに従って，地域内に必要な都市的土地利用は減少し，自然的土地

利用に再生できる余地が発生する．人口が撤退したにもかかわらず地域内の土地が放置さ

れた状態であると，EF 的観点から見て非効率な土地利用と言える．そこでの効率とは，人

間の都市空間における活動が土地の有効利用という観点からどれだけ効果的に活用されて

いるかを相対的な観点から判断するものである．なお，現状としては，そのような放置さ

れた土地がすでに存在しおり，改善の対象になる必要がある．しかし本研究では，将来の

国土構造の変化により環境バランスの状況を予測する目的にするため，現状に既に存在し

ている放置された土地を対象外にする．

 そこで本研究では，現時点における各都道府県の環境受容量になれない土地面積を算出

し，それを人口で割ることによって，一人当たりの都市活動用地を算出する．将来的には，

一人当たり都市活動用地を増えないことを設定する．なお，集中の場合に，人口減少する

ことによって，必要な都市活動用地を削減し，総人口を非効率な土地からほかの土地へ移

住することを意味する．削減した都市活動用地を農地や森林地に再生する設定をする．再

生できる土地面積の算出式を式(9.1)，(9.2)に示している．集中のシナリオでは，都市活動

用地面積は 5 年毎に 5%増，分散の場合に，5 年毎に 5%減と設定する． 

(9.1) 

(9.2) 

：国土構造の変化による環境受容量 (ha) 

：都道府県 k における人口（人） 

：現時点（2010 年）における一人あたりの都市活動用地面積（ha/人） 

：都道府県 k の面積（ha） 

：現時点（2010 年）における人口（人） 

c) ライフスタイル

ライフスタイルの見直しによって，環境負荷の削減が期待されている．一方，ライフス
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タイルは，個人意識，社会的環境の変化や，国の教育の方針による大きく変わると思われ

る．本研究ではある仮定値を設定して推計し，各ライフスタイルのシナリオに対する特性

（感度）が異なることについて，検討を行う．本研究のライフスタイルをエネルギーの利

用スタイルによって，日常改善型，新技術投資型と無作為型の 3 つに分類する．各ライフ

スタイルの行動は表 9-7 に示しており，各行動の実践程度を表 9-4 のアンケート調査結果か

ら把握する．自然回帰のシナリオでは日常改善型の人口を 5 年ごとに 5%増加，技術発展の

シナリオでは新技術投資型の人口を 5 年ごとに 5%増加と設定する．なお，各都道府県の総

人口が一定という前提により，何もしない無作為型の割合が定率で減少する． 

ライフスタイルの見直しによる環境負荷削減量の算出については，それぞれ削減できる

EF 要素のうち，その実践可能性を加味し，潜在的な削減量を算出する．また，ライフスタ

イルは複数の行動を含んでいる，各ライフスタイルに対応した行動を表 9-7 に示している．

各行動の実践可能性（各行動を実践したいと回答した人の割合）は，アンケート調査から

把握する．各行動が削減できる EF 要素は，表 9-3 に示したアンケート調査の項目に対応し

ている．ライフスタイルの見直しによる環境負荷削減量は式(9.3)で算出する． 

 

                  (9.3) 

:シナリオ s の環境負荷削減量 

：EF の構成要素 j 

：行動 i の実践程度 

：行動 i の補足条件 j 

「飼料も国産」の国産肉類と「国産小麦」パン・麺の購入の補足条件はアンケート調査

からの「国産肉購入率」と平均「家庭調理頻度」により把握する．「国産小麦」パン・麺購

入の補足条件も同アンケート調査からの平均「家庭調理頻度」とする．「ガソリン節約」・「移

動代替」「HV 乗換」「PHEV 乗換」「EV 乗換」の補足条件は「ガソリン使用量削減率」であ

る．「ガソリン節約」・「移動代替」の削減率は 15％と設定する．「HV 乗換」「PHEV 乗換」

「EV 乗換」の削減率はアンケートからそれらの車種を所有する人と所有していない人のエ

ネルギー消費量の差で推計する．「電気節約」「省エネ購入」「太陽光発電設備購入」につい

ては，8 章節 8-4-1 を参考にする．それぞれの補足条件「電気使用量削減率」を 15％，50％，

80％に設定する． 

  

9-4-2 結果 

セクション 9-4-1 のシナリオ設定によって推計した日本全体将来の環境バランスを図 9-3

に表す．この図から以下のことが言える． 

1) 図 9-3 から技術は自然より，環境受容量がより高くなることを示した．集中・技術＋自

然のシナリオでは環境バランスが一番良いこと（環境負荷超過率が も低い）をわか

った．技術と自然を同時推進ではない場合，集中・技術のシナリオは も環境受容量
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が高く，分散・自然のシナリオは も環境受容量が低いことを明らかにした． 

2) A③と B③の技術と自然を同時推進のシナリオでは， 2035 年まで環境バランス（r=1）

を達成することができることが示された．環境負荷量について，両方とも約 60%の削

減が達成でき，環境受容量については，A③が 15%，B③が 7.6%の削減が達成できたこ

とを分かった． 

3) 線 xは日本国土面積を示す線である．日本国面積の約 80％が環境受容量になっており，

将来的に環境受容量がさらに増えるポテンシャルは高くない．一方，ライフスタイル

の見直しによる環境負荷量の削減は顕著に見える．日本全体の環境バランスの達成に

は，環境負荷量の削減が有効であると考えられる． 

次に，都道府県別の結果について，詳しく分析を行う．まず図 9-4～図 9-6 には，2010 年

と比べて，2035 年まで，人口・環境受容面積・ライフスタイルの変化による環境負荷と環

境受容量の増減を示す．それらの結果を踏まえて，表 9-8 にはシナリオ A②集中・技術と B

①分散・自然における各都道府県の環境負荷超過率の経年変化を示す．また，図 9-7 と図

9-8 には，EF・BC の結果を分かりやすいメテオグラム図に示す．図 9−7 には国土構造の違

いによる変化，図 9−8 にはすべてのシナリオを実施した結果を示す． 

それらの図表から以下のことを明らかとなった． 

B②分散・技術

BAU

B①分散・自然

A①集中・自然

r=1

0 1 2 3 4

BC (千万ha)

EF (千万ha)

0 
   
   

2 
  

4 
 

6
8 
 

A②集中・技術

B③分散・自然+技術 A③集中・自然+技術

凡例：

r=1

2010

2035

r=1より下部で環境バランス達成

2015

2020

2025

X軸：BC変化

Y軸：
EF変化

X=日本の国土面積

 

図 9-3 可能性予測による環境バランスのメテオグラム図（日本全体） 
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1) 図 9-4 から人口の集中と分散による環境負荷の変化を分かった．どの状況においても，

人口減少により EF 値が削減した．集中より，分散の際には，三大都市圏の都道府県の

削減が高い．

2) 図 9-5 には集中と分散による BC 値の変化を示している． 集中の際に，低未利用地の

再利用によって環境受容量が増加したことが分かった．分散の際に，全ての都道府県

での環境受容量が減少したが，地方は三大都市圏より削減量が多いことを示した．

3) 図 9-6 にはライフスタイルの見直しによる EF 値の変化を示している．ライフスタイル

の見直しは人口が EF に与える影響より大きいことが分かった．なお，分散・自然のシ

ナリオより，集中・技術の方は EF 削減量が大きいことが分かった．

4) 図 9-7 には集中と分散による環境バランスの変化を明らかにした．大都市圏における都

道府県（東京都，大阪府など）に対して，分散の国土構造の方は環境受容量の改善が

少ないが，環境負荷量が大きく下げる．地方の道県に対して，集中の方は環境負荷量

と環境受容量両方がより改善できることをわかった．

5) 表 9-8 と図 9-8 から各都道府県における将来環境バランスの達成状況を明らかにした．

東京都・神奈川県・愛知県など三大都市圏における都道府県に関しては，環境負荷量

が大幅に減少していくに対して，環境受容量の変化がほとんどない．これらの都道府

県は 2035 年まで環境バランス（r=1）を達成することができない．

6) 岩手県・長野県・岐阜県・奈良県など多くの道県は，将来的に環境バランスを達成す

る可能性がある．熊本県・広島県では，集中・技術のシナリオでは環境バランスが達

成できるが，分散・自然のシナリオでは達成できない．

7) 都道府県の特徴によって，環境負荷量と環境受容量の変化の程度が異なっているが，

全体的には集中・技術のシナリオの環境バランスがより良いことが言える．

9-5 本章のまとめ

 本研究では，人間活動から発生した環境負荷と地域を持つ環境的な容量とのバランス

に着目し，国土構造・技術発展などを考慮したシナリオ分析を通じて，将来の環境バラン

スを検討した．また，個人意識を考慮して，ライフスタイルの見直しが将来の環境バラン

スに与える影響を明らかにした．結果としては，人口減少・高齢化という大きな社会背景

において，持続可能社会を実現するためには，国土構造の集中と技術の発展が重要である

ことを明らかにした．また，ライフスタイルの見直しによって，2035 年まで日本全体で環

境バランスを達成することができる．

一方，国土構造の考え方として，人口の移住を考慮したが，移住による土地の変化や，

低未利用地の自然再生などの検討が必要である．ライフスタイルの見直しについては，太

陽光発電施設や電気自動車の利用を分析したが，バイオマスや水素といった新エネルギー

の利用可能性も今後のアンケート調査で補足する価値があると考えられる．
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番号 都道府県 A集中 B分散

1 北海道
2 青森県
3 岩手県
4 宮城県
5 秋田県
6 山形県
7 福島県
8 茨城県
9 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県
18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県
35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県

‐1500000 ‐500000 500000 ‐1500000 ‐500000 500000
 

図 9-4 2035 年まで人口の変化による EF の増減（都道府県） 

-15      -5  0   5 

(百万 ha) 

-15    -5  0    5 

(百万 ha) 
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番号 都道府県 A集中 B分散

1 北海道
2 青森県
3 岩手県
4 宮城県
5 秋田県
6 山形県
7 福島県
8 茨城県
9 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県
18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県
35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県

‐150000 ‐50000 50000‐50000 50000 150000

   
図 9-5 2035 年まで環境受容面積の変化による BC の増減（都道府県） 

-15      -5   0    5 

(十万 ha) 

-5   0    5      15  

(十万 ha) 
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番号 都道府県 ①自然 ②技術

1 北海道
2 青森県
3 岩手県
4 宮城県
5 秋田県
6 山形県
7 福島県
8 茨城県
9 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県
18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県
35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県

‐3000000‐2000000‐1000000 0‐3000000 ‐2000000 ‐1000000 0

図 9-6 2035 年までライフスタイルの変化による EF の増減（都道府県） 
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表 9-8 可能性予測の環境負荷超過率(都道府県) 

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

1 北海道 0.54 0.48 0.42 0.37 0.32 0.60 0.57 0.53 0.48 0.44

2 青森県 0.97 0.86 0.75 0.64 0.55 1.08 1.01 0.92 0.83 0.75

3 岩手県 0.56 0.51 0.44 0.39 0.33 0.62 0.58 0.53 0.49 0.44

4 宮城県 2.35 2.11 1.86 1.64 1.43 2.66 2.51 2.37 2.21 2.05

5 秋田県 0.61 0.54 0.46 0.40 0.34 0.68 0.62 0.56 0.50 0.45

6 山形県 0.83 0.74 0.65 0.56 0.49 0.92 0.86 0.79 0.72 0.65

7 福島県 1.00 0.90 0.79 0.69 0.60 1.12 1.05 0.98 0.90 0.82

8 茨城県 4.23 3.67 3.15 2.71 2.32 5.07 4.76 4.51 4.22 3.89

9 栃木県 2.23 2.02 1.79 1.58 1.39 2.53 2.43 2.30 2.16 2.02

10 群馬県 2.13 1.92 1.70 1.50 1.31 2.40 2.27 2.13 1.99 1.84

11 埼玉県 20.97 18.17 16.03 14.01 12.14 20.80 19.94 18.91 17.70 16.30

12 千葉県 12.64 11.05 9.84 8.68 7.60 12.48 11.97 11.39 10.72 9.94

13 東京都 82.22 71.16 63.60 56.25 49.44 83.17 84.09 85.27 85.70 84.99

14 神奈川県 44.86 39.84 35.62 31.53 27.72 44.79 45.01 44.22 42.98 41.17

15 新潟県 1.08 0.96 0.83 0.73 0.63 1.20 1.11 1.03 0.94 0.86

16 富山県 1.49 1.33 1.16 1.01 0.88 1.66 1.55 1.44 1.32 1.21

17 石川県 1.65 1.46 1.29 1.13 0.99 1.86 1.72 1.61 1.50 1.38

18 福井県 1.07 0.97 0.86 0.76 0.67 1.19 1.12 1.05 0.97 0.90

19 山梨県 1.09 1.00 0.89 0.79 0.69 1.21 1.16 1.09 1.01 0.94

20 長野県 0.86 0.78 0.69 0.60 0.53 0.95 0.89 0.83 0.76 0.70

21 岐阜県 1.23 1.12 0.99 0.88 0.78 1.35 1.28 1.20 1.12 1.03

22 静岡県 3.50 3.17 2.80 2.46 2.15 3.99 3.83 3.62 3.40 3.16

23 愛知県 14.10 12.77 11.56 10.38 9.27 13.89 13.72 13.24 12.69 12.05

24 三重県 2.28 2.06 1.82 1.61 1.41 2.59 2.47 2.34 2.19 2.04

25 滋賀県 2.88 2.63 2.36 2.11 1.87 3.39 3.34 3.30 3.23 3.14

26 京都府 3.93 3.58 3.24 2.92 2.61 3.80 3.60 3.34 3.09 2.82

27 大阪府 65.38 53.20 44.66 37.38 31.28 66.44 63.11 58.97 54.22 48.95

28 兵庫県 4.88 4.41 3.97 3.55 3.16 4.73 4.49 4.17 3.84 3.51

29 奈良県 2.43 2.16 1.90 1.66 1.44 2.71 2.51 2.33 2.13 1.94

30 和歌山県 1.32 1.15 0.99 0.86 0.73 1.47 1.33 1.21 1.09 0.98

31 鳥取県 1.12 1.02 0.90 0.80 0.70 1.25 1.19 1.11 1.02 0.94

32 島根県 0.71 0.63 0.55 0.47 0.41 0.79 0.73 0.67 0.61 0.55

33 岡山県 1.95 1.77 1.57 1.39 1.22 2.20 2.10 1.98 1.86 1.73

34 広島県 2.38 2.13 1.88 1.66 1.45 2.67 2.51 2.36 2.19 2.03

35 山口県 1.65 1.45 1.25 1.08 0.93 1.85 1.70 1.55 1.41 1.27

36 徳島県 1.38 1.24 1.08 0.94 0.82 1.54 1.43 1.32 1.21 1.10

37 香川県 4.87 4.24 3.63 3.11 2.66 5.72 5.36 4.99 4.60 4.21

38 愛媛県 1.89 1.68 1.46 1.27 1.10 2.12 1.97 1.82 1.66 1.51

39 高知県 0.74 0.67 0.59 0.51 0.44 0.82 0.77 0.70 0.64 0.58

40 福岡県 8.30 7.37 6.45 5.64 4.90 9.84 9.46 9.11 8.67 8.17

41 佐賀県 2.61 2.32 2.01 1.75 1.52 3.02 2.87 2.69 2.51 2.33

42 長崎県 2.48 2.18 1.87 1.61 1.37 2.85 2.66 2.45 2.23 2.02

43 熊本県 1.62 1.45 1.28 1.12 0.98 1.83 1.71 1.60 1.49 1.37

44 大分県 1.22 1.08 0.95 0.83 0.73 1.36 1.27 1.18 1.09 1.00

45 宮崎県 0.90 0.81 0.71 0.62 0.55 1.00 0.93 0.86 0.79 0.73

46 鹿児島県 1.25 1.11 0.97 0.85 0.74 1.41 1.32 1.23 1.13 1.04

47 沖縄県 4.24 3.97 3.62 3.28 2.96 5.00 5.10 5.16 5.19 5.19

B①分散・自然A②集中・技術

都道府県番号
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図 9−7 国土構造変化による環境バランスのメテオグラム図 
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図 9-8 可能性予測の環境バランスのメテオグラム図（都道府県） 
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10 結論 

 

10-1 本研究の成果 

本研究では，まず 1 章で研究の背景と博士論文の章構成を述べた．背景としては持続可

能社会の考え方に対して，「環境という土台があってこそ社会が成り立ち,その上に経済が成

り立つ」という認識を改めるべきと提言されていた．環境問題に対する関心が高まり，Rio

サミット・気候変動枠組条約締約国会議など国際間で議論が活発に行われ，温室効果ガス

排出量削減の合意にも至った．しかし，環境の持続的な発展には，温室効果ガスの削減だ

けではなく，限られた地球資源の中で消費を抑え,生産力を強化する措置を講じ，その生産

と消費のバランスを守る必要がある． 

以上を踏まえて，本研究では個人から都道府県まで，長期的視点を踏まえた環境バラン

ス改善策の方法論を構築した．そのツールを用いて，地域における環境負荷量と環境受容

量を算出し，環境面的の依存関係を明らかにした．その依存関係を踏まえて，個人のライ

フスタイルの見直し，地方分権化制度の展望，将来の国土構造の変化などについて検討を

行い，各地域スケールでの改善策とその連携可能性について分析を行った． 

2 章で研究の位置付け，3 章で環境バランス評価ツールの構築，4-9 章ではツールの適用

と環境改善策を論じた． 

2 章では，地球環境問題，環境評価指標と環境改善制度に関連する既存研究のレビューを

行って，本研究を用いる環境バランス評価ツールの適切性を明確にした．なお，既存の環

境評価手段と環境制度は，特定な排出物しか対象にしない，データの整備が不十分，コミ

ュニケーションツールとして理解しにくいなどの課題を抱えている．その議論を踏まえて，

本研究では網羅的に評価できる仕組みを構築すること，簡易な表現を使用すること，一般

的な統計情報を 大限活用すること，環境面の圏域制度を提案することにより，新規性・

有用性・汎用性・適用性を備えた． 

3 章では空間・時間軸におけるデータの整備を合わせて検討する上，EF 指標と BC 指標

を用いて環境バランス評価ツールを構築した．具体的には，公表されている統計データの

みを用いて，都道府県から集落スケールまで，EF 指標の改善・改良を行い，長期的な環境

バランスの変遷と達成状況を評価する仕組みを構築した．環境受容量は負荷量を受け入れ

るために実際に機能しうる土地面積を算出し，荒地の自然回帰や土地生産性の向上などの

政策の検討を可能にしった．なお，研究対象を絞るため，海洋域などを計算上から排除し

たが，実際の政策目標に応じて柔軟に項目を追加・削除することが重要である． 

4 章ではメテオグラム図を用いて粗いながらも環境バランスの視覚化を実現することで，

長期的な環境バランスの変化を把握した．環境負荷量が増加，環境受容量が減少している

傾向を示した．1980 年以降，日本の環境負荷量が受容量を超過し，海外の生産力に依存す

るようになった．海外からの供給不安や価格不安定などのリスクに対応する政策が困難に

なっている．1990 年代のバブル経済崩壊以降，衣料フットプリント・紙フットプリントと
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海外輸送フットプリントが減少したが，民生交通と家庭部門のフットプリントが増えしつ

つあった．そのため，エネルギー消費の抑制が重要な課題になっていたが，都道府県別の

状況が大きく異なっているため，都道府県別の特徴に応じた環境策の検討が重要である． 

5 章では，政策側の改善策として，環境負荷量が環境受容量を越えないように圏域を設定

する環境バランスエリアというコンセプトをはじめて提示した．また，依存自治体が非依

存自治体を取り込んでいくにあたり，緩和される環境負荷に応じた報酬を支払う仕組みを

設定し，広く環境バランス改善のインセンティブが住民にも行政にも及ぶ仕組みを考案し

た．また，環境面の依存関係を明確にすることにより，自治体スケールのみならず，他の

空間スケールでの活用可能性も示唆できた．実際の適用を行ったところ，本研究で提案す

る環境バランスの達成とはほど遠い状況であることがまず確認された．その上で，たとえ

ば県全体の環境負荷超過率の中央値を用いることにより，より住民の生活スケールや行政

の財政スケールに呼応した形での「疑似」環境バランスエリアの設定がありうることを具

体的に提示した．また，エリアの設定方法については，隣接・自動車道沿線・鉄道沿線な

どのメニューについて考案し，既存の圏域を環境バランスの観点から評価したとも言い換

えることができ，環境バランスエリア概念の更なる活用可能性が示唆できた． 

6 章では，集落スケールでの環境バランス改善評価ツールを用いることにより，実際につ

くば市における集落を対象とした環境バランス評価を実施し，その挙動を確認した．都市

機能が郊外部へ拡散している状況を EF 指標の観点から明らかにした一方，今後の環境改善

のための施策を検討する際に，森林超過率の削減は重要な取組であることを示した． 

 7 章では，個人側の改善として，ライフスタイルの見直しシナリオを設定し，日常生活の

見直しに基づく環境改善の潜在可能性を検討した．具体的には，個人の日常生活において

実行可能な行動や価格政策への対応，さらに，環境への意識と実際の行動について，アン

ケート調査を行った．まず，個人属性によってグループを分け，EF 指標を用いて，どのよ

うな個人にどのような環境負荷改善可能性が潜在しているのかについて分析を行った．分

析結果より，集落特性・個人・世帯属性により環境負荷削減・環境受容量増加する可能性

が異なっている．高齢者と主婦が多い集落，戸建て住宅の割合が高い集落，鉄道・高速道

路から離れている集落，荒地面積が広い集落においては，環境改善の余地が高い． 

8 章では，政策と個人両方の改善策を同時に実施する際の可能性を検討した．個人のライ

フスタイルの見直しに着目し，環境バランスエリア概念を用いて，自治体間の環境バラン

スにどれだけ影響を与えるのかを明らかにした．このような分析により，自治体が自らの

努力で環境バランスを達成する潜在的な可能性を吟味し，今後の広域範囲での環境バラン

ス改善のための住民にも行政にも及ぶ参考情報を提示することができた．ライフスタイル

の見直しにより，環境バランスエリアの範囲の縮小と共に，環境負荷削減目標値に達成で

きるエリアの数も増加した． 

9 章では，より遠い将来の持続可能性について分析を行った．具体的には，人間活動から

発生した環境負荷と地域を持つ環境的な容量とのバランスに着目し，国土構造・技術発展
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などを考慮したシナリオ分析を通じて，将来の環境バランスを検討した．その結果，人口

減少・高齢化という大きな社会背景において，持続可能社会を実現するためには，集約型

国土構造と科学技術の発展が重要であることを明らかにした．国土構造の変化については，

大都市圏と地方では環境バランスに対する影響に大きな違いがある．そのため，土地利用・

地方の転居政策などを策定する際には，地方と大都市両方に与える影響の違いを考慮する

必要がある．また，ライフスタイルの見直しによって，2035 年までに日本全体で環境バラ

ンスを達成する可能性があることを示した．しかし，そのような大きな国土・社会の転換

をしても，「CO2排出量 80％減」の目標が達成できなかった．その目標を達成するために，

本気な制度の転換や画期的な技術革新が不可欠である．なお，日本全体でバランスが達成

したが，三大都市圏では環境バランスの達成には遥かな距離が存在している．そのため，

現実上の実施可能性を踏まえて，都道府県レベル，あるいは地方範囲での環境バランスエ

リアを設置する意味がある． 

 以上な分析によって，本研究では過去から将来，個人から広域まで，様々な時間・空間

スケールで環境バランスを網羅的に評価できる仕組みを構築し，各主体の連携を考慮した

環境改善政策を検討した．これら異なる圏域スケールにあわせて EF 指標の構築と，空間

軸・時間軸の組み合わせを検討することによって，国土全体での環境バランス改善に資す

る方法論を始めて明確した． 

 

10-2 本研究の課題 

 本研究で構築した環境バランス評価ツールに関しては，本来日常生活に必要な項目が十

分に算出されていない課題がまだ残っている．本章における居住者消費に関わる EF 指標値

には，家具製品や衣服，タバコなどの消費財，住居建設に関わる木材消費などの本来考慮

すべき環境負荷が含まれていない．また，EF 指標値自体の課題になるが，CO2以外の汚染

物質の影響や，それら環境汚染物質が生態系に及ぼす影響などについても考慮されていな

い．これらについては，これら環境負荷もふまえた指標へ改良すべきであると考える． 

耕作地や森林地などの環境受容量に対して，全て同質であると仮定している．つまり，

土地利用の“質”について考慮できておらず，“量”の議論を行ってきている．しかしながら，

それらの土地は，地域により生産性が異なることが考えられる．今後の土地管理・利用を

検討していく上で生産性の考慮が非常に重要である． 

 土地の生産性は都道府県単位まで考慮したが，実際には集落単位でも大きいな違いがあ

る．今後詳細なデータの整備が必要である． 

 時間軸の環境バランス評価については，2010 年までの環境バランスを算出したが，将来

の継続的な記録と評価が望まれている．また，近年では各自治体がデータ整備をより重視

し，小地域・メッシュスケールまでの情報が公開しつつである．現在ではデータの制約に

より都道府県での評価しかできないが， 将来的には集落など小地域における時間軸の環境

バランスを把握できる可能性がある． 
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環境バランスエリア制度に関しては，ペナルティを地代の全額を充てるという考え方も

改良の余地があると考える．なお，今回のケーススタディでつくば市遠郊部までを含んで

も環境バランスを達成できなかった．このことからも明らかなように，本制度の適用は県

スケールよりも道州スケールなど，今後の行政単位にも対応したさらに広いスケールでの

適用がより望ましいものと考えられる．また，エリアには複数の自治体が含まれているた

め，自治体間協力や地域間連携など動きやすい行政の仕組みをさらに強める必要がある． 

ライフスタイルの考え方に関しては，太陽光発電施設や電気自動車の利用を分析したが，

バイオマスや水素といった新エネルギーの利用可能性も今後のアンケート調査で補足する

価値がある．なお，環境改善を広くとらえるためには，本研究で行った調査の対象範囲外

である廃棄物やリサイクルなどに関する検討も必要となる． 

居住者グループの分類に関しては，アンケート結果が地理属性別に有意な差がないため，

個人・世帯属性で分類を行った．しかし，本研究では客観的属性に基づいて分類したが， 心

理的要因を考慮していない．また，本研究における地理属性は，都市と都市規模しか考慮

していない．今後，具体的な政策に対する効果が簡便な総合指標等で容易に判読できるよ

う，居住環境・公共交通利便性・周辺施設・環境関心度などの要因にも考慮しながら検討

を進めていく必要がある． 

 潜在的な改善性については，集落では EF と BC 両方の改善を検討した．一方，自治体で

は EF の改善しか検討できておらず，各都市の土地利用特性に応じて，BC と両方の改善に

よりさらに多くの都市の環境バランスの達成が期待されている．それに伴って都市ごとの

対応する政策談義も幅広い展開が可能になると考えられる． 

将来の予測に関しては，都道府県スケールでの粗い検討しか行っていない．住民の本来

の日常生活圏等を考えると，より細かい範囲（たとえば自治体，集落）で，人口構造・商

業産業・インフラ整備など地域特徴を配慮した具体的な政策提示が必要である． 
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付録 
付録 1 EF の計算に関する用データ一一覧表 

 

耕作地 EF 関連 

1-1 年齢別人口 総務省統計局：国勢調査小地域統計 

H22 人口等基本集計 

1-2 国内１ha 当たり農作物収穫量 農林水産省：作物統計 

1-3 農作物輸出量 農林水産省：食糧需給表 

1-4 輸入国別輸入量 財務省：貿易統計 

1-5 輸入先各国の土地生産性 FAO：H21Agicultural Production 

1-6 食料摂取状況 厚生労働省：国民健康・栄養調査報告 

（年齢階層別・品目別消費量） 

1-7 肉類消費割合 総務省：家計調査 

1-8 歩留り率  

1-9 繊維家庭用内需 経済産業省民間委託三菱総合研究所： 

繊維産業活性化対策調査のデータ 

1-10 綿糸と毛糸の内需割合 総務省統計局：日本統計年鑑，繊維需給 

1-11 綿花輸入先割合 帝国書院： 

綿花の生産トップテンと日本の輸入先 

1-12 綿花土地生産性 FAS Online： United States Department of 

Agriculture Foreign Agricultural Service 

1-13 羊 1 頭から採取できる羊毛の量 kakara woolworks： 

ニュージランドの羊とスピグ事情 

1-14 成羊 1 頭当たりの餌の量 中央畜産会：zoo 鑑 

牧草地 EF 関連 

2-1 食料摂取状況（肉類） 厚生労働省：国民健康・栄養調査報告 

2-2 肉類消費割合 総務省：家計調査 

2-3 年齢別人口 総務省統計局：国勢調査小地域統計 H22 人口

等基本集計 

2-4 国内１ha 当たり牧草収穫量 農林水産省：作物統計 

2-5 輸入国別牧草輸入量 財務省：貿易統計 

2-6 輸入先各国の牧草土地生産性 FAO：H21Agicultural Production 

2-7 成羊 1 頭当たりの牧草地面積 中央畜産会：zoo 鑑 
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森林地（紙）EF 関連 

3-1 パルプ材の供給量 農林水産省：森林・年業白書 

3-2 紙資源の家計消費割合 総務省：産業連関表 

3-3 輸入先の森林成長率 国土交通省，国土計画局：自然界の物質循環へ

の負荷の少ない社会を目指した資源消費水準

のあり方県と鵜調査，報告書 2004 

都市 EF 関連 

4-1 都市活動のための土地面積 H22 つくば市都市計画基礎調査 

エネルギ―EF 関連 

家庭部門 

5-1 建て方別世帯数 総務省統計局： 

国勢調査小地域統計人口等基本集計 

5-2 世帯別人員数  

5-3 森林の二酸化炭素吸収率 国土交通省，国土計画局：自然界の物質循環へ

の負荷の少ない社会を目指した資源消費水準

のあり方県と鵜調査，報告書 2004 

5-4 1 世帯当たりの建て方別、世帯人

員別 1 か月エネルギー消費量 

経済産業省，環境省；第 1 回地球温暖化対策に

係る国民運動の運営会議の開催-京都議定書の

削減約束達成に向けた「国民行動目安」 

交通部門 

5-5 ガソリン購入量 総務省：家計調査 

5-6 ガソリンの燃焼に伴う二酸化炭

素の排出原単位 

経済産業省，環境省：特定排出者の事業活動に

伴う温室効果ガス量算定に関する省令 

5-7 ゾーン別自動車利用に関するデ

ータ 

東京都市圏交通計画協議会： 

東京都市圏パーソントリップ調査 H21 

運輸部門 

5-8 航空国別品目別輸入量 財務省：貿易統計 国籍別航空機入港表 

5-9 船舶国別品目別輸入量 財務省：貿易統計 国籍別船舶入港表 

5-10 航空国別輸送距離 航空会社のマイレージ 

5-11 船舶国別海運輸送距離 海運距離 AXSMARINE 

5-12 交通手段別の CO2排出原単位 国土交通省：H18 運輸部門における 

温室効果ガス排出量等の推移 
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付録 2 つくばにおける集落と大字の対応 

大字名 大字名

明石 明石 国松 国松 国松新田
安食 安食 小泉 小泉
池田 池田 小和田 小和田
泉 泉 下手 下大島 下大島
磯部 磯部 杉木 杉木
漆所 漆所 田中 田中
大形 大形 宮前 筑波 筑波
小田 小田 作谷 作谷 下作谷
大貫 大貫 寺具 寺具
小沢 小沢 中菅間 中菅間
上大島 井戸川 上大島 上菅間 沼田 沼田
神郡 舘 平沢 平沢
北太田 北太田 北条 北条 北条新田
君島 君島 洞下 洞下
山口 山口 水守 水守
臼井 臼井 山木 山木

大砂 大砂 西高野 西高野
大曽根 大曽根 蓮沼 蓮沼
長高野 上長高野 長高野 岩崎 前野 上内 前野
要 南口の堀 中根 弥平太 吉沼 明戸 戸山
佐 佐 前原
篠崎 篠崎 堀内 若森 若森
玉取 一の矢 玉取

池端 五斗蒔 桜下 酒丸 西谷ヶ代
皆田 上宿 稲荷前 田倉 田倉
上郷 台宿 道角 土田 土田
向金村 野手 仕出 手子生 手子生
大山 角内 遠東 遠東 遠東新田

上里 上里 北谷城 前木 東原
高野 高野 本北谷ヶ代 辻坪
木俣 木俣 野畑 野畑

百家 百家

新井 新井 島名 北原 東坪 原新田
赤塚 赤塚 下河原崎 下河原崎
新牧田 新牧田 下別府 下別府
飯田 飯田 下平塚 下平塚
稲岡 稲岡 島 島
今泉 今泉 下原 下原
市之台 市之台 下横場 下横場
榎戸 榎戸 高須賀 高須賀
面野井 面野井 台面野井 高良田 高良田
鬼ケ窪 鬼ケ窪 高田 高田
大白硲 大白硲 平 平
上萱丸 上萱丸 館野 館野
上河原崎 中北 上河原崎 手代木 手代木

沼崎

対応集落名対応集落名

吉沼

今鹿島

上郷

01 つくば地区

02　大穂地区

03　豊里地区

04　谷田部地区
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大字名 大字名

苅間 苅間 中野 中野
上原 上原 鍋沼新田 鍋沼新田
梶内 梶内 中別府 中別府
上横場 西横場 田端 美谷 中内 中内

通横場 西大橋 西大橋
葛城根崎 葛城根崎 西岡 西岡
北中島 北中島 西大沼 西大沼 千上
北中妻 北中妻 西栗山 西栗山
小白硲 小白硲 西平塚 西平塚
境田 境田 根崎 根崎
境松 境松 羽成 羽成本郷
下萱丸 下萱丸 花島新田 花島新田
南中妻 布袋 東新井 新井
谷田部 新町 内町 不動町 東平塚 東平塚

台町 福田町 福田坪 東丸山 東丸山
通横場 古館 古館

山中 山中 真瀬 真瀬新田 真瀬本田
柳橋 柳橋 松野木 松野木
水堀 水堀

上ノ室 舘 上ノ室本郷 上ノ室南部 大角豆 上大角豆 下大角豆 下広岡南部
上ノ室重郷 大角豆南部

上野 上野 妻木 妻木
梅園１丁目 下広岡 下広岡
梅園２丁目 柴崎 柴崎
大 大村 竹園１丁目
上境 上境 竹園２丁目
上広岡 上広岡 竹園３丁目
吉瀬 吉瀬 中根 中根
栗原 乾島 栗原中坪 下坪 花室 花室

台坪 東岡 東岡
倉掛 倉掛 古来 古来
金田 金田 金田西坪 松塚 松塚
横町 横町

天宝喜 天宝喜 中山 中山
稲荷原 稲荷原 西大井 西大井
大井 大井 樋の沢 樋の沢
九万坪 九万坪 房内 房内
高見原１丁目 六斗 六斗
高見原２丁目 若栗 若栗
高見原３丁目 駒込 駒込
高見原４丁目 菅間 菅間
高見原５丁目 高崎 高崎

対応集落名
04　谷田部地区

06　茎崎地区

高見原

竹園

梅園

05　桜地区

対応集落名

 

 

136



 

 

 

付録 3 食料の対象品目 

国内 輸入品

米・米加工品 米（もみ） 米（もみ）

小麦・小麦加工品 小麦 小麦

豆類 大豆，小豆，いんげん，らっかせい 大豆

いも類 ばれいしょ，かんしょ，やまいも，さといも ばれいしょ

野菜 大根，カブ，人参，レンコン，白菜，小松菜，
キャベツ，青梗菜，ほうれん草，ふき，三つ
葉，春菊，セルリー，アスパラガス，カリフラ
ワー，ブロッコリー，レタス，ねぎ，にら，たま
ねぎ，ニンニク，きゅうり，かぼちゃ，なす，ト
マト，ピーマン，スイートコーン，そら豆，枝
豆，さやいんげん，さやえんどう

生鮮野菜，冷凍野菜

果実 ミカン，リンゴ，なし，かき，びわ，もも，すも
も，おうとう，梅，ブドウ，くり，パインアップ
ル，キウイフルーツ，メロン，スイカ，イチゴ

ンゴ，ネーブルオレンジ，ブドウ，くり，バナ
ナ，パインアップル，スイートアーモンド，キ
ウイ，イチゴ，アボガド，パパイヤ，マンゴー

 

 

 

 

 

付録 4 1 人 1 日栄養の消費量（g） 

1-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-29歳 30-49歳 50-69歳 70歳以上
米・加工品 152.9 200.2 228.9 306.7 364.4 420.1 347.1 350 347.2 343.8
小麦・加工品 61.1 70 95.9 96.5 121.6 104.1 106.5 111.6 99.1 80.2
いも類 30.2 37.8 49.8 63 64.7 52.3 55.7 51.4 59.5 62.8
豆類 21.3 31.4 34.1 40.9 45 42.1 48.8 49.4 68 67.1
緑黄色野菜 40.8 54.1 58.6 74.6 81.2 82.2 74.2 83.2 106.8 113.6
その他の野菜 62.6 82.5 124 152.6 174.1 172.1 151.6 152.6 184 163.5
果実類 107.6 110.3 95.4 91.2 101.5 90.7 76.3 68.7 144.8 148.7
卵類 17.9 29.3 34.8 33.6 36.5 52.4 39 36 36 32.2
乳類 179.8 188.5 293.4 322.3 293.3 183.1 92.4 89.2 96.6 111.1
肉類 37.4 64.8 89.3 93.4 118.3 140.9 110.9 99.6 70.1 51  

 

 

 

 

付録 5 輸入先別木材の輸入量割合 

温帯 熱帯 寒帯
蓄積成長率（m3/ha） 3.08 10.5 2.26
米材 50% 0% 50%
南洋材 0% 100% 0%
その他 33% 33% 33%
国産 100% 0% 0%

パルプ用木材総供給量:3782万m3
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付録 6 繊維の年間使用量 

分類 家庭用内需
(ton)

衣料品 1,089,716

家庭用品（布団，毛布など） 375,795

インテリア用品（カーペット，カーテンなど） 127,724

不織布，フェルトの家庭用内需 64,761

合計 1,657,996  

 

 

 

付録 7 世帯・1 ヶ月あたりの電力消費量 

1人 2人 3人 4人以上 1人 2人 3人 4人以上
世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

電力(kwh) 230 330 390 480 180 260 310 390
都市ガス(MJ) 300 400 600 600 400 500 700 800
灯油(MJ) 2500 3800 5300 5900 600 900 1200 1300

電力(kwh) 230 330 390 480 180 260 310 390
LPG(MJ) 200 400 800 500 300 400 500 600
灯油(MJ) 2500 3900 5400 5900 700 1000 1400 1500

戸建住宅 集合住宅
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付録 8 PT 調査により集落のゾーン区分 

 

ゾーン番号 集落数

明石 安食 池田 杉木 田中 中菅間
大形 宮前 下手 作谷 下作谷 水守
小田 大貫 小沢 北条 北条新田 山木
北太田 君島 漆所 洞下 泉 磯部
小泉 下大島 寺具
井戸川 上大島 上菅間 国松 国松新田 臼井
舘 筑波 山口 小和田 沼田 平沢
大曽根 佐 弥平太 一の矢 玉取 明戸
南口の堀 中根 蓮沼 上内 前野 若森
篠崎 堀内 吉沼 戸山

822052111 9 大砂 上長高野 長高野 西高野 岩崎 前原
池端 五斗蒔 桜下 向金村 野手 仕出
皆田 上宿 稲荷前 手子生 木俣 高野
上郷 台宿 道角 野畑 百家 田倉
上里
西谷ヶ代 土田 東原 北谷城 前木 本北谷ヶ代
遠東 遠東新田 辻坪
飯田 上萱丸 小白硲 下萱丸 中野 西栗山
境田 境松 根崎 東丸山 古館

新町 内町 不動町 台町 福田町 福田坪

通横場 花島新田

面野井 台面野井 鬼ケ窪 東坪 平 高田
大白硲 葛城根崎 原新田 高須賀 高良田 中別府
中北 上河原崎 北原 鍋沼新田 西平塚 東平塚
下河原崎 下別府 下平塚 真瀬新田 真瀬本田 水堀
苅間 上原 中内 松野木 新井 西岡
西大沼 千上 西大橋
新井 赤塚 新牧田 田端 美谷 下横場
榎戸 梶内 西横場 島 下原 羽成本郷
北中島 北中妻 市之台 館野 手代木 柳橋
稲岡 今泉 通横場 布袋 山中

822052150 0

822052151 1 竹園
大村 金田 金田西坪 中根 松塚 横町
上境 妻木 柴崎 古来 東岡 下坪
上野 乾島 栗原中坪 花室 台坪

舘 上ノ室本郷 上ノ室南部 上大角豆 下大角豆 下広岡

上ノ室重郷 上広岡 下広岡南部 大角豆南部 倉掛 吉瀬
天宝喜 稲荷原 西大井 菅間 高崎 若栗
大井 九万坪 中山 樋の沢 六斗
高見原

822052171 2 駒込 房内

8220521311 24

822052140

822052130 19

対応集落

822052100 27

822052101 12

822052110 13

822052120 19

822052121 10

822052170 12

9

822052141 23

822052160 17

822052161 12

 
＊背景が灰色の集落については、都計画的な都市整備を通じて、集落としての形態が既に

消失している。それらの集落は研究の対象外とする。 
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付録 9 輸入対象とする品目（運輸部門） 

 

1. 食糧 

米 りんご ばれいしょ 

小麦 みかん 鶏肉 

牛乳（飲用） 卵 牛肉 

牛乳（乳製品） 精糖 豚肉 

大豆 植物油脂 

緑黄色野菜 塩干 

＊：農林水産省の「H23 年食料需給表」により、総消費量の 0.5%以

上を占めた品目を対象にする。 

2. 動物を育つための飼料 

とうもろこし こうりゃん 大麦 

小麦 

＊：農林水産省の「H25 年飼料をめぐる情勢」による。 

3. 木材 

4. 紡織用繊維 
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付録 10 アンケート調査票（つくば市）—依頼状 

 

つくば市にお住いの皆様 

筑波大学大学院 システム情報系 社会工学域 

教授 谷口 守 

筑波大学大学院 システム情報工学研究科 

院生 陳、小田 

つくば市日常生活に関する調査・ご協力のお願い 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

私ども筑波大学大学院 つくば研究調査チームでは、つくば地域の環境特性と日常生活の

関連について研究しております。今回、その一環として「つくば市日常生活に関する調査」

へのご協力をお願いしたく、突然で不躾ながら本状を配布いたしました。 

この調査の目的は、つくば市にお住いの方々の日常生活の実態や意識を調査することで、

よりよい地域社会と、環境面でも国際競争力のあるつくば市の実現に向けた施策を検討す

ることにあります。 

本調査票は、つくば市から対象地区をランダムに抽出し、配布しております。また、大

学院生が直接配布しているもので、個人情報の提供は受けておりません。お答えいただい

た内容は、全て集計された統計的数値としてのみ示し、個人にかかわる情報が公表される

ことは決してないことをお約束致します。 

ご多忙の中大変恐縮ですが、上記調査の主旨をどうかご理解いただき、以下に記します

内容をご確認の上、ご協力いただけますよう何卒お願い申し上げます。 

 

記 

 同封の書類とその扱いについて 

 依頼状   1 通 …本状 

 世帯票   1 部 …ご家族のうち、世帯の状況が把握できる方 1 名が回答 

 個人票   2 部 …ご家族のうち、どなたでも 2 名が回答 

※1 人暮らしの方は 1 部のみ回答してください 

 返信用封筒 1 通  

 返送方法 

 世帯票 1 部、個人票 2 部(1 人暮らしの方は 1 部)を、同封の返信用封筒に入れ投函 

※返信用封筒への切手の貼り付けは不要 

 回答期限 

 2014 年 6 月 9 日（月曜日）までに投函 

 調査に関するお問い合わせ先 

 筑波大学 つくば市日常生活調査室（電話番号：070-1255-4671） 

※月曜～金曜日 9：00～17：00 

以上 
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付録 11 アンケート調査票（つくば市）—本調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたの世帯についてお答えください                      

1. あなたを含めた世帯人数を教えてください。(括弧内に数字を記入) 

 

2. 世帯構成を教えてください。 

 

3. 居住形態を教えてください。     

 

 

1) 単身                2) 夫婦のみ     3) 夫婦と未婚の子のみ 

4) 夫婦と親からなる世帯  5) 三世代世帯    6) ひとり親と未婚の子のみ  

7) その他 (                                  ) 

1) 一戸建         2) 長屋建       
3) 共同住宅(アパート、マンション等)   

他

つくば市日常生活に関する調査 

A 世帯票  
ご家族のうち、世帯の状況が把握できる方 1名が回答 

(     ) 人 

お答えいただいた内容は、統計数値を得る目的にのみ使用し、個人名やプライバシー

にかかわる情報が公表されることは決してないことをお約束致します。つくば市をより

よいまちとするために、調査へのご協力を何卒お願い申し上げます。 
筑波大学 システム情報系 社会工学域 

教授 谷口 守 
筑波大学大学院 システム情報工学研究科 

大学院生 陳、小田 
【ご記入いただくにあたってのお願い】 
・それぞれの質問をよくお読みになったうえでお答えください。 
・解答欄に番号がある場合は、該当する番号を○で囲んでください。 
・未回答の質問がございましてもご返送ください。 
・ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒に、世帯票 1 部、個人票 2 部を入れ、 

切手は貼らず、平成 26 年 6 月 9 日（月曜日）までに投函していただきますようお願

い致します。 
・調査に関してご不明な点は、下記にお問い合わせください。 
筑波大学日常生活調査室(電話番号：070-1255-4671) ※月曜～金曜日 9：00～17：00 
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4. 住宅の構造を教えてください。 

1) 防火木造 

4) 鉄骨・鉄筋コンクリート 

2) 木造(防火木造以外)  

5) わからない 

3) ブロック造 

6) その他(          ) 

5. 建築時期を教えてください。 

 

 

 

 

6. 住宅の延べ床面積を教えてください。共同住宅の場合は、建物全体ではなくお住いの

専有面積をもとにお答えください。 

1) 0~29m2 

4) 70~99m2 

7) 250m2 より広い 

2) 30~49m2  

5) 100~149m2 

8) わからない 

3) 50~59m2 

6) 150 ~250m2 

 

 

7. 自家用車(業務用を除く)の保有台数と、その使用にともなう 1 か月の燃料費の合計を教

えてください。(括弧内に数字を記入)        

 台  万  千円 

8. ご家庭で作物を栽培していますか。 

1) はい 2) いいえ 

 

 

9. 作物の栽培について、以下から も近い状態を選択してください。 

 
 

10. 以下にあげる電化製品や設備について、現在使用している台数を記入してください。 

設備 
台数(数字記入) 

＊ない場合は０と記入 

a. ＩＨクッキングヒーター (     )台 

b. 食器洗い機・乾燥機 (     )台 

1) 販売農家 
2) 販売はほとんどあるいは全くしない、自給農家      
3) 庭あるいは小規模の借用地などでの、趣味の家庭菜園 
4) 室内やベランダなどでの、プランター栽培 

5) その他 (                        ) 

1)に○をつけた方は、設問 9 にもお答えください 

1) 昭和 54 年以前     2) 昭和 55 年～平成 11 年    3) 平成 12 年以降 
4) わからない 
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c. 温水洗浄便座 (     )台 

d. 洗髪洗面化粧台 (     )台 

e. 電気マッサージチェア (     )台 

f. システムキッチン (     )台 

g. パソコン(タブレットは含まず) (     )台 

h. ルームエアコン (     )台 

i. テレビ (     )台 

j. 電気給湯器 (     )台 

 

 

あなたの日常の食事についてお聞きします            

1. 直近 3 日間の食事の主食とその回数を教えてください。     

 

2. 直近 3 日間の食事の状況について、「家庭（材料を買って家庭で調理したものを食べる）」、

「中食(出来合いの弁当や惣菜等を買って食べる)」、「外食」のそれぞれの回数を教えて

ください。(括弧内にそれぞれ数字を記入)    

家庭 ( ) 回 中食 ( ) 回 外食 ( ) 回 

 
 

3. 家庭での食事に使用する材料について、あなたが行う買物頻度を教えてください。 

4. 食料の「自給(近所からのおすそわけを含む)」している量と店で買っている量の割

合を、教えてください。だいたいの感覚で結構です。(括弧内にそれぞれ数字を記

入)     

自給 (     ) % 店で購入 (     ) % 

ご飯食 ( ) 回 
パン・麺等 

小麦製品 
( ) 回 その他 ( )回 

B 個人票 
ご家族のうち、どなたでも 2 名までが回答 

「家庭」に 1 以上を記入した方は、設問 3～4 にもお答えください 

1) ほぼ毎日     2) 週 2,3 回     3) 週 1 回      
4) 月 2,3 回   
5) ほとんどしない 6) わからない 
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1) 安全・安心             2) 価格が安い 

3) 国産品である            4) 品質がよい 

5) 環境に優しい            6) ブランド 

7) 購入による地域応援         8) 特に考慮せず、そこにあるものを買う 

9) その他 (                           ) 

 

5. 食料、加工食品を購入するとき、どういったことを意識して商品を選びますか。(商品

を選ぶ決め手となることが多いと感じる項目について、3 つまで自由に○) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

特に、肉類(牛肉、豚肉、鶏肉)についてお聞きします。現在、国産品の肉であ

っても、飼料のほとんどが輸入品です。あなたが肉を購入する際、「飼料も国

産」の肉類と、「飼料は海外産」の肉類が並んでいる場合を想定してください。 

 

6. 「飼料も国産」の肉類について、「飼料は海外産」の肉類よりも何%程度高くても

購入したいと思うか、その限度を教えてください。( も近いものに、1 つ○) 

1) 30%程度まで 

4) 値段が安い海外産を購入する 

2) 20%程度まで 

5) その他 (  

3) 10%程度まで 

) 

 

 

7. 現在ご自宅で食べている米の産地を教えてください。(一番狭い範囲に 1 つ○) 

 

1) 自家産      2) お住いの地区内 

5) 日本産      6)わからない 

3) つくば市            4) 茨城県 

7) その他 (                        ) 

8. つくば市内の地場産のものを販売している朝市や直売所を利用する頻度を教えてくだ

さい。       

 

 

1) ほぼ毎日    2) 週 2,3 回       3) 週 1 回     4)月 2,3 回  
5) 年 10 回以下  6) ほとんど利用しない 

3)に○をつけた方は、設問 6 にもお答えください 
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9. その朝市や直売所の状況にどのような変化があれば、より利用しようと思いますか。(当

てはまるもの上位 3 つまで自由に○)     

 

 

あなたの日常生活における移動についてお聞きします                 

10. ご自宅の一番近くのバス停の名前を調べずに記入してください。 

 

11. そこまでの移動時間を教えてください。     

手
段 

1) 徒歩 

2) 自家用車(業務用

を除く) 

時
間 

(          )分程

度 

 3) わからない  

12. ご自宅の一番近くの鉄道駅の名前を調べずに記入してください。 
 
 

 

13. そこまでの移動時間を教えてください。 

手
段 

1) 徒歩 

2) 自家用車(業務用

を除く) 

時
間 

(          )分程度 

 3) わからない  

14. 以下の条件が仮に実現した場合、バスをより利用するようになると感じるものを教え

てください。(当てはまるもの上位 3 つまで自由に○) 

 

 

1) 値段が安くなる           2) 家の近くにある        
3) 品ぞろえが多くなる         4) 販売日や販売時間が多くなる 
5) どうしても利用したくない      6) わからない         

7) その他 (                    ) 

1) バス停名：(             )   

2) わからない 

1) 運賃が安くなる       2) バス停が家の近くに立地    
3) 運行頻度が高くなる   
4) 時刻表通りくる         5) 乗り継ぎが便利になる    
6) バス停が職場の近くに立地する   7) 利用するつもりはない 

8) その他 (                                ) 

1) 鉄道駅：(             ) 

2) わからない 
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15. 自家用車（業務用を除く）の使用状況について教えてください。    

 

 

 

 

 

 

 

16. 自家用車（業務用を除く）がないと実行が困難な目的あれば教えてください。(当

てはまるものすべて○)  

1) 買い物 

4) 観光、レジャー 

7) その他の私用 

10) なくても生活は可能 

2) 通学もしくは通勤 

5) 通院 

8) 農林業作業 

11) わからない 

3) 食事、社交、娯楽 

6) 送迎 

9) その他の業務 

以下の内容をお読みになったうえで、設問 17 にお答えください。 

今年 4 月 1 日の消費税率の上昇や「地球温暖化対策税」の導入により、ガソリン

小売価格は 1 リットルあたり 5 円程度値上がりし、家計の負担が増えました。 

17. あくまで仮定の上での話ですが、ガソリン価格が、今夏からさらに値上げされる

とします。その場合の、家計の対策を教えてください。記入例に沿って、それぞ

れ値上げの程度について、 も近い対策をお選びください。 

【記入例】ガソリン代が 5%値上げされても、特に何もしないと思っている。また、

10%値上げされたら、出来るだけ公共交通を利用するとお考えの場合は、以下のよ

うに記入します。 

 

 

 

 

値上げの 

程度 

実施 

対策 

5％値上げ  

10%値上げ  

30%値上げ  

値上げの 

程度 

実施 

対策 

5%値上げ 1 

10%値上げ 3 

1) 自由に使用できる            2) 家族に運転してもらう   

3) 家族が所有しているものを借りて使用している    

4) まったく使用しない 

1)~3)に○をつけた方は、設問 16～17 にも回答してください 

回答群より数字を 1 つ 

選択して記入 

1) 特に何もしない・今まで通り自家用車を使

用する 

2) 前より(さらに)節約する 

3) 今まで自家用車で行っていた移動を、可能

な範囲で、公共交通で移動する 

4) 電気自動車や低燃費車への乗り換えを検討

する 

5) 実際に値上げされてみないとわからない 

6) その他       

回

答

群

設問 18 へ 
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50%値上げ  

 

 

 

 

 

 

 

 

18. 直近の食料や日用品の購入について、その時の状況や移動手段を教えてください。     

平日休日の別 1) 平日            2) 休日 

天気 1) 晴れ    2) 雨    3) 曇り 

主な交通手段 1) 徒歩      2) 自転車    

3) 自家用車 (自分を含めた同乗者人数   ) 

4) 二輪車   5) 路線バス 6) 鉄道   

7) タクシー・ハイヤー     

8) その他 (            )  

片道所要時間 約(         )分 

このような移動を

する頻度 

(○は 2 つまで) 

1) 平日よくする    2) 休日よくする 

3) 平日たまにする   4) 休日たまにする 

5) 今回が初めて    

 

 

 

19. 直近の通勤・通学について、その時の状況や移動手段を教えてください。(通勤・通学

されている方のみお答え下さい) 

天気 1) 晴れ    2) 雨     3) 曇り 

主な交通手段 1) 徒歩     2) 自転車     

3) 自家用車 (自分を含めた同乗者人数   ) 

4) 二輪車   5) 路線バス  6) 鉄道   

7) タクシー・ハイヤー     8) その他 (          ) 

片道所要時間 約(         )分 

 

 

 

 

(参考) 
・現在のガソリン価格を 160 円/ℓ としたときの仮想値上げの目安 
   5%…160 円/ℓ→168 円/ℓ   

10%…160 円/ℓ→176 円/ℓ 
30%…160 円/ℓ→208 円/ℓ   
50%…160 円/ℓ→240 円/ℓ 

・電気自動車や低燃費車の新車は 200 万円前後から購入可能 
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電力の使用についてお聞きします                        

以下の内容をお読みになり、設問 20 にお答えください。 

太陽光を利用した太陽光発電設備を住宅の屋上に設置する家庭が増えています。設置に

要する費用は一般に 100～140 万円程度ですが、そこで生じた電気の販売を通じ、その費

用は 8～10 年程度で回収できるといわれています。 

 

20. 現在のご自宅の太陽光発電設備設置の有無と、その理由について教えてください。 

1) 設置している 
3) 設置していないが今後設置しようと思
う 
 

2) 設置したいが、できない 
4) 設置したいと思わない 
5) わからない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の内容をお読みになったうえで、設問 21 にお答えください。 

エネルギーを取り巻く状況の変化により、電気料金は価格が変動します。今年の 2 月に

も全国的な電気料金の値上げが発表され、家計の負担が高まっています。 

 

21. あくまで仮定の上での話ですが、電気料金が今夏からさらに値上げされるとします。

家計の負担が増える中で、どのような対策を考えますか。記入例に沿い、それぞれ値

上げの程度について、 も近い対策を 1 つお選びください。 

【記入例】1 か月の電気料金が今より 300 円値上げされたら、前よりも節約すると思う。

また、今より 2500 円値上げされたら、省エネの家電製品の買い替えを検討する、とお考

えの場合は、以下のように記入します。 

1 か月の 

電気料金の増加 

実施 

対策 

300 円 2 

2500 円 3 

 

回答群より数字を 1 つ 

選択して記入 

1) 省エネに貢献したいから 
2) 長期的には経済的だから 
3) 近所や知り合いが設置したから 
4) 公的な補助があるから 

5) その他 

1) 設備の初期費用が高いから 
2) 家の日当たりが悪いから 
3) どんな設備か分からず心配だから 
4) 維持管理が難しいと思うから 
5) 他の省エネ設備を設置したから 
6) 公的な補助が少ないから 
7) 住居が賃貸契約であるから 

8) その他 

B) 理由(当てはまるもの上位 3 つまで自由に○) A) 理由( も強い動機に 1 つ○)  
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1 か月の 

電気料金の増加 

実施 

対策 

300 円  

800 円  

2500 円  

4000 円  

 

あなたの日常生活と周辺環境についてお聞きします                 

22. 以下にあげる、周りの自然や生活環境に対する感覚・考えについて、あなたがどのよ

うに感じているか教えてください。(それぞれの設問について 1 つ○) 

項目 

当
て
は
ま
る 

や
や
当
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い 

当
て
は
ま
ら
な
い 

わ
か
ら
な
い 

a. 温暖化等の地球環境問題に関する情報を積極

的に得ている 
1 2 3 4 5 0 

b. 日常生活の中で、環境に配慮する必要がある

と思う 
1 2 3 4 5 0 

c. 居住地の空気がきれいである 1 2 3 4 5 0 

d. 身近な自然が豊かである 1 2 3 4 5 0 

e. 自然に親しみを感じている 1 2 3 4 5 0 

f. 市内や近隣の地場産の食料だけで生活できる

と思う 
1 2 3 4 5 0 

g. 現在お住いの地区に愛着を感じる 1 2 3 4 5 0 

23. あなたは普段以下の行動について、どの程度実践していますか。（それぞれの設問に

ついて 1 つ○） 

項目 

よ
く
す
る 

時
々
す
る 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

あ
ま
り
し
な
い 

全
く
し
な
い 

わ
か
ら
な
い 

a. ごみを分別してリサイクルに協力する 1 2 3 4 5 0 

b. 1 2 3 4 5 0 

1) 特に何もしない・今まで通り生活する 

2) 以前より(さらに)節約する 

3) 省エネ家電への買い替えや、省エネリフォー

ムを検討する 

4) 太陽光発電設備の設置を検討する 

5) 実際に値上げされてみないとわからない 

6) その他 

回

答

群 
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24. 地球環境問題への考え方 (地方の環境政策、ライフスタイルの見直しなど)に関して、

ご意見やご提言があれば、ご自由にご記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたについてお聞きします                      

25. 性別 

 

 
 
26. 年齢 

 

 

 

27. 職業 

職業をお持ちの方(パート・アルバイトを含む。学生は除

く) 

職業をお持ちでない方 

1) 農林漁業従事者 

2) 保安業従事者 

3) 技能工・生産工程従事

者 

4) 販売従事者 

5) サービス業従事者 

6) 運輸・通信従事者 

7) 事務的職従事者 

8) 技術・専門的職従事者 

9) 管理的職従事者 

10) その他(            ) 

11) 学生 

12) 主婦・主夫

(職業従事者を除く)  

13) 無職 

14) その他(   ) 

電気製品未使用時は、元電源から切る(待機状

c. 冷暖房を使用する時には、温度設定を控え

めにする 
1 2 3 4 5 0 

d. 必要以上の自家用車の利用を抑える 1 2 3 4 5 0 

e. お風呂は家族全員が時間をあけずに入る 1 2 3 4 5 0 

f. 詰め替え商品･リサイクル商品などを買う 1 2 3 4 5 0 

g. 環境保全に関する活動（講演会、植樹等）

に参加する 
1 2 3 4 5 0 

1) 男性                2) 女性 

1) 10－19 歳   2) 20－29 歳   3) 30－39 歳   4) 40－49 歳   5) 50－59 歳 

6) 60－65 歳   7) 66－69 歳   8) 70－74 歳   9) 75－79 歳   9) 80 歳以上 
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付録 12 アンケート調査票（茨城県、全国）—本調査 

 

暮らし方に関するアンケート 
 
お答えいただいた内容は、全て集計された統計的数値としてのみ示し、個人にかかわ

る情報が公表されることはありません。 
 

A あなたの食事についてお伺いします。 

18. ご家庭で作物を栽培していますか？ 
1) はい  2) いいえ 

19. 食事の状況について、「材料を買って、家庭で調理したものを食べる」回数（食事の回

数）を教えてください。 
1) 大体 10 回のうち 1～2 回     2)大体 10 回のうち 3～5 回      3) 大体
10 回のうち 6～8 回         
4) 大体 10回のうち 9～10回    5) 全然しません          6) わから
ない 
＊1）～４）を回答する人は３〜６番： 

その材料を購入する量（値段を考慮しない）について、国産、海外産が占める割合を

教えてください。大まかな数値で結構です。(括弧内にそれぞれ数字を記入してくださ

い) 

20. 野菜類（根菜を含め）： 

国産（  ）％   国外産（  ）％ 

21. 肉類(牛肉、豚肉、鶏肉)： 

国産（  ）％   国外産（  ）％ 

 

日本の食糧自給率が年々低下していて、現在ではカロリーベース、生産額ベースのい

ずれも先進国 低水準です。これから、食糧自給率向上のため、あなたの意識につい

て聞きます。 

 

22. 野菜類（根菜を含め）についてお聞きします。現在、味に問題がないのにも関わらず

、大きさや形が規格に合わないため、多くの野菜が廃棄されています。そのような「

規格に合わない」野菜を売ることができれば、取引量が増えるため、「規格に合う」国

産野菜より安くなります。あなたが野菜類を購入する際に、同じ棚に「規格に合わな

い」けれども、値段が安い国産野菜と「規格に合う」けれども、値段が高い国産野菜

の 2 つが並んでいる場合を想定してください。 

「規格に合わない」国産野菜について、「規格に合う」国産野菜よりも何%程度安くな

ると購入したいと思うか、その限度を教えてください。( も近いものに、1 つ○) 

1) 50%程度  2) 30%程度   3) 20%程度   4)10%程度 

5) 値段設定に関わらず、「規格に合う」国産野菜を購入する  
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6) その他 ( ) 

23. 肉類(牛肉、豚肉、鶏肉) についてお聞きします。現在、国産の肉であっても、飼料の

ほとんどが輸入されたものです。あなたが肉類を購入する際、同じ棚に「飼料も国産

」の肉類と、「飼料は海外産」の肉類が並んでいる場合を想定してください。 

「飼料も国産」の肉類について、「飼料は海外産」の肉類よりも何%程度高くなっても購入

したいと思うか、その限度を教えてください。( も近いものに、1 つ○) 

1) 値段設定に関わらず、国産飼料の肉を購入する  2）50%程度    3)30%程度    

4) 20%程度        5) 10%程度    6) 値段が安い肉を購入する       

7) その他 (          ) 

 

24. パンや麺についてお聞きします。「国産小麦」と「輸入小麦」で作ったパンや麺が並ん

でいる場合を想定してください。 

「国産小麦」パン・麺について、「輸入小麦」パン・麺よりも何%程度高くても購入し

たいと思うか、その限度を教えてください。( も近いものに、1 つ○) 

1) 値段設定に関わらず、「国産小麦」パン・麺を購入する   2）50%程度まで     

3) 30%程度まで   4) 20%程度まで        5) 10%程度まで     

6) 値段が安いパン・麺を購入する      7) その他 (          

) 

B あなたの普段の交通手段についてお伺いします。 

25. ご家族での自家用車(業務用を除く)の保有台数と、その使用にともなう 1 か月の燃料代

の合計を教えてください。(括弧内に数字を記入) 

（    ） 台 約（    ） 万 （    ） 千円 

○ 分からない 

26. 以下の行動をとるにあたって、現在主に公共交通（鉄道・バスなど、タクシーを除外

する）を利用している項目を教えてください。（回答項目すべてに○） 

1) 買い物     2) 通学もしくは通勤      3） 食事、社交、娯楽 

4) 観光、レジャー   5) 通院     6) 送迎   7) その他の私用 

8) 農林業作業     9) その他の業務      10) なくても生活は可能

 11) わからない  

 

以下の内容を読んでお答えください。 

ハイブリット車（HV）はエンジンと電気モーター2 つの動力源を持ち、エンジン走行中や、

ブレーキ時の運動エネルギーを電気エネルギーに変換して発電、バッテリーに充電できる

車です。 

プラグインハイブリッド車（PHEV）はエンジンと電気モーター2 つの動力源を持ち、さら

に家庭用電源からコンセントプラグで直接充電できる車です。 
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電気自動車（EV）はエンジンが搭載されておらず、代わりに電気モーターを搭載しており、

バッテリーに蓄えた電池で走行します。石油燃料は必要としませんが、充電が必要です。 

27. 現在のご自宅で以上の 3 種類の車を持っているのかを教えてください。（当てはまる項

目すべてに○） 

 1) 持

って

いる 

2) 持っていな

いが今後買い

たいと思う 

3) 買いた

いが、でき

ない 

4) 買いた

いと思わ

ない 

5) わか

らない 

a. ハイブリット車（HV）      

b. プラグインハイブリ

ッド車（PHEV） 

     

c. 電気自動車（EV）      

 

28. プラグインハイブリッド車（PHEV）を持っているのかと、その理由について教えて

ください。 

b で 1)、2)を回答した人 b で 3)、4)、5)を回答した人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29. 電気自動車（EV）を持っているのかと、その理由について教えてください。 

c で 1)、2)を回答した人 c で 3)、4)、5)を回答した人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 燃料代を節約したい 
2) 静かである 
3) 省エネに貢献したい 
4) ライフスタイルとしてかっこいい 
5）先進的だ 
6) その他（    ） 

1) 充電走行距離が短い 
2) 費用がかかる 
3) 外での充電設備が不十分 
4) バッテリーの寿命が短いと思う 
5) 故障が怖い 
6) そもそも車を利用しない 
7) その他 

理由(当てはまるもの上位 3 つまで自由に○)  理由( も強い動機に 1 つ○)  

1) 燃料代を節約しから 
2) 静かであるから 
3) 省エネに貢献したいから 
4) ライフスタイルとしてかっこ
いいから 
5）先進的だから 
6) その他（    ） 

1) 満充電走行距離が短い 
2) 費用がかかる 
3) 外での充電設備が不十分 
4) バッテリーの寿命が短いと思う 
5) 故障が怖い 
6) そもそも車を利用しない 
7) その他 

理由(当てはまるもの上位 3 つまで自由に○)  理由( も強い動機に 1 つ○)  
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30. あくまで仮定の上での話ですが、ガソリン価額が今後さらに上昇する。家計における
ガソリンの負担が増える中で、どのような対策を考えますか。記入例に沿い、それぞ
れのガソリン価格が値上げの程度について、 も近い対策をお選びください。 

 

値上げの 

程度 

実施 

対策 

10%値上げ  

30%値上げ  

50%値上げ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例】ガソリン代が 10%値上げされても、特に何もしないと思っている。また、

ガソリン価格が 30%値上げされたら、出来るだけ公共交通を利用するとお考えの場

合は、以下のように記入します。 

 

 

 

 

 

 

C あなたの家庭の設備についてお伺いします。 

以下の内容を読んでお答えください。 

近年、省エネリフォームが注目されています。住宅の本体(壁、窓など)で断熱対策が施され

ていれば、冷暖房などで制御する必要が少なくなり、これが制御に要する電気代などを少

なくすることができます。 

値上げの 

程度 

実施 

対策 

10%値上げ 1 

30%値上げ 3 

1) 特に何もしない・今まで通り自家用車を使用する 

2) 前より(さらに) 自家用車を使用した外出を減らす 

3) 今まで自家用車で行っていた移動を、可能な範囲

で、公共交通、自転車、徒歩などへ代替する 

4) ハイブリット車（HEV）への乗り換えを検討する 

5) プラグインハイブリッド（PEHV）車への乗り換え

を検討する 

6) 短距離の移動については電気自動車（EV）への乗

り換えを検討する 

7) その他       

回

答

群 

(参考) 
過去 3 年間のガソリン価格 高値は約 164 円/ℓでした。現在、

一時的に安くなっているが、長期的に価格が上昇していく可能

性が極めて高い。 
・ガソリン価格を 120 円/ℓとしたときの仮想値上げの想定額 
  10%…120 円/ℓ→132 円/ℓ 

30%…120 円/ℓ→156 円/ℓ 
50%…120 円/ℓ→180 円/ℓ 

・ハイブリット車の新車は 150 万円前後から購入可能 

回答群より数字を 1 つ 

選択して記入 
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また、太陽光を利用した太陽光発電設備を住宅の屋上に設置する家庭も増えています。設

置に要する費用は一般に 100～140 万円程度ですが、そこで生じた電気の販売を通じ、その

費用は 8～10 年程度で回収できるといわれています。 

31. 現在のご自宅で以上の設備設置しているのか、を教えてください。 

 1) 設置

している 

2) 設置して

いないが今

後設置しよ

うと思う 

3) 設置し

たいが、で

きない 

4) 設置し

たいと思わ

ない 

5) わか

らない 

a. 省エネリフォーム      

b. 太陽光発電設備設

置 

     

 

32. 現在のご自宅の省エネリフォームの有無と、その理由について教えてください。 

a で 1),2)を選択した人          a で３）、４）、５）を選択した人 

 

 

 

 

 

 

 

33. 現在のご自宅の太陽光発電設備設置の有無と、その理由について教えてください。 

b で 1),2)を選択した人           b で３）、４）、５）を選択した人 

 

 

 

 

 

 

 

34. あくまで仮定の上での話ですが、電気代が今後さらに値上げされるとします。家計に

おける電気代の負担が増える中で、どのような対策を考えますか。記入例に沿い、そ

れぞれの電気代が値上げの程度について、 も近い対策を 1 つお選びください。 

 

 

 

 

 

 

1) 電気代を節約したいから 
2) 住宅、設備が古くなっているから 
3) 省エネに貢献したいから 
4) 中古住宅の購入に合わせて 
5) その他（   ） 

1) 見積もりの相場や適正価格がわから
ない 
2) 費用がかかる 
3) 減税措置や補助制度などどのような
支援制度があるのかがわからない 
4) 維持管理が難しいと思うから 
5) 他の省エネ設備を設置したから 
6) 住居が賃貸契約であるから 
7) その他（ ）

1) 電気代を節約したいから 
2) 省エネに貢献したいから 
3) 近所の人や知り合いが設置したか
ら 
4) 新築したから 
5) 公的な補助があるから 
6) 非常時の電源になるから 
6) その他（     ） 

1) 設備の初期費用が高いから 
2) 家の日当たりが悪いから 
3) どんな設備か分からず心配だから 
4) 維持管理が難しいと思うから 
5) 他の省エネ設備を設置したから 
6) 公的な補助が少ないから 
7) 住居が賃貸契約であるから 
8) 構造の問題でできないから 
8) その他（  ） 

(参考) 
東日本大震災以降、燃料価格の高騰等を背景に、家

庭等向けの電気料金（電灯料金）は約 2 割上昇した。 
電気料金を 8,000 円/月としたときの仮想値上げの

想定額 
・  10%…8,000 円/月→8,800 円/月；4,000 円

/月→4,400 円/月 
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【記入例】1 か月の電気料金が今より 10%値上げされたら、前よりも節約すると思う。ま

た、今より 30%値上げされたら、省エネの家電製品の買い替えを検討する、とお考えの場

合は、以下のように記入します。 

1 か月の 

電気料金の増加 

実施 

対策 

10%値上げ 2 

30%値上げ 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E あなたのことについてお伺いします。 

36. あなたの性別を教えてください。 

1) 女性     2)男性 

37. あなたを含めた世帯人数を教えてください。(括弧内に数字を記入)  (   )  
世帯構成を教えてください。 
1) 単身                2) 夫婦のみ     3) 夫婦と未婚の子のみ 
4) 夫婦と親からなる世帯  5) 三世代世帯    6) ひとり親と未婚の子のみ  
7) その他 

(                                  ) 

1)を選ぶ人は 19）へ 

 

38. 以下の事柄のうち、家族の中で、あなたが主に決める項目に○をつけて下さい。（複数

選択可） 

1) 家計の管理            2) 食料品の購入      3) 住宅のリフォーム            

4) 自動車        5) 太陽光パネル発電施設設備 

 

39. 居住形態を教えてください。 
1) 一戸建    2) 長屋建   3) 共同住宅    4) その他 
 

40. あなたの年齢を教えてください。 

1) 15－24 歳   2) 25－34 歳   3) 35－44 歳   4) 45－54 歳   5) 55－64

歳   

6) 65－74 歳   7) 75－84 歳   8) 85 歳以上 

 

1 か月の 

電気料金の増加 

実施 

対策 

10%値上げ  

30%値上げ  

50%値上げ  

1) 特に何もしない・今まで通り生活する 
2) 以前より(さらに)節約する 
3) 省エネ家電への買い替えや、省エネリフォー

ムを検討する 
4) 太陽光発電設備の設置を検討する 
5) その他 

回

答

群

回答群より数字を 1 つ 

選択して記入 
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41. あなたの職業を教えてください。 

職業をお持ちの方(パート・アルバイトを含む。学生は除く) 職業をお持ちでない方 

1) 農林漁業従事者 

2) 保安業従事者 

3) 技能工・生産工程従事

者 

4) 販売従事者 

5) サービス業従事者 

6) 運輸・通信従事者 

7) 事務的職従事者 

8) 技術・専門的職従事者 

9) 管理的職従事者 

10) その他(            ) 

11) 学生 

12) 主婦・主夫

(職業従事者を除く)  

13) 無職 

14) その他

(              ) 

 

42. あなたの郵便番号を教えてください。 

(   )—(    )  
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“Ujihara Taniguchi Model 2010.3”の計算方法 

 EF 指標値 

① 食料，動物飼料，衣料のための作物生産に必要となる耕作地(EFd1
k ) 

○食料，動物飼料(EFc
k)

○衣料(EFcl
k ） 

② 食肉，牛乳，毛糸のための動物に必要となる牧草地(EFd2
k ) 

○食肉，牛乳(EFm
k )

○毛糸(EFuu
k ) 

③ 製紙材料を採取するための森林地(EFd3
k ) 

④ 都市的な活動を提供するために必要な土地(EFd4
k ) 

⑤ 排出された二酸化炭素を吸収するために必要な森林地(EFd5
k ) 

○民生家庭（EFh
k）

○交通(EFt
k)

 環境受容量 

 環境負荷超過率 

 生態的な赤字 

 ha から gha への変換方法 

参考文献 

付録 

Ujihara Taniguchi Model 2010.3 

(EF-Calc) 

付録 13 EF の算出方法（UT Model） 
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・ EF指標値

本ツールは、対象とする自治体内に居住している人々の個人消費に着目して EF を算出している。そのため、

産業活動や業務などに伴う環境負荷（資源消費や二酸化炭素排出など）は対象外としている。また、データ制

約の問題から、個人消費の中でも、住宅を建設するために必要となる建築材料などは考慮されていない。なお、

本研究における EF 指標値とは 1 年間の個人消費によって必要となる土地消費面積のことを指す。 

以下に、カテゴリー別の EFの計算方法について述べる。 

① 食料、動物飼料、衣料のための作物生産に必要となる耕作地(𝐸𝐹𝑑1
𝑘 ) 

𝐸𝐹𝑑1
𝑘 = 𝐸𝐹𝑐

𝑘 + 𝐸𝐹𝑐𝑙
𝑘 (1) 

𝐸𝐹𝑑1
𝑘 ：自治体 k の食料、飼料、衣料を生産するために必要となる耕作地(ha)

𝐸𝐹𝑐
𝑘：自治体 k の食料、飼料を生産するために必要となる耕作地(ha)

𝐸𝐹𝑐𝑙
𝑘：自治体 k の衣料を生産するために必要となる耕作地(ha)

ⅰ．食料，動物飼料(𝐸𝐹𝑐
𝑘)

 2007 年国民栄養の現状 3)をもとに得た年齢階層別、品目別の消費量に、年齢階層別の人口を乗ずることによ

り、自治体内での食料消費量を算出している。ただし、牛肉、豚肉、鶏肉の消費量は、家計調査 4)より得た地

域別牛肉、豚肉、鶏肉の購入割合を肉類の消費量に乗ずることにより算出している。そして、食料消費量をそ

れぞれの品目の土地生産性で除することにより、食料、動物飼料の生産に必要な耕作地の面積を算出している。 

さらに、土地生産性には、可食部の考慮と輸入先の土地生産性の考慮している。式（2）、(3)では、減耗量 5)

（保管や輸送の過程で減少する生産量の大きさ）や歩留り率 5)（リンゴの芯など通常の家庭では消費しない部

分を除いた割合）を考慮した。 

 𝐷 = 𝑃𝑖 + 𝐼𝑖 − 𝐸𝑖   (2) 

 𝑅𝑖 = (𝐷 − 𝑆𝑖 − 𝐷𝑖)・𝑃𝑈𝑖/𝐷 (3) 

D ：国内仕向量(t) 

𝑃i：品目 i の国内生産量(t)

𝐼𝑖：品目 i の輸入量(t)

𝐸𝑖：品目 i の輸出量(t)

𝑅𝑖：品目 i の可食部の割合(%)

𝑆𝑖：品目 i の種子用量(t)

𝐷𝑖：品目 i の減耗量(t)

𝑃𝑈𝑖：品目 i の歩留り率(%)
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米、小麦、いも類、豆類、野菜、果実の土地生産性は収穫量を作付け面積で除している。また、式（4）、（5）

より国内の土地生産性のみではなく輸入先の土地生産性の考慮も行っている。これに対して、卵類、乳類、牛

肉、豚肉、鶏肉は 1kg の生産に必要な穀物飼料の量から計算している。なお、これらに必要な牧草飼料につい

ては、国外の生産性を把握することが困難であったため、国内と同じ条件で生産されると仮定している。 

  𝐼𝑌𝑖 = ∑ (𝑉𝐼𝑖𝑎・𝐼𝑌𝑖𝑎)/𝑎
𝑛=1 𝑉𝐼𝑠𝑖𝑎 (4) 

  𝑌𝑖 = ,*(𝐷𝑂𝑖/(𝐷𝑂𝑖＋𝑉𝐼𝑖)+・𝐷𝑌𝑖＋*𝑉𝐼𝑖/(𝐷𝑂𝑖＋𝑉𝐼𝑖)+・𝐼𝑌𝑖-・  𝑅𝑖   (5) 

𝐼𝑌𝑖：食品 i の輸入先国の土地生産性(t/ha)

𝑉𝐼𝑖𝑎：食品 i の輸入量第 a 位の輸入量(t)

𝑉𝐼𝑠𝑖𝑎：食品 i の輸入量第 a 位までの輸入量の合計(t)

𝐼𝑌𝑖𝑎：食品 i の輸入量第 a 位の土地生産性(t/ha)

a ：輸入総量に占める割合が 80％をこえる国の順位 

𝑌𝑖：食品 i における土地生産性（t/ha）

𝐷𝑂𝑖：食品 i の国内生産量(t/ha)

𝑉𝐼𝑖：食品 i の輸入量(t)

𝐷𝑌𝑖：食品 i の国内土地生産性(t/ha)

ここで述べている輸入先とは、貿易統計 6)より得た輸入量が多い国から足していき、輸入合計の 80％を超え

るまでの国々を指している。例えば、米では輸入国第 1 位のアメリカが全体の 55.7％を占め、第 2 位のタイが

32.7％を占めている。2 つの国の輸入量を合計すると全体の 88.4％を占めるので、ここで述べている米の輸入

国とはアメリカとタイのみとなる。以上のことを踏まえて、国内の土地生産性は作物統計 7)より、輸入先の土

地生産性は Food and Agriculture Organization of United Nation：Agricultural Production 
8)より得て、可食部と輸入

先を考慮した土地生産性の計算を行っている。なお、食料の一人当たりの年齢階層、食品目別消費量は全国 9

地域区分により分れており、地域性や年齢構成を考慮できるようになっている。その地域区分と対象となる都

道府県は表 1 の通りである。 

𝐹𝑖
𝑘   = ∑ 𝑃𝑝

𝑘10
𝑝＝1

・𝑓𝑝𝑖 (6) 

𝐸𝐹𝑐
𝑘 = ∑ 𝐹𝑖

𝑘/11
𝑖=1 𝑌𝑖  (7) 

𝐹𝑖
𝑘：自治体 k における食品 i の総消費量（t）

𝑃𝑝
𝑘：自治体 k における年齢階層 p の人口(人)

𝑓𝑝𝑖：自治体 k が属する地域（北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）の年齢階層

p における食品 i（米・米加工品、小麦・小麦加工品、豆類、いも類、野菜、果実、卵類、乳類、牛肉、豚

肉、鶏肉）の一人当たりの消費量(t/人) 
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 本研究で述べる衣料とは式（8）に示すように、綿花と毛糸から生産されるもののみを指しており、化学繊維

は含んでいない。 

𝐸𝐹𝑐𝑙
𝑘 = 𝐸𝐹𝑐𝑜

𝑘 + 𝐸𝐹𝑢
𝑘 (8) 

𝐸𝐹𝑐𝑜
𝑘 ：自治体 k の綿糸を生産するために必要となる耕作地(ha)

𝐸𝐹𝑢
𝑘：自治体 k の毛糸を生産するために必要となる耕作地(ha)

ⅱ．綿糸(𝐸𝐹𝑐𝑜
𝑘 )

綿糸の家庭内消費量は、繊維産業活性化対策調査の家庭用内需のデータ 9)に綿糸と毛糸の内需割合 10)を乗じ

て算出している。なお、わが国の輸入先の土地生産性は、帝国書院の 2009年綿花輸入先割合のデータ 11)とUnited 

States Department of Agriculture Foreign Agricultural Service の国別の綿花土地生産性のデータ 12)を用いて計算し

ている。綿花の家庭内消費量を輸入先の土地生産性で除することにより、家庭内で消費される綿花の生産に必

要な耕作地を計算している。ただし、食料と同様に輸入を考慮しているのは全体の 80％の国（アメリカ、オー

ストラリア、シリア、インド）までである。

𝐸𝐹𝑐𝑜
𝑘 = (𝑝𝑘・𝐶𝐶)/𝑃・∑ (𝑊𝑚

4
𝑙=1 /𝑌𝑚)    (9) 

𝑝𝑘：自治体 k における人口(人)

𝐶𝐶：綿糸の家庭内消費量(t)

𝑝：日本の人口(人) 

𝑊𝑚：輸入先別(アメリカ、オーストラリア、シリア、インド)m 綿花輸入割合(％)

𝑌𝑚：輸入先別 m 綿花土地生産性(t/ha)

ⅲ．毛糸(𝐸𝐹𝑢
𝑘)

 毛糸も綿糸と同様に家庭内消費量を算出し、kakara works
13)より得た羊 1 頭から採取できる羊毛の量で除する

ことにより、必要となる羊の数が算出できる。次に中央畜産会 14)の資料を基にした、成羊 1 頭当たりの餌の量

地域区分 対象となる都道府県

北海道 北海道

東北 青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県

関東 埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，茨城県，栃木県，群馬県，山梨県，長野県

北陸 新潟県，富山県，石川県，福井県

東海 岐阜県，愛知県，三重県，静岡県

近畿 和歌山県，奈良県，兵庫県，大阪府，京都府，滋賀県

中国 鳥取県，岡山県，広島県，山口県，島根県

四国 徳島県，香川県，愛媛県，高知県

九州 福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県

表 1 地域区分とその対象地 
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を、土地生産性で除することにより、1 頭のあたりの餌の生産に必要な耕作地の面積が算出できる。最後に必

要となる頭数の数を乗じることにより、毛糸を生産するために必要となる耕作地の面積が算出できる。なお本

研究では、毛糸は全て最も一般的である羊毛であるとした。また、羊の餌は中央畜産会 14）の資料を参考に大

麦と仮定した。 

𝐸𝐹𝑢
𝑘 = (𝑝𝑘・𝐶𝑢)/𝑃・𝐴/(𝐾・𝑌𝑏) (10) 

𝐶𝑢：毛糸の家庭内消費量 (t)

𝐴：羊 1 頭を育てるために必要となる大麦の量(t) 

𝐾：羊 1 頭から採取できる羊毛の量(t) 

𝑌𝑏：大麦の土地生産性（t/ha）

② 食肉、牛乳、毛糸のための動物に必要となる牧草地(𝐸𝐹𝑑2
𝑘 ) 

𝐸𝐹𝑑2
𝑘 ＝𝐸𝐹𝑚

𝑘＋𝐸𝐹𝑢𝑢
𝑘 (11) 

𝐸𝐹𝑑2
𝑘 ：食肉、牛乳、毛糸のための動物に必要となる牧草地(ha)

𝐸𝐹𝑚
𝑘：食肉、牛乳のための動物に必要となる牧草地(ha) 

𝐸𝐹𝑢𝑢
𝑘 ：毛糸のための動物に必要となる牧草地(ha)

ⅰ．食肉、牛乳(𝐸𝐹𝑚
𝑘) 

食料、動物飼料の生産に必要な耕作地と同様に、年齢階層別の人口に品目別の消費量を乗じることにより、

対象とする自治体の消費量を算出する。次に、その消費量を生産するために必要となる牧草の量を、牧草の土

地生産性で除することにより必要となる面積を算出している。 

ⅱ．毛糸(𝐸𝐹𝑢𝑢
𝑘 )

毛糸を生産するための羊に関しては、中央畜産会 14）の資料より成羊 10 頭当たり 0.5ha の牧草地面積が必要

であるとして計算している。 

③ 製紙材料を採取するための森林地(𝐸𝐹𝑑3
𝑘 )

製紙材料の家庭内消費量は、パルプ材の供給量 15)に家計消費の割合 16)を乗じることにより算出している。そ

の消費量を満たすために必要となるパルプ材を、輸入先別（国内も含む）の輸入量によって重み付けした輸入

先の森林成長の成長率 17)で除することにより、日本全体の家庭内消費による紙の材料生産に必要な面積を算出

している。その面積を国内総人口で除し、対象地域の人口を乗ずることにより、製紙材料を採取するための森

林地を算出している。このため、居住者一人あたりの消費量は年齢階層・地域問わず一定と仮定されている。 

𝐸𝐹𝑑3
𝑘 = (𝑝𝑘・𝑟𝑓)/𝑃・∑ (𝑤𝑙/3

𝑙=1 𝛽𝑙)    (12)
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𝐸𝐹𝑑3
𝑘 ：自治体 k で消費される製紙材料を採取するための森林地（ha）

𝑟𝑓：家計消費割合（％）

𝑤𝑙：輸入先別(温帯、熱帯、寒帯)l パルプ・チップ需要量(𝑚3)

𝛽𝑙：輸入先別 l 森林蓄積成長量(𝑚3/ℎ𝑎)

④ 都市的な活動を提供するために必要な土地(𝐸𝐹𝑑4
𝑘 )

ここで述べている都市的な活動を提供するために必要な土地とは、建物建設や道路整備のために使用され、

その他の土地利用（耕作地や林野地など）が行えなくなった面積を指している。そのため、その土地は環境負

荷を与えているとされ、EF に加えられる。 

⑤ 排出された二酸化炭素を吸収するために必要な森林地(𝐸𝐹𝑑5
𝑘 ) 

𝐸𝐹𝑑5
𝑘 = 𝐸𝐹u

𝑘 + 𝐸𝐹𝑡
𝑘   (13) 

𝐸𝐹𝑑5
𝑘 ：自治体 k から排出された二酸化炭素を吸収するために必要な森林地(ha)

𝐸𝐹𝑢
𝑘：自治体 k の家庭部門より排出された二酸化炭素を吸収するために必要な森林地(ha)

𝐸𝐹𝑡
𝑘：自治体 k の交通部門より排出された二酸化炭素を吸収するために必要な森林地(ha)

ⅰ．家庭（𝐸𝐹𝑢
𝑘）

第 1 回地球温暖化対策に係る国民運動の運営会議関連資料 18)より得た、1 世帯当たりの建て方別、世帯人員

別 1 カ月のエネルギー消費量（電気、ガス、灯油）に、各エネルギー生産における二酸化酸素の排出係数 19)20)

を乗じることにより、家庭から排出される二酸化炭素量を算出している。次に、二酸化炭素量を森林の二酸化

炭素吸収効率 17)で除することにより、二酸化炭素吸収に必要な面積を算出している。なお、建て方別（戸建・

集合）、世帯人員別の 1 世帯当たりのエネルギー消費量は全国 9 地域で分類しており、地域性を考慮できるよ

うになっている。地域区分は食料の EF を計算する際に用いた区分と同じものである。また、戸建・集合住宅

の比率は、平成 20 年度住宅土地統計調査 21)に基づき、都道府県別のデータを使用した。 

𝐶𝑟
𝑘 = 𝑟𝑐・∑ ∑ (4

𝑚=1
2
𝑙=1 𝐻𝑙𝑚

𝑘 ・𝐸𝑙𝑚) (14)  

𝐸𝐹
𝑘 = 𝐶𝑟

𝑘/𝑟𝑠 (15) 

𝑟𝑐：二酸化炭素換算係数

𝐻𝑙𝑚
𝑘 ：自治体 k の住宅の建て方（戸建・集合住宅）l、世帯人員 m の世帯数（世帯）

𝐸𝑙𝑚：自治体 k が属する地域（北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）における建

て方 l、世帯人員 m の 1 世帯当たりの電力・灯油・都市ガス（または LPG）エネルギー消費量(kWh、 MJ) 

𝑟𝑠：森林の二酸化炭素吸収効率（t-CO2/ha）

ⅱ．交通(𝐸𝐹𝑡
𝑘)

家計調査 4)より得たガソリンの購入量に、経済産業省・環境省の特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガス
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の排出量の算定に関する省令 19)を基に得たガソリンの燃焼に伴う二酸化炭素の排出原単位を乗じることによ

り、自家乗用車から排出される二酸化炭素量を算出している。なお、ガソリンの購入量は、対象年次に左右さ

れることがあるため、2005 年～2009 年の 5 年間の消費量をサンプル数による加重平均を行っている。また、

乗用車はガソリン車だけではなくディーゼル車も付録 2 に示すような方法により考慮している。 

𝐶𝑡
𝑘 = *(𝐵𝑜

𝑘・𝐾𝑜
𝑘) + (𝐵𝑛

𝑘・𝐾𝑛
𝑘)+・𝑟𝑔・𝐵𝑑 (16) 

𝐸𝐹𝑡
𝑘 = 𝐶𝑡

𝑘/𝑟𝑠 (17) 

𝐶𝑡
𝑘：自治体ｋにおける交通部門における二酸化炭素排出量(t-CO2）

Bo
k：自治体ｋにおける単身世帯のガソリンの購入量(ℓ)

𝐵𝑛
𝑘：自治体ｋにおける複数世帯のガソリンの購入量(ℓ)

𝐾𝑜
𝑘：自治体ｋの単身世帯数(戸)

𝐾𝑛
𝑘：自治体ｋの 2 人以上世帯数(戸)

𝑟𝑔：ガソリンの燃焼に伴う二酸化炭素の排出原単位(t-CO2/ℓ))

𝐵𝑑 :ディーゼル車を考慮した際の上乗せ分

家計調査におけるガソリン購入量の都市区分は表 2、図 3 の通りである。 

分類 都市区分

北九州市

堺市

浜松市

…

関東大都市圏

中京大都市圏

京阪神大都市圏

北九州・福岡大都市圏

人口15万人以上の市

人口15万人未満5万人以上の市

人口5万人未満の市

町村

大都市圏

都市階級

都道府県庁所在市もしく
は政令指定都市

表 2 家計調査における都市区分 
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 以上の①～⑤にもとづき、本研究における各市町村の居住者消費に伴う EF 指標値(EFk )は次のように定義さ

れる。 

𝐸𝐹𝑘＝∑ 𝐸𝐹𝑑𝑥
𝑘5

𝑥=1 (18) 

𝐸𝐹𝑘：自治体 k における EF（ha）

都道府県庁所在市 

あるいは政令指定都市 

関東大都市圏に属している 

中京大都市圏に属している 

京阪神大都市圏に属している 

北九州・福岡大都市圏に属している 

人口が 15 万人以

上

人口が 5万人以上 

YES 

YES 

YES 

YES 

対応する都市区分を選択 

浜松市，和歌山市など 

二宮町， 

立川市など 

滝川市， 

瀬戸内市など 

北上市， 

名護市など 

NO 

NO 

NO 

NO 

図 3 家計調査の都市区分 

松本市， 

函館市など 

市である 

YES 

NO 上砂川町 

琴平町など 
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・環境受容量

環境受容量とは、EF 指標の各構成要素の環境負荷を受け容れるための土地面積(農地や森林地、牧草地など) 

となる。 

・環境負荷超過率

 環境負荷超過率とは、各自治体の環境受容量に対して、その自治体から発生する環境負荷量がどの程度であ

るのか、それら環境受容量と環境負荷量との(環境)バランスを示す定量的指標である。 

・生態的な赤字

 生態的な赤字 22)とは人間が過剰に消費している土地面積のことを指している。つまり、森林地や耕作地など

環境負荷を受け入れることができる面積である環境受容量に比べて EF 指標値がいくら大きいのかを示してい

る。この値の特長は環境負荷超過率と異なり、対象とする市区町村の環境受容量に影響を受けずに、地域間の

環境バランスの比較が行える点である。 

𝐸𝐿𝑘 = 𝐸𝑅𝑘/𝑃 − 𝐸𝐹𝑘/𝑃𝑘 (19) 

𝐸𝐿𝑘：市区町村 kにおける一人当たりの生態的な赤字(ha) 

𝐸𝑅𝑘：日本における一人当たりの環境受容量(ha)

2.3 ha から gha への変換方法 

 Ujihara Taniguchi Model 2010 は ha と gha、2 つの単位で結果を算出することが可能なツールである。ha か

ら gha への単位の変換は表 3 の収量ファクターと等価ファクターの値 23)をそれぞれの土地区分に合わせて乗ず

ることにより行っている。なお収量ファクターとは国固有の生産力を世界平均の値に変換するための係数であ

り、等価ファクターとは土地のカテゴリー別の生産力を世界平均の値に変換するための係数である。それぞれ

の係数はいずれも ha を gha に変換するために考案されたものである。 

𝐸𝐹𝑔𝑎 = 𝐸𝐹𝑎・𝑌𝐹・𝐸𝑄𝐹 (20) 

𝐸𝐹𝑔𝑎：gha 単位での EF 指標値（gha）

𝐸𝐹𝑎：ha 単位での EF 指標値（ha）

𝑌𝐹：各土地カテゴリーの収量ファクター(無次元) 

𝐸𝑄𝐹：各土地カテゴリーの等価ファクター(gha/ha) 
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日本の収量ファクター 等価ファクター 

耕作地 1.3 2.51 

森林地 1.4 1.28 

牧草地 2.2 0.48 

海洋淡水域 0.7 0.37 

生産能力阻害地 － 2.51 
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付録 13-1 土地生産性を算出するために使用した食品の種類 

今回対象としている食品目は、米・米加工品、小麦・小麦加工品、いも類、豆類、野菜、果実、卵類、

乳類、牛肉、豚肉、鶏肉の 11 種類である。 

米・米加工品と小麦・小麦加工品について、輸入に関しては米と小麦のみ考慮し、加工品は今回省く

こととした。豆類に関しては、国内生産は大豆、小豆、いんげん、らっかせいの 4 種類より土地生産を算

出しているが、輸入については大豆の生産性のみを考慮している。これは、大豆の輸入量のみで豆類

輸入量の 80％を超えており、問題がないと判断したためである。いも類に関しても同様で、国内生産は

ばれいしょ、かんしょ、やまいも、さといもの 4 種類より土地生産を考慮しているが、輸入の方はいも類の

輸入量の 80％をばれいしょのみで超えているため、ばれいしょのみでいも類を考えている。また、野菜

に関しては、国内の土地生産性は 32 種類の野菜の生産量の合計を作付け面積の合計で除することに

より算出している。輸入野菜は、本研究では生鮮野菜と冷凍野菜のみを考慮することとして算出してい

る。果実に関しては、国内の土地生産性は 16 種類の生産量の合計を収穫面積の合計で除している。

輸入品の土地生産は、12 種類の輸入量合計の内 80％を超える輸入量になるまで、国別、品目別に輸

入量を合計している。今回対象となったのは、フィリピンのバナナとパインアップル、アメリカのグレープ

フルーツとオレンジ、エコアドルのバナナの 5 品目である。なお、詳細は表 1 の通りである。

国内 輸入品

米・米加工品 米（もみ） 米（もみ）

小麦・小麦加工
品

小麦 小麦

豆類 大豆，小豆，いんげん，らっか
せい

大豆

いも類 ばれいしょ，かんしょ，やまい
も，さといも

ばれいしょ

野菜 大根，カブ，人参，レンコン，
白菜，小松菜，キャベツ，青梗
菜，ほうれん草，ふき，三つ
葉，春菊，セルリー，アスパラ
ガス，カリフラワー，ブロッコ
リー，レタス，ねぎ，にら，た
まねぎ，ニンニク，きゅうり，
かぼちゃ，なす，トマト，ピー
マン，スイートコーン，そら
豆，枝豆，さやいんげん，さや
えんどう

生鮮野菜，冷凍野菜

果実 ミカン，リンゴ，なし，かき，
びわ，もも，すもも，おうと
う，梅，ブドウ，くり，パイン
アップル，キウイフルーツ，メ
ロン，スイカ，イチゴ

ンゴ，ネーブルオレンジ，ブ
ドウ，くり，バナナ，パイン
アップル，スイートアーモン
ド，キウイ，イチゴ，アボガ
ド，パパイヤ，マンゴー

表 1 土地生産性を算出するために使用した食品の種類 
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付録 13-2 ディーゼル乗用車の考慮の方法 

ディーゼル乗用車の考慮の方法は、わが国におけるガソリン車の二酸化炭素排出量を 1 としたときの

ディーゼル車の二酸化炭素排出割合から求めている。表 2 より、ガソリン乗用車から排出される二酸化

炭素量を 1 としたとき、ディーゼル乗用車から排出される二酸化炭素量は 0.0298 となる。よって、この分

を上乗せすることにより、ディーゼル乗用車から排出される二酸化炭素量を考慮している。 

参考文献 

(1) 経済産業省、国土交通省、環境省、北海道、日本自動車工業会、石油連盟：クリーンディー

ゼル普及推進方策、 http://www.meti.go.jp/press/20080731004/20080721004-3.pdf、2010.12、最

終閲覧.

(2) 国土交通省自動車交通局：自動車燃費一覧、

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_mn10_000001.html、2010.12 最終閲覧.

(3) 経済産業省、環境省：特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省

令、http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H18/H18F15002002003.html、2010.12 最終閲覧.

ガソリン 軽油

自家乗用車の保有者率1) 96.80% 3.20%

単位距離を走行するために必要な燃料量の比率2) 5 4

単位量当たり燃焼させたときに発生する二酸化

炭素量3)

2.322t-CO2/ℓ 2.619t-CO2/ℓ

ガソリン車からの二酸化炭素排出量とディーゼ
ル車からの二酸化炭素排出量の比

1,405 42

表 2 ディーゼル車の考慮に必要なデータ 
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付録 14 土地生産性の算出に関する 

 

1. 農作物の生産性 

各都道府県、各農産物の生産性が算出可能 

―「農林業センサス」 

 

2. 森林の CO2 吸収率 

―林野庁→「森林資源の現況」 

 

日本国温室効果ガスインベントリ報告書（ 2010 年 4 月）に示されている算定式： 

CO2 吸収量＝活動面積×蓄積増加分×容積密度×拡大係数 ×(1＋地上部・地下部比)×炭素含有

率（ 0.5）×二酸化炭素換算係数 

バイオマス拡大係数： 
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（詳細データ）from：北海道森林計画課 
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樹種・林齢・都道府県別面積：

From:林野庁：森林資源の現況 
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付録 15 茨城県の流域範囲 

 

茨城県における水系域： 

 

利根川

久慈川 鮫川

十王川

那珂川
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茨城県における河川域： 
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